


表紙の説明

「誇れる岩手の環境」

【くずまき高原】
　再生可能エネルギーの導入事例と
して、全国的にも有名な葛巻町。
　NEDOが実施した「新エネ100選」
に、葛巻町をはじめ県内４か所が選
ばれています。

【秋の栗駒山】
　栗駒山は栗駒国定公園の主峰で標
高1,627m。岩手、秋田、宮城の各県
から登山コースが通じており、岩手
県側は須川温泉登山口から登ります。
一帯には湿原や湖沼が点在し、数々
の高山植物が原生しています。

【水生生物調査】（一関市立摺沢小
学校）
　岩手県の水生生物調査参加者数は、
全国３位。県民が水と親しむ活動が
盛んに行われています。

【冬の北山崎】（田野畑村）
　陸中海岸国立公園の北部に位置
し、高さ200mの大断崖が連なり、
㈶日本交通公社の観光資源評価海岸
の部で国内唯一、最高評価「特A級」
に認定された海岸美です。断崖には、
遊歩道が整備され、海蝕洞などを間
近に見ることができます。

かい　しょく　どう

　この報告書は、「岩手県環境の保全及び創造に関する基本条例」（平成10年岩手県条例第
22号）第９条の規定により、平成24年度の本県における環境の現状や課題、その解決に向
けた施策を取りまとめたものです。









 



第 １ 部

環境の現状と環境の保全及び
創造に関する施策の展開
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〈国の動向>
　わが国においては、戦後の経済復興から昭和30～
40年代の高度成長期において、産業活動による公害
や国土の乱開発によって発生した自然破壊に対処す
るため､「公害対策基本法」や「自然環境保全法」
などが制定され、企業の公害防止への投資や技術開
発を促し、公害防止の収束に効果をあげました。
　しかし、昭和50年代以降の環境問題は、大量生
産、大量消費、大量廃棄の経済システムが定着し、
自動車排気ガスによる大気汚染問題が深刻になると
ともに、廃棄物処理問題、地球温暖化問題、化学物
質問題など、通常の事業活動や国民の日常生活に起
因するものへと変化してきました。
　また、近年では地球温暖化や生物多様性の損失等
の環境問題も生じております。
　さらに、平成23年3月11日14時46分、三陸沖（北緯
38.1度、東経142.9度）を震源とするマグニチュード
9.0の巨大地震（東日本大震災津波）が発生しました｡
　震災に伴う被害推計額は約16兆9,000億円にもの
ぼり、建築物、農林水産等の産業基盤、社会基盤、
その他のライフライン等、被災地域の社会経済のあ
らゆる分野に甚大な被害をもたらしました。
　震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所におい
て発生した重大な事故によって、大量の放射性物質
が環境中に放出されました。今回の事故によって、
原子力発電所がシビアアクシデントの際にもたらす
甚大な環境リスクの側面がクローズアップされ、放
射性物質による環境汚染は最大の環境問題となるこ
とが明らかとなりました。
　このような様々な問題を受けて、これまでの経済
社会のあり方や豊かさ、環境に対する考え方が徐々
に変わりつつあり､「持続可能で真に豊かな社会の
形成」を望む声が高まっています。
　こうした動きに鑑み、平成25年度の環境白書・循
環型社会白書・生物多様性白書は､「真に豊かな社
会を子ども達へ～震災復興の中でともに考える持続
可能な未来～」をテーマに掲げ、持続可能で真に豊
かな社会を築き上げるために、地球温暖化対策、生
物多様性の保全、資源の循環利用などの取組、環境
共生型の地域づくり及び未来を担う子ども達を育て
る環境教育を中心とした取組を推進していくことと
しています。

第１編　総　論

第２章　岩手県の環境をめぐる主な課題と対応

第１章　環境問題の動向
〈県の動向〉
　高度経済成長の過程で様々な公害の発生や乱開発
による自然破壊の問題が生じましたが、環境保全関
係条例等の制定による規制や施策の推進により改善
がなされてきました。特に、旧松尾鉱山による鉱害
問尾鉱山による鉱害問題は本県最大の環境問題とな
りましたが、昭和57年に新中和処理施設が稼動し、
現在でも年間約５億円の維持費をかけながら、北上
川の清らかな流れを維持しています。
　また、近年、県内では地球温暖化の影響による大
規模な洪水や、生物多様性の損失などによる特定生
物の増加などの環境問題も生じております。
　さらに、平成23年3月に発生した東日本大震災津
波により、家屋倒壊数24,871棟の建築物被害や、処
理対象量525万トンの災害廃棄物が発生したほか、
東京電力福島第一原子力発電所事故により、土壌等
に沈着した放射性物質の影響も認められています。
　このため、災害廃棄物の早期処理を第一の課題と
して取り組むとともに、放射性物質のモニタリン
グ、市町村等が行う放射線量低減措置の支援、放射
性物質に汚染された廃棄物の適正処理、放射線影響
等に関する正確な情報の周知等に努めています。
　このように東日本大震災からの復興を推進しつ
つ、平成22年度に策定した「岩手県環境基本計画」
の基本目標である「みんなの力で次代へ引き継ぐい
わての『ゆたかさ』」を目指し､「低炭素社会」、
「循環型社会｣､「自然共生社会」の３つの社会を構
築する施策を計画の中核と位置づけ、環境施策を推
進しています。

１　再生可能エネルギー導入の目標と方向性
　 　本県では、平成21年12月に策定した「いわて県
民計画の持続可能な低炭素社会を目指す「環境共
生いわて構想」や、平成23年８月に策定した「岩
手県東日本大震災津波復興計画」の防災のまちづ
くりの実現のため、再生可能エネルギーの導入を

推進しており、平成24年３月には、平成32年度を
目標年とする「岩手県地球温暖化対策実行計画」
を定めました。

　 　この実行計画では、温室効果ガスの排出量を平
成２年比で30％削減することを目指し、県民、事
業者、行政等のあらゆる主体が日々の活動の中で
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省エネルギーの取組や、地域に賦存する再生可能
エネルギーを最大限に活用した地産地消の取組を
推進することを柱として、災害に強く、持続可能
な低炭素社会を実現することを目指しています。
　 　再生可能エネルギーに関する導入目標として、
太陽光発電については約４倍、風力発電について
は約8.6倍などにすることを目標とし、「県内エ
ネルギー消費量に対する再生可能エネルギーの導
入割合」や「再生可能エネルギーによる電力自給
率」を目標年度までに現行の約２倍にすることと
しており、その目標達成に向けて取り組んでいま
す。
　
　表2-1　再生可能エネルギーの導入目標

　〈再生可能エネルギーを取り巻く環境〉
　 　平成24年７月に「電気事業者による再生可能エ
ネルギー電気の調達に関する特別措置法」による
固定価格買取制度が開始されました。
　 　この制度は、太陽光発電など再生可能エネル
ギー発電の種別ごとに国が買取価格を定め、最大
で20年間の長期にわたり、電力会社にこの固定価
格で発電事業者からの全量買取を義務化したもの
であり、導入促進を図るうえで大きな追い風と
なっており、他の発電種別に比べて開発期間が短
い太陽光発電を中心に導入が進んでいます。

　〈今後の取組の方向性〉
　 　目標達成に向け、県では「防災｣「参入・誘致｣
「研究・開発」の３つの推進方策のもと、取組を
実施しています。
　 　防災の面では､「岩手県再生可能エネルギー設
備導入等推進基金」を活用し、庁舎や避難所な
ど、地域の防災拠点となる施設が非常時にその機
能を維持できるよう、再生可能エネルギー設備や
蓄電池等の導入を支援するなど、エネルギー自給
体制としての「点」の整備を進めています。
　 　更には、葛巻町をフィールドに一定のエリアに
おける再生可能エネルギーによるエネルギー自給
モデルの調査・研究などを行っており、この成果
も活かしながら今後「面」的な整備へと展開して
いく考えです。
　 　参入・誘致の面では、市町村と連携して事業者
の誘致に取り組んでおり、多数のメガソーラーが
設置されるとともに、風力発電や地熱発電などの

開発も着実に進められていますが、本県の豊富な
ポテンシャルを生かすためには、土地利用規制や
送電網の連系可能量などの課題を乗り越えていく
必要があることから、様々な機会を捉えて国への
提案や要望を行っています。

　 　また、市民主導による発電事業の取組も出てき
ており、このような地域に根ざした取組の掘り起
こしや新規参入などを促進するため、県民、事業
者、自治体などあらゆる主体が連携しながら取組
が進められるよう、普及啓発や機運醸成、技術的
情報や各種手続きの情報提供などを行っていきま
す。

　 　研究・開発の面では、三陸沿岸で洋上風力や波
力などの調査・研究が進められているなど、海洋
再生可能エネルギーの利用が期待されており、国
際的な海洋再生可能エネルギーの研究拠点の形成
を目指し、釜石沖の洋上を浮体式洋上風力発電等
の実証フィールドとすべく国の事業採択に向けた
取組を進めています。

＜さんりくエコタウン形成プロジェクトについて＞
　 　本県の三陸地域においては、大震災津波の発生
以前から、人口減少や高齢化、それに伴う地域の
社会経済の活力の減退などが課題とされてきたと
ころですが、大震災津波発生によってこれらの問
題が顕在化しており、産業や地域コミュニティの
担い手の不足、消費需要の減少による地域経済の
縮小などが懸念される状況となっています。

　 　県では、三陸地域の豊富な地域資源を活用し
た､「世界に誇る新しい三陸地域の創造」を目指
し､「三陸創造プロジェクト」として、５つのプ
ロジェクトを掲げ、具体的取組を推進していくこ
ととしています。

　 　このプロジェクトの一つ､『さんりくエコタウ
ン形成プロジェクト』は、三陸の地域資源を活用
した再生可能エネルギーや省エネルギー技術の導
入を促進し、災害にも対応できる自立・分散型
のエネルギー供給体制を構築するとともに、３
Ｒ（発生抑制：Reduce、再使用：Reuse、再生利
用：Recycle）を基調とした事業活動や生活様式
が定着した循環型地域社会の形成を目指し、環境
と共生したエコタウンの実現に向けた取組を推進
するものです。

　　～主な取組～
　○再生可能エネルギーの導入促進
　　 住宅や防災拠点への導入促進、自立・分散型エ
ネルギー供給体制の構築、大規模発電施設の立
地促進等

　○エコタウンの普及啓発
　　 ポータルサイトによる情報発信、エコタウンモ
デル事業の推進等

　○スマートコミュニティの形成
　　 環境に配慮したまちづくり、地域内の低炭素化
の促進の取組等
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エネルギー種別 平成22年度
基　　　準

平成32年度
目　　　標 増減率

電
力
利
用

太 陽 光 34,740kW 139,630kW 302%
風 力 67,099kW 575,099kW 757%
バイオマス 1,724kW 2,324kW 35%
地 熱 103,500kW 163,500kW 58%
水 力 274,576kW 276,406kW 1%
小 計 481,639kW 1,156,959kW 140%
熱利用 23,426kl 27,642kl 18%
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　○研究開発
　　環境・エネルギーの研究開発促進

２ 　東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の
処理
　 　平成23年３月11日の東日本大震災津波により発
生した岩手県沿岸地域における災害廃棄物の総量
は、約525万トンと推計され、岩手県内の一般廃
棄物発生量の約12年分に相当する量にのぼりまし
た。また、津波の影響により海水の塩分や泥が混
じっていることなどから、これまでに経験したこ
とのないような処理を行わなければなりませんで
した。
　 　廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、一般
廃棄物は市町村の責任において処理するものとさ
れており、災害廃棄物は一般廃棄物として取り扱
われることから、本来市町村が処理すべきもので
すが、本災害においてはあまりにも大量の災害廃
棄物が発生したため、県が代わって処理を行う必
要が生じ、地方自治法第252条の14第1項の規定に
基づき、県が事務の委託を受け、市町村に代わっ
て処理を行いました。
　 　特に、宮古市、岩泉町、田野畑村、大槌町、山
田町、野田村の６市町村においては一次仮置場の
管理から破砕選別、処理処分までの処理工程全般
を県が行い、その他の市町村については広域処理
や処理困難物の処理といった他県との調整が総合
的に必要なものを県が代行しました。

　〈指針及び計画〉
　 　災害廃棄物処理における県の主な役割は、国が
示した「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指
針（マスタープラン)」に基づき､「岩手県災害廃
棄物処理詳細計画」を策定し、平成26年３月末の
処理期限までに処理を完了させるための処理フ
ローの作成と進捗管理を行うことです。
　 　処理フローの作成に当たっては、処理施設も沿
岸地域の施設だけでは不足するため、まずは全県
的な調整を行い、県内の市町村及び一部事務組合
の焼却施設全てにおいて災害廃棄物をできる限り
受け入れていただき、県内で処理ができないもの
を広域処理として県外に依頼することとしまし
た。

　〈広域処理〉
　 　広域処理については、平成23年４月に、国から
被災県と沖縄県を除く全国の自治体に対し支援を
呼び掛けたところ、当初は全国41都道府県522市
町村・一部事務組合等から支援の申し出がありま
した。ところが、災害廃棄物も東京電力福島第一
原子力発電所の事故の影響を受け、放射性物質に
よる汚染があるのではないかという風評が広が
り、支援の申し出が大きく減少してしまいまし
た。
　 　この問題を解決するため、県においても実際に

災害廃棄物の放射性物質濃度を測定し、その結果
が通常の処理には全く問題のないことを証明しま
したが、平成23年度中に広域処理が実現したの
は、東京都と山形県だけでした。

　 　環境省は、全国自治体に対して様々なキャン
ペーンを通じて、あらためて広域処理の協力を依
頼しました。その結果、静岡県島田市での引き受
けを足掛かりとし、全国への広域処理が進み始
め、１都１府13県の協力をいただきながら平成26
年３月末までの完了に向けて全力で取り組んでい
ます。

　〈今後の取組の方針〉
　 　県内各焼却施設や仮設焼却炉に加えて、県内セ
メント工場や広域処理でも処理を行うことで、可
燃物についてはおおむね順調に処理を進めること
ができた一方、津波で打ち上げられた大量の土砂
（津波堆積物約130万トン）の処理がなかなか進
まなかったことから、コンクリートがら（120～
130万トン）と併せ、新たに作成した復興資材活
用マニュアルに基づき、有害物の有無や資材とし
ての性能を確認したうえで、防潮林の土台や嵩上
げ工事などの資材としての活用を進めることで進
捗率の向上を図ってまいります。
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第２編　各　論
第１章　低炭素社会の構築

　本県では、これまで「岩手県環境基本計画｣（平
成11年9月策定）で掲げた「平成22年度までに二酸
化炭素排出量８％削減（平成２年比)」の目標達成
に向け、再生可能エネルギーの利活用を含めた地球
温暖化対策を推進してきました。
　このような中、平成23年３月11日に発生した東日
本大震災津波による大規模かつ長期にわたるエネル
ギーの途絶や国の動向を踏まえ、震災復興に向けた
再生可能エネルギー導入促進の具体の取組や低炭素
社会実現に向けた施策の更なる推進を図るため、平
成24年３月に「岩手県地球温暖化対策実行計画｣を
策定し、温室効果ガス排出量を平成32年度までに、
基準年である平成２年比で30％削減することを目標
に掲げ、省エネと創エネによる対策を推進していま
す。

１　本県におけるCO2排出量の状況
　 　本県における平成22年のCO2排出量は11,568千
トンとなり、基準年に比べ10.2％減少し、岩手県
環境基本計画（平成11年９月策定）で定めた目標
（▲８％）を達成することが出来ました。
　 　基準年と比べ、二酸化炭素排出量が大きく減少
した要因としては、平成20年度から続く世界的な
景気低迷の影響や産業構造の変化などから、産業
部門や工業プロセス部門からの排出量が減少した
ことが主因であると考えられます。
　 　また、前年と比較すると3.6％増加しました
が、景気の復調により、産業関係のエネルギー消
費量が増加したことによる産業部門からの排出
量の増加（13.4％増）が主因であると考えられま
す。

  

図1-1-1　二酸化炭素排出量の現状と目標値

第１節　低炭素社会排出削減対策の推進

表1-1-1　部門別二酸化炭素排出量(単位：千t-CO2)

　 　部門別では、産業部門及び運輸部門において
は基準年比で減少していますが、民生家庭部門
（13.8%増)、民生業務部門（9.3%増）などは、基
準年比で増加しています。この要因としては、民
生家庭部門では世帯数や家電保有台数の増加によ
る電力需要の増加が、民生業務部門では一事業所
当たりの売り場面積の増加等による電力需要の増
加が挙げられます。

　 　こうした現状を踏まえ、今後においては、民生
部門に係る取組の強化が重要となります。

２　具体的施策の概要
　⑴　家庭対策
　　ア　県地球温暖化防止活動推進センターの活動
　　　 　本県の地球温暖化防止の普及啓発拠点とし

て、平成17年４月からいわて県民情報交流セ
ンター（愛称：アイーナ）において、地球温
暖化の現状や防止対策に関する展示や情報発
信、訪問学習の受入れのほか、地域への県地
球温暖化防止活動推進員の派遣など様々な取
組を進めています。

　　イ　CO2ダイエット・いわて県民運動 
　　　 　県民の皆さんが地球温暖化問題に関心を

持って、一人ひとりが身近にできる８つの
CO2ダイエットの取組を実践するなど、地球
温暖化防止の輪を広げていこうとする取組で
す。

　　　 　会員証の発行のほか、著名人の取組や温暖
化に関する最新情報、イベント情報などを定
期的に発信しています。その活動の輪は着実
に広がりを見せており、登録会員数は現在、
約45,000名います（Ｈ25年３月末現在)。

　　ウ　CO2ダイエット日記
　　　 　家庭における日常生活の中で排出される

CO2排出量を継続して把握することをきっか
けに、地球温暖化防止行動を広めようとする
ものです。

　　　 　日記の取組を通じて、各家庭のCO2排出量
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が把握できるほか、ライフスタイルの改善に
アドバイスを受けることができます。

　　　 　また、この日記の児童用として「地球温暖
化を防ごう隊員ノート」の取組も実施し、県
内でのべ約21,000名の児童が、地球温暖化に
ついて学び、学校や家庭で省エネ活動などに
取り組んでいます。

　⑵　地域対策
　　 　地域の特性を活かした地球温暖化対策を進め
るため、その核となる地球温暖化対策地域協議
会の設立支援を進めています。

　　 　現在、本県には20団体が設立され、各地で設
立の動きも活発化しています。地域では、この
協議会を中心に、住民の方々や団体、企業、市
町村等の連携により様々な取組が広く進められ
ています。

　　 　また、身近な省エネなどに詳しい県地球温暖
化防止活動推進員を学校や町内会などでの研修
会に無料で派遣し、地域での温暖化防止活動を
支援しています。

 

　⑶　事業所対策
　　 　地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する
「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制度
は、制度が創設されてから９年目を迎え、これ
までの登録事業所数は194、またエコスタッフ
の登録者数も1,188名に上るなど、地球温暖化
対策に積極的に取り組む事業所が着実に増えて
います。

図1-1-2　いわて地球環境にやさしい事業所認定マーク
 　 　 　 　

　⑷　運輸対策
　　 　二酸化炭素排出量の22.2％を占める運輸部門
の対策として、エコドライブの普及や公共交通

機関の利用促進を進めています。
　　ア　エコドライブ
　　　 　運転時の無駄な燃料消費を抑える、地球に

もお財布にもやさしいエコドライブの推進を
図るため、事業者等を対象とした講習会を県
内10ヶ所で開催し、97名がエコドライブの知
識と技術を学びました。

　　　 　併せて、燃費計の貸出しやエコドライブス
テッカー、リーフレットの配布など、普及啓
発活動にも取り組みました。

図1-1-3　エコドライブ10のポイント
 

　　イ　減クルマチャレンジウイーク
　　　 　過度に「クルマ」に頼らない生活への移行

を目指し、公共交通機関の利用促進を推進す
る取組として、「減クルマチャレンジウイー
ク」を実施しました。

　　　 　盛岡、滝沢地域から185事業所12,382人が
参加し、14日間の実施期間で合計43.1トンの
CO2排出量が削減されました。

３　再生可能エネルギー導入への取組状況
　⑴　県による積極的開発
　　 　企業局では、再生可能エネルギーの積極的な
開発に取り組んでいます。平成24年12月に胆沢
第四発電所（水力、160kW）を運転開始した
ほか、平成26年度の運転開始を目指して胆沢第
三発電所（水力、1,500kW）の建設を進めてい
ます。

　⑵ 　防災拠点となる施設への再生可能エネルギー
設備の導入

　　 　災害時においても一定のエネルギーを賄える
体制を整備するため、平成23年度に140億円の
基金を設置し、平成24年度から27年度までを事
業期間として災害時に防災拠点となる庁舎や学
校、医療施設、公民館等への再生可能エネル
ギーや蓄電池等の導入を進めています。

　⑶　再生可能エネルギー設備の導入支援
　　 　災害に強い街づくり及び再生可能エネルギー
普及促進の一環として、被災した住宅等に太陽
光発電設備を設置する場合に要する経費の一部
を支援しました。

　　 　また、市町村等が地域の公共施設に小規模な
クリーンエネルギー設備を設置する場合に要す
る経費を支援する「岩手県企業局クリーンエネ
ルギー導入支援事業」を実施しました。
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　⑷　大規模発電施設の導入促進
　　 　県や市町村等が保有する大規模太陽光発電の
導入候補地を取りまとめて公表し、事業者と地
権者とのマッチングを行う候補地紹介事業を行
いました。

　　 　また、大規模太陽光発電や風力発電等を行う
事業者向けの低利融資制度を創設するなど、事
業者による県内への大規模発電施設の立地促進
を図るための支援を行いました。

　⑸ 　自立・分散型エネルギー供給システム構築に
向けた調査

　　 　地域に賦存する再生可能エネルギーの最大限
の活用と非常時においても一定のエネルギーを
賄える供給体制の構築を図るため、葛巻町を
フィールドとした調査研究を行い、モデル構想
を作成しました。

４　再生可能エネルギーの導入状況
　 　このような取組の結果、再生可能エネルギーの
導入は着実に進んでいます。

表1-1-2 　再生可能エネルギー発電設備の導入量

５　低炭素なまちづくり
　⑴　岩手型住宅
　　 　県では、平成20年３月に「岩手型住宅ガイド
ライン」を策定し、岩手の厳しい気象条件下に
おいても冷暖房を最小限に抑え、環境にやさし
い生活ができる「省エネ性能」をもち、かつ、
県産材の活用など岩手らしさを備えた「岩手型
住宅」の普及に取り組んでいます。

　　 　岩手型住宅の要素を『形』にする取組を行っ
ている事業者又は事業グループを「岩手型住宅
賛同事業者」として募集しており、平成24年度
までの登録事業者数は54でした。今後も「岩手
型住宅」の更なる普及に取り組んでいきます。

　⑵　コンパクトシティ
　　 　県では、平成19年に策定した「岩手における
コンパクトな都市づくりの基本方針」に基づ
き、都市計画による土地利用の適正な誘導を図
りながら、都市機能が集積した持続可能で環境
負荷の小さいコンパクトなまちづくりを促進し
ています。

１　間伐等の適切な実施
　 　森林の有する公益的機能の維持・増進のため、
森林整備事業等の活用により伐採跡地への再造林
や間伐等を促進しています。

２　県産材活用、木質バイオマスの利用拡大
　 　二酸化炭素の排出削減を促進するため、県内の
豊富な森林資源を活用した県産材の利用拡大に取
り組んでいます。

第２節　森林等による二酸化炭素吸収源対策の推進

　 　公共施設・公共工事や住宅への県産材の活用を
促進するとともに、未利用木質資源の利用促進に
つながる木質バイオマスエネルギーの利用拡大
や、森林資源を活用した排出量取引等の普及啓発
に取り組んでいます。

　 　県産材の活用を促進するためには、需要者が求
める品質の確かな製品を安定的に供給する必要が
あることから、工務店や木材供給者による県産材
の供給体制整備に向けた支援を行っていきます。
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エネルギー
種　　　別

平成22年度
(基準)

平成23年度
(実績)

平成24年度
(実績)

平成32年度
(目標)

太陽光発電 35ＭＷ 44ＭＷ 63ＭＷ 140ＭＷ
風 力 発 電 67ＭＷ 67ＭＷ 67ＭＷ 575ＭＷ
地 熱 発 電 104ＭＷ 104ＭＷ 104ＭＷ 164ＭＷ
水 力 発 電 275ＭＷ 275ＭＷ 275ＭＷ 276ＭＷ
バイオマ発電 2ＭＷ 2ＭＷ 2ＭＷ 2ＭＷ

計 482ＭＷ 491ＭＷ 510ＭＷ 1,157ＭＷ

表1-1-3 　再生可能エネルギーによる電力自給率
平成22年度
（基準）

平成23年度
（実績）

平成24年度
（実績）

平成32年度
（目標）

再生可能エネルギー
による電力自給率 18.1％ 20.1％ 16.5％ 35.0％

※ 　端数処理の都合により、合計値が合わない場合がある。
※ 　再生可能エネルギー発電設備の導入量は増えているもの
の、猛暑による電力消費量の増加や水力発電量の減少などに
より、再生可能エネルギーによる電力自給率は低下してい
る。
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１　国際的な取組
　 　フロン類の一種であるクロロフルオロカーボン
（ＣＦＣ）が成層圏のオゾン層を破壊し、人類や
生態系に影響が及ぶことは、昭和49年（1974年）
に米国カリフォルニア大学のローランド教授とモ
リーナ教授によって発見されました。それをきっ
かけとして国際的にオゾン層破壊物質の生産及び
消費の削減によるオゾン層保護の取り組みが進め
られ、昭和60年（1985年）に「オゾン層保護のた
めのウィーン条約｣、昭和62年（1987年）に「オ
ゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議
定書」が採択され、国際的な合意のもとにフロン
等のオゾン層破壊物質の生産規制等が開始されま
した。これを受けて、先進国では、ＣＦＣが平成
８年（1996年）をもって全廃され、ハイドロク
ロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ）も平成32年
（2020年）までに全廃されることとなっていま
す。
　 　また、代替フロンであるハイドロフルオロカー
ボン（ＨＦＣ）については、オゾン層破壊物質で
ないものの、温室効果ガスであるため平成９年
（1997年）に「京都議定書」が採択され、先進国
における削減計画が策定されました。

２　日本の取組
　 　日本では、ウィーン条約及びモントリオール議
定書に批准し、昭和63年（1988年）に「特定物質
の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オ
ゾン層保護法)」を制定し、オゾン層破壊物質の
生産・消費の削減に向けて取り組み始めました。
　 　また、平成13年（2001年）に「特定家庭用機
器再商品化法（家電リサイクル法)｣、平成14年
（2002年に)「特定製品に係るフロン類の回収及
び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回
収・破壊法)｣、平成17年（2005年）に「使用済自
動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイク
ル法)」が施行され、ＣＦＣ、ＨＣＦＣ等のオゾ
ン層破壊物質の回収・破壊について法整備されま
した。さらに平成27年（2015年）４月１日にフロ
ン回収・破壊法が法改正され、法律の名称が「フ
ロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する
法律」として施行される予定です。

第３節　その他の温室効果ガス（フロン類）排出削減対策の推進

３　岩手県の取組
　 　本県では、平成９年（1997年）にフロン類の回
収推進のために県、関係団体を会員とする「岩手
県フロン回収等推進協議会」を発足し、情報交換
及びフロン回収・破壊の的確な推進に関する普
及・啓発活動を行っています。また、岩手県内で
のフロン類回収量は、表1-3のとおりです。

表1-3　岩手県内のフロン類回収量　種類別（kg)

Ⅱ
低
炭
素
社
会
の
構
築



－9－

第２章　循環型社会の形成

１　一般廃棄物
　 　岩手県のごみ排出量(※)は、平成23年度で449
千トン（対前年度：2,830トン、0.6%の増）であ
り、このうち家庭から排出された生活系ごみの排
出量は312千トン（対前年度：2,267トン、0.7%の
増)で、事業所から排出された事業系ごみの排出
量は137千トン（対前年度：563トン、0.4%の増）
でした。生活系ごみ、事業系ごみともに前年度か
ら増加しました。
　 　分別収集による資源化量は、60千トン（対前年
度：1,603トン、2.7%の増）となっています。資
源化量を除いた焼却処理量及び埋立処分量は360
千トン（対前年度：2,202トン、0.6％の増）であ
り、前年度から増加しました。
　 　なお、県では、廃棄物処理に伴う未利用エネル
ギーの有効活用や廃棄物処理コストの低減等を図
るため、平成11年３月に「岩手県ごみ処理広域化
計画」を策定し、県内を６ブロックに分け、ごみ
焼却施設の集約を促進しています。
　 　また、浄化槽汚泥の処理量は、年々増加傾向に
あり、平成23年度は前年度と比較して増加しまし
た。し尿の処理量は、公共下水道等の普及により
全体としては減少しています。

※ ごみ排出量とは、家庭から排出されるごみと事業所から排出
されるごみのうち、産業廃棄物以外のもので市町村が処理し
ているごみの量

第１節　廃棄物の発生抑制を第一とする３Ｒと適正処理の推進

　⑴　一人１日当たりごみ排出量
　　 　岩手県のごみ排出量は、平成18年度以降は減

少傾向にありましたが、平成23年度は増加に転
じ、平成23年度の一人１日当たりのごみ排出量
は、926グラムでした。

　　 　また、一人1日当たりの生活系ごみ排出量は
644グラムで、一人1日当りの事業系ごみ排出量
は282グラムでした。

図2-1-1 　ごみ排出量、焼却処理及び埋立処分量の
推移（単位：ｇ）

　⑵　循環資源のリサイクル
　　 　循環資源をリサイクルルートに乗せる行動と
して、容器包装リサイクル法に基づいて市町村
が実施している資源化への取組や子供会や自治
会などが行っている集団回収があります。

　　 　平成23年度の市町村による資源化量は60千ト
ン（対前年比2.7%の増）でした。集団回収量は
24千トンで近年はやや減少傾向にあります。

　　 　また、ごみ全体に占める資源化量と集団回収
量をあわせたリサイクル量の割合を表すリサイ
クル率は平成22年度と同じ、18.7%となってい
ます。

　　 　この他に、スーパーマーケット等を拠点とす
る資源回収があります。

図2-1-2　リサイクルの推移
　　　　　（一人１日当たりリサイクル量)

表2-1-1　全国との比較（平成23年度）

Ⅱ
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全国平均 本　県
一人１日当たり排出量 975ｇ 926ｇ

生活系ごみ 695ｇ 644ｇ
事業系ごみ 280ｇ 282ｇ

一人１日当たり処理量 766ｇ 743ｇ
リ サ イ ク ル 率 20.4％ 18.7％

※ 「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合
的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（環境省）
によるごみ排出量
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　⑶　一人１日当たりごみ処理量
　　 　市町村におけるごみ焼却量及び埋立処分量の
推移は 図2-１-1 で、平成23年度の一人１日当
たりの処理量は、743グラム（総量360千トン）
です。平成18年度以降は減少傾向にありました
が、平成23年度は前年度から0.6ポイント増加
しました。

　　 　地域における集団回収や市町村の資源化への
取組（図2-1-2）などにより、焼却・破砕等の
ごみ処理量が減少し、焼却灰などを埋める最終
処分場の残余年数が増加していきます。

　　 　また、ごみ処理に要する経費のうち、処理及
び維持管理に要した経費は、平成20年度以降増
加傾向にあります。

図2-1-3　ごみ処理費用の推移（年間一人当たり）

 
　⑷　エコショップ認定制度
　　 　県と市町村等及び環境関連ＮＰＯの協働によ
り、廃棄物の減量化・リサイクルの促進に積極
的に取り組む小売店等を「エコショップいわ
て｣「エコレストランいわて」として認定し、
ＰＲしています。

 

エコショップいわて認定プレート

２　産業廃棄物
　⑴　産業廃棄物の排出量
　　 　平成23年度における産業廃棄物の排出量
（家畜排せつ物367万トンを除く）は、年間約
226万トンとなっており、主な産業廃棄物は、
がれき類105万トン（46.5％)、汚泥81万トン
（35.8%）等となっています。

　　 　業種別で見ると、建設業111万トン、電気・
ガス・熱供給・水道業52万トン、製造業42万ト
ン等となっています。

　　 　本県における産業廃棄物排出量等の推移を見
ると、排出量及び最終処分量が増加に転じまし
た（図2-1-4)。県では、岩手県産業・地域ゼロ
エミッション推進事業等により、県内の事業者
等における産業廃棄物等の発生抑制やリサイク
ル、省資源化等の取組を促進・支援していま
す。

　⑵　産業廃棄物処理
　　 　産業廃棄物処理業者については、年々増加
傾向にあり、平成25年３月31日現在1,720業者
が許可を受けており、このうち1,540業者が収
集・運搬のみの業者です。

　　 　産業廃棄物の適正処理の推進のため、奥州市
に公共関与による産業廃棄物処理モデル施設で
あるいわてクリーンセンター（管理型最終処分
場、焼却施設。全国初の廃棄物処理センター指
定）を整備し、平成７年９月から稼動していま
す。

　　 　この施設は、公害対策や周辺環境の調和に十
分配慮し住民の信頼が得られ、かつ、産業廃棄
物処理水準向上への誘導指標、適正処理の受け
皿としての役割を担っています。

　　 　また、第Ⅱ期最終処分場が平成21年４月から
稼働しています｡（第Ⅰ期最終処分場は平成20
年度埋立終了｡）

　　 　さらに、本県２番目の廃棄物処理センターと
して、県北の九戸村にいわて第２クリーンセン
ターをPFI方式（独立採算）により整備し、平
成21年４月から稼動しています。

　　 　この施設は、産業廃棄物の自県内処理の促進
や循環型地域社会の形成等を目的に、特別管理
産業廃棄物の処理機能を備えています。

いわて第２クリーンセンター施設概要
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エコショップ等認定店舗数（累計)
（平成24年度末現在） 332店舗

いわて第 2クリーンセンター全景
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図2-1-4　産業廃棄物の排出状況等
 

表2-1-2　産業廃棄物処理業許可業者数
　　　　　　　　　　　　　　　（各年度末現在） 

表2-1-3　産業廃棄物処理施設設置状況
（平成25年３月31日現在)

表2-1-4　がれき類破砕施設の詳細

３　東日本大震災津波により発生したがれき処理
　 　平成24年度までに東日本大震災津波により発生
した災害廃棄物を処理した実績は約204万ｔであ
り、率にして38.9％でした。

　 　平成26年３月の処理期限に向けて、効果的かつ
効率的な災害廃棄物の処理を引き続き進めてまい
ります。
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処理対象 産業廃棄物、特別管理産業廃棄物

焼却施設 ロータリーキルン
+焼却ストーカ炉　80トン／日

溶融施設 表面溶融炉　13トン／日

年度 収集運搬 中間処理 収集運搬
中間処理

収集運搬最
終処分

18 1,203(165） 42(2） 116(6） 4(0）
19 1,257(190） 43(3） 113(8） 4(0）
20 1,302(211） 38(4） 122(4） 4(0）
21 1,350(215） 37(4） 123(5） 5(0）
22 1,360(217） 37(4） 120(5） 5(0）
23 1,456(224） 38(3） 122(5） 4(0）
24 1,540(221） 39(3） 120(5） 4(0）

年度 中間処理
最終処分

収集運搬
中間処理
最終処分

最終処分 計

18 0(1） 24(0） 3(0） 1,392(174）
19 0(1） 24(0） 2(0） 1,443(202）
20 2(1） 16(0） 2(0） 1,486(220）
21 2(1） 13(0） 2(0） 1,532(225）
22 2(1） 13(0） 2(0） 1,539(227）
23 2(1） 13(0） 2(0） 1,637(233）
24 2(1） 13(0） 2(0） 1,720(230）
注 ) (　) は特別管理産業廃棄物処理業者であり、内数
である。

施設の種類 総数 事業者 処理業者 公共 公共の区分
がない場合

中
間
処
理
施
設

汚 泥 の 脱 水 施 設 29 14 9 6 事業者とする

汚 泥 の 乾 燥 施 設 1 0 1 0 　

汚 泥 の 天 日 乾 燥 施 設 0 0 0 0 　

汚 泥 の 焼 却 施 設 9 1 7 1 処理業者とする

廃 油 の 油 水 分 離 施 設 1 0 1 0 　

廃 油 の 焼 却 施 設 7 0 6 1 処理業者とする

廃酸又は廃アルカリの中和施設 3 3 0 0 　

廃プラスチック類の破砕施設 21 0 19 2 事業 1、処理業1とする

がれき類等
の破砕施設

が れ き 130 0 130 0 　

木 く ず 82 2 79 1 事業者とする

廃プラスチックの類の焼却施設 9 0 8 1 処理業者とする

PCB 廃 棄物の焼却施設 0 0 0 0 　

産業廃棄物の焼却施設 15 2 11 2 処理業者とする

コンクリートの固形化施設 0 0 0 0 　

水銀含有汚泥のばい焼施設 0 0 0 0 　

シアン化合物の分解施設 3 3 0 0 　

PCB 廃 棄物の分解施設 0 0 0 0 　

PCB 廃 棄物の洗浄施設 0 0 0 0 　

（ 焼 却 施 設 の 実 数 ） 17 3 12 2 　

小　　　　計 310 25 271 14 　

最
終
処
分
場

遮断型最終処分場 0 0 0 0 　

安定型最終処分場 24 1 23 0 　

管理型最終処分場 7 1 4 2 事業 1、処理業1とする
小　　　　計 31 2 27 2 　

合　　　　計 341 27 298 16 　

　 総数 事業者 処理業者

がれき
移動専用 28 0 28
定 置 等 102 0 102
計 130 0 130

木くず
移動専用 23 0 23
定 置 等 59 3 56
計 82 3 79
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１　産業廃棄物
　 　平成11年度から県内に産業廃棄物適正処理指導
員（産廃Ｇメン）を配置し、廃棄物の不法投棄、
野焼き等の不適正処理の調査・指導や適正処理の
ための啓発を行っています。
　
表2-2-1　産廃Ｇメン配置状況

２　青森県境不法投棄事案
　⑴　事案の概要
　　 　平成12年５月、青森県の産業廃棄物処分業の
許可を得ていた八戸市の業者が青森・岩手県境
に大規模な不法投棄を行っていたことが明らか
になり、関係者が逮捕されました。

　　 　現場は、二戸市（16ha）と青森県田子町
（11ha）にまたがる原野（27ha）で、燃え
殻、汚泥、廃油、ＲＤＦ（可燃性廃棄物を圧縮
し固形燃料化したもの）様物等様々な廃棄物
が投棄されており、その量は両県で約151万ト
ン、うち岩手県側は約35万７千トン（平成25年
３月時点数量）と推定しています。

　　 　この不法投棄には埼玉県の産業廃棄物処理業
者も共謀しており、両法人及びその代表者は、
廃棄物処理法違反で有罪となりました。

　　 　県は、これら不法投棄を行った者に対し廃棄
物の撤去や汚染状況の調査を命ずるとともに、
当該法人の財産の仮差押えを行い、命令の履行
費用に充てさせました。

　⑵　行政代執行による原状回復対策
　　 　廃棄物の撤去は、本来不法投棄を行った者が
行うべきですが、既に破産又は清算中であるこ
とから、これらの者による原状回復は見込めな
い状況にあります。

　　 　一方、地域住民の健康被害を未然に防止し、
安心して暮らしていただくためには、廃棄物の
全量を早期に撤去することが必要です。

　　 　このため、県では、不法投棄を行った者に代
わり、国の財政支援を受けて廃棄物を撤去する
こととし、平成15年11月、撤去作業に着手しま
した。　

　　 　これまでに、周辺への汚染拡散の防止に万全
を期すため、キャッピング工事（埋立廃棄物を
覆う遮水シート設置）や環境モニタリング調査
を行ったほか、17年度からは現地に整備した廃
棄物選別施設を活用し、本格的に撤去を進めて
います。　

　　 　平成24年度末現在の撤去累計は約34万２千ト
ンで、廃棄物推定総量約35万７千トンに対し
95.8％の進捗となっており、平成25年度内に撤
去が完了する見込みです。　

第２節　廃棄物の不適正処理の防止等

　　 　汚染土壌については、平成19年度から、汚染
状況に応じて複数の浄化工法を組み合わせて実
施し、平成24年度までに概ね浄化が完了しまし
た。一方、汚染地下水については、新たに地下
水の環境基準項目に追加された物質（1,4-ジオ
キサン）の浄化を目的として、計画期間を５年
延長し、揚水等による浄化対策を講じることと
しています。

　　 　今後も、廃棄物の早期全量撤去に取り組むと
ともに、汚染地下水対策を講じながら、平成29
年度までに原状回復事業を終了することとして
います。

　⑶　不法投棄の行為者及び排出事業者等の責任追及
　　 　廃棄物の撤去等に要した費用については不法
投棄を行った者に求償していますが、破産又は
清算中であることから、納付されていないのが
現状です。このため、県では、不法投棄を行っ
た法人や元役員の財産の差押・換価により、
平成24年度末までに約9,600万円を回収しまし
た。

　　 　また、不法投棄を行った者に廃棄物の処理を
委託した排出事業者は約１万２千者に及ぶこと
が明らかになっていますが、このうち法令に違
反して処理を委託した疑いがある者に対しては
徹底した調査を行っており、その結果違反が明
らかな場合には、措置命令又は納付命令を行っ
ています。

　　 　平成24年度末までに措置命令又は納付命令を
行った者は26者ですが、この外に自主的に撤去
する旨を申し出た者が31者あり、これらを合計
すると約13,200トンの廃棄物が排出事業者等に
より撤去されることになります。これを金銭に
換算すると、約４億９千万円の公費負担が軽減
されることになります。

　　 　今後も、排出事業者に対する責任追及を徹底
的に行い、県民負担の軽減に努めます。

表2-2-2廃棄物年度別処分状況　　　　（単位：ｔ)

Ⅱ
循
環
型
社
会
の
形
成

年度 Ｈ 11 Ｈ 12 Ｈ 13 Ｈ 14 ～Ｈ 24
配置数 4名 6名 9名 11 名
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　本県は、県土面積1,528千ha、そのうち森林の占
める面積は1,180千haと、いずれも北海道に次いで
全国第２位の広さを有しています。また、陸中海岸
国立公園や十和田八幡平国立公園など、全国に誇り
うる優れた自然環境に恵まれています。
　植生自然度（表3-1-1）をみると、原生的自然域
の占める割合は10.9%で、全国17位、東北６位と植
生自然度がそれほど高くないという結果が出ていま
す。これは、主として北上高地において、放牧、炭
焼き等により山地が広範囲に利用されてきたため、
二次林の割合が高くなっていることによるもので
す。しかし、この二次的自然域も良好な自然域であ
り、これを合わせた自然域は77.5%で全国11位、東
北１位となり、本県は豊かな自然に恵まれていると
いえます。

表3-1-1　植生自然度 （全国・東北・岩手の比較)

　また、野生生物は、自然環境を構成する重要な要
素であり、その多様性が自然の豊かさを象徴するも
のですが、本県には、哺乳類180種のうち75種、鳥
類約700種のうち341種が生息しており、大型哺乳

第３章　自然共生社会の形成

第１節　豊かな自然との共生

類では、ツキノワグマや五葉山周辺を中心にホン
シュウジカが、また、鳥類では、環境省が作成した
「レッドデータブック」で絶滅危惧種のイヌワシ、
オジロワシ、クマタカなど多くの野生生物が生息し
ています。

表3-1-2 野生生物の種類（全国・岩手県)（単位：種)

　広大な県土に変化に富んだ地形と動植物相、自然
景観など、豊かで優れた自然に恵まれ、その環境も
概ね良好に保たれています。
　しかし、開発の進展とともに、身近な自然の保全
や野生生物の保護などが求められています。

区　　分 全　　国 岩　手　県

植 物 ※ 約 7,000 2,225 

哺 乳 類 180 75 

鳥 類 約 700 341 

は 虫 類 98 17 

両 生 類 62 17 

汽水・淡水魚類 約 400 76 

昆 虫 類 約 30,000 9,069 

陸・淡水産貝類 約 1,100 58 

クモ類・甲殻類等 4,200 1,350 

計 約 43,740 13,228 
出展：全国　　H24環境白書
　　　岩手県　岩手県野生生物目録（H13. 3）
　　　※維管束植物
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自
然
度

植　物　区　分
自然度別面積比率

(％）
全国 東北 岩手

1 市街地、造成地、裸地 5.8 4.0 2.1

2 畑地、水田等の耕作地、緑
の多い住宅地 21.1 20.7 20.2

3 果樹園、桑園、茶畑、苗圃
地等の樹園地 1.8 1.7 0.3

4 シバ群落等の背丈の低い草
原 2.1 2.8 1.5

5 ササ群落、ススキ群落等の
背丈の高い草原 1.5 1.0 1.4

6 針葉樹、常緑広葉樹等の植
林地 24.8 26.3 34.9

7 クリ - ミズナラ郡集クヌギ
－コナラ群集等の二次林 18.6 22.8 26.0

8 ブナ、ミズナラ再生林、シ
イ、カシ萌芽林 5.3 5.4 2.8

9 エゾマツ－トドマツ群集、
ブナ群集 17.9 14.3 10.4

10 高山ハイデ風衝草原、自然草原 1.1 0.9 0.5

計 　 100 100 100
資料:第５回自然環境保全基礎調査（環境省）
（平成５年度～平成10年度）
自然度１～３：生活環境域
自然度４～８：二次的自然域
自然度９～10：原生的自然域
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岩手県自然環境地図
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１　多様な自然の体系的な保全
　 　多様な自然の体系的な保全に向け、自然環境保
全基礎調査を実施しています。この調査は「緑の
国勢調査」とも言い、自然環境保全法に基づき、
自然環境の保全施策を推進するための基礎資料を
得ることを目的に、地形・地質、植物及び野生生
物等について、環境省により実施されている調査
です。
　 　これまで行ってきた調査結果は、本県の自然環
境保全対策を推進するうえで貴重な資料となるだ
けでなく、地域開発等のための診断図として各分
野で利用されています。

２　自然環境保全地域等の指定
　 　優れた自然環境、身近な自然環境の保全を図る
ため、自然環境保全法及び岩手県自然環境保全条
例に基づき指定した自然環境保全地域及び環境
緑地保全地域は、25地域、6,599haとなっていま
す。
　 　県内に14箇所指定されている自然環境保全地域
には、自然保護指導員各１名を配置し、保全地域
の巡視をするとともに、立入者に対し保全上必要
な指導を行っています。

表3-1-3　自然環境保全地域等の指定状況

３　大規模開発行為の届出
　 　本県の良好な自然環境を保全するため、自然環
境を破壊するおそれのある一定の規模以上の開発
行為に対して条例により届出を義務づけ、必要な
指導と助言を行っています。

４　生態系のかく乱防止
　 　外来生物法で規定されている特定外来生物（海
外起源の生物のうち、生態系、人の生命や身体、
農林水産物へ被害を及ぼすもの、もしくは被害を
及ぼすおそれがあるもの）について、どのような
生物が該当するか、また駆除の方法について情報
を提供しました。
　 　また、元々国内に生息していたが本県には居な
かった動植物について、目撃情報及び被害情報を
収集するとともに、生活環境や農林水産物への被
害防止について周知しました。
  
５　野生生物の保護対策の推進
　⑴　鳥獣保護区等の指定
　　 　野生鳥獣の保護繁殖及び狩猟の適正化を図る
ため、県では平成19～24年度を計画期間とする

第10次鳥獣保護事業計画により、各種施策を実
施しました。

　　①　鳥獣保護区
　　　 　鳥獣保護区は、野生鳥獣の保護繁殖に適し

ている区域を定め、鳥獣の捕獲を禁止して鳥
獣の保護繁殖を図るものです。指定に当たっ
ては、農林水産業の関係者及び市町村等関係機
関との調整を十分に図りながら行っています｡

　　　 　平成24年度においては、年度内に指定期
限が到来する鳥獣保護区25箇所中24箇所の
指定期間を更新し、鳥獣保護区は142箇所
145,466haとなりました｡（表3-1-4）

　　　 　なお、鳥獣保護区の区域で特に鳥獣の生息
環境の優れた区域を指定する特別保護地区
は、15箇所8,822haとなっています。

表3-1-4　鳥獣保護区の状況　　　　　（単位：ha)

　　②　休猟区
　　　 　可猟地域における狩猟鳥獣の適正な回復を

図るため、その減少傾向や繁殖適地を考慮し
ながら休猟区を指定しています（指定期間２
年間)。

　　　 　なお、休猟区は鳥獣保護区と同様に鳥獣の
捕獲が禁止されています。

　　　 　平成24年度においては、指定期限が到来
する60箇所144,123haに代えて、新たに12か
所28,694haを指定しました。この結果、休猟
区は、12箇所28,694haとなっています｡（表
3-1-5）

表3-1-5　休猟区の状況　　　　　　 （単位：ha)

　　③　特定猟具使用禁止区域
　　　 　特定猟具の使用による危険の予防又は静穏

の保持のために特定猟具使用禁止区域を指定
しています。

　　　 　特定猟具使用禁止区域は、狩猟者と住民の
接する機会が多いと予想される地域、見通し
が悪く事故発生の危険が高い地域を指定して
います。特定猟具には、銃器及びわなの２つ
がありますが、本県では、現在まで銃器の使
用禁止区域のみを指定しています。

　　　 　平成24年度においては、24箇所29,320haを

年度

区分

H20 H21 H22 H23 H24

箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積

現 計 142 145,078 142 145,333 143 146,535 143 146,535 142 145,466
新設･
拡大 2 1,719 1 255 1 1,255 0 0 0 0

更 新 16 17,171 10 29,441 11 12,916 6 3,555 24 14,261

継 続 124 126,188 131 115,637 131 132,364 137 142,980 118 131,205

区　分 箇所数 面積(ha)
県土に占
める割合
（％）

備　考

自然環境
保全地域 14 4,956 0.3

国指定の２
箇所含み環境緑地

保全地域 11 1,643 0.1

Ⅱ
自
然
共
生
社
会
の
形
成

年度

区分

H20 H21 H22 H23 H24

箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積

現計 105 235,312 83 183,617 60 144,123 60 144,123 12 28,694

新設 51 108,957 37 83,048 23 61,022 0 0 0 0

継続 54 126,355 46 100,569 37 83,101 60 144,123 12 28,694
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指定しました。この結果、特定猟具使用禁止
区域は、195箇所83,426haとなっています。
（表3-1-6）

表3-1-6　特定猟具使用禁止区域の状況（単位：ha)

　　④　猟区
　　　 　狩猟鳥獣の捕獲の調整と狩猟の適正化を図

るため、市町村等で猟区を設定しています。
県内の猟区の設定状況は表3-1-7のとおりです｡

表3-1-7　猟区の状況　　　　　　　　（単位：ha)

　　⑤　指定猟法禁止区域
　　　 　狩猟可能な地域で水鳥の飛来が見られる地

域のうち、水鳥の飛来が多く、狩猟者が多
いなどの花巻・北上、胆沢・前沢、一関の
1,827haを平成17年11月から鉛製散弾を使用
する猟法を禁止する指定猟法禁止区域に設定
しています。

　⑵　野生動物の実態把握のための調査
　　①　ガンカモ科鳥類の生息調査
　　　 　住民の関心の高いハクチョウなどガンカモ

科の、鳥類の渡来状況を１月に一斉調査しま
した。調査結果は表3-1-8のとおりです。

　　②　ニホンジカの生息調査
　　　 　五葉山地域の生息数を把握するため、平成

４年度、平成８年度、平成11年度、平成18年
度及び平成24年度の計５回にわたってヘリコ
プターからの目視による調査を実施しました｡

　　　 　また、定点における生息密度調査や冬季の
シカの採食状況を調べる植生（ササ）調査を
毎年実施しています。

表3-1-8　過去５年の渡来数の推移　　（単位：羽)
白鳥の渡来（北上市大堤公園)

白鳥の渡来（北上市大堤公園)

　⑶　野生鳥獣の保護管理
　　①　シカ保護管理対策
　　　 　五葉山地域に生息するニホンジカは、近年

の暖冬傾向や北上高地に点在する牧場等の草
地環境により生息域が県内全域に拡大してい
ます。また、五葉山地域においては里ジカに
よる農林業被害が恒常的に発生しており、五
葉山以外の地域においても被害が増加傾向に
あるなど、個体群の適切な管理と農林業被害
の低減が緊急の課題となっています。

　　　 　このため、県では平成19年11月に策定した
第三次シカ保護管理計画に基づき、関係部局
等が連携して保護管理、被害防止等の総合的
な対策を実施しました。

　　②　ツキノワグマ保護管理対策
　　　 　平成18年度にツキノワグマの生息数調査を

実施し、県内の生息数を、およそ1,720頭と
推計しました。この推定生息数を基に、ツキ
ノワグマ地域個体群の長期にわたる安定的な
維持並びに人身被害の防止及び農林業被害の
軽減を図り、人とツキノワグマとの共存を図
ることを目的に、平成19年３月に策定した第
２次ツキノワグマ保護管理計画に基づき、個
体数管理や生息環境の整備、被害防除対策な
どの総合的な対策を実施しました。

　　③　ニホンカモシカ保護管理対策
　　　 　平成15年度にカモシカの生息状況を調査

した結果、生息密度は平均2.76頭/㎞２でし
た。（調査地域は７市町村、計26箇所)

　　　 　これを基に、カモシカ地域個体群の安定的
な維持と農林業被害の軽減を図り、人とカモ
シカとの共存を図ることを目的として、個体
数調整の実施を含む第２次カモシカ保護管理
計画を平成19年３月に策定し、個体数管理や
生息環境の管理、被害防除対策などの総合的
な対策を実施しました。

　　④　幼傷病鳥獣の救護
　　　 　近年、幼傷病鳥獣の保護収容件数は年間

500件前後で推移していますが、保護につい
て住民からの問い合わせが依然多くありま
す。（表3-1-9）

　　　 　その要因としては、鳥獣保護思想の高揚及
び野生鳥獣の生息域と人間の生活域との接近
が考えられます。

区分

年度
ハクチョウ類 ガン類

カモ類
合計

コガモカルガモオシドリマガモ その他 計

H20 3,723 304 1,448 8,446 24 7,247 20,964 38,129 42,156

H21 5,199 890 2,427 7,861 37 5,221 17,276 32,822 38,911

H22 3,876 213 2,655 6,263 25 3,025 12,013 23,981 28,070

H23 3,786 404 2,043 7,419 13 4,241 9,352 23,068 27,258

H24 3,907 910 1,603 5,538 36 3,430 9,001 19,608 24,425

（基準日は毎回１月中旬）

Ⅱ
自
然
共
生
社
会
の
形
成

年度

区分

H20 H21 H22 H23 H24

箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積

現計 209 84,476 205 84,654 203 85,445 203 85,445 195 85,445

新設 24 3,115 19 9,259 21 3,711 0 0 24 29,320

継続 185 81,361 186 75,395 182 81,734 203 85,446 171 54,106

年度

区分

H20 H21 H22 H23 H24

箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積

現計 3 26,692 3 26,692 3 26,692 3 26,692 2 21,487

再設定 － － － － － － － － － －

継続 3 26,692 3 26,692 3 26,692 3 26,692 2 21,487
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　　　 　このことから、雛や幼獣を傷病鳥獣と誤認
して保護することがないように普及啓発を図
るとともに、鳥獣保護センターにおける幼傷
病鳥獣の救護に加え、獣医師会との連携のも
と県内の開業獣医師による救護も実施してい
ます。

　　　 　平成24年度の救護実績は、416件であり、
ハクチョウなどの鳥類が265件、タヌキなど
の獣類が151件となっています。

表3-1-9　幼傷病鳥獣の年度別保護件数の推移

　　⑤　有害鳥獣捕獲
　　　 　鳥獣が農作物に被害を与える場合、生活環

境若しくは自然環境を悪化させる場合、又は
それらのおそれがある場合には、都道府県知
事等の許可を受けて有害鳥獣を捕獲すること
ができます。

　　　 　知事権限に係る許可事務は広域振興局長に
委任しているほか、平成９年度からカラス等
の鳥類10種、ノウサギ等の獣類５種につい
て、全ての市町村長に許可権限を移譲してい
ます。

　　　 　また、平成18年度からはニホンジカ・アナ
グマ・ハクビシン・カワウの４種について希
望する市町村長に許可権限を移譲していま
す。

　　　 　また、有害鳥獣捕獲は、被害状況を調査の
うえ、目的を達成するために必要な許可をす
ることとしています。(表3-1-10)

　　⑥　狩猟の適正化
　　　ア　狩猟者登録
　　　　 　狩猟をしようとする者は、狩猟免許のほ

か入猟する県の登録を受けなければならな
いこととされています。

　　　　 　平成24年度中に本県に登録した狩猟者
は県内者が1,900人、県外者が645人、合
計2,545人で、ここ数年、県内者、県外者
とも、狩猟者は減少傾向にあります｡（表
3-1-11）

　　　　 　県外からの登録は、東北及び関東地方の
狩猟者がほとんどで、登録者が多い県は、
第一種銃猟登録者で、青森県152人、宮城
県115人、埼玉県70人、福島県55人などと
なっています。

表3-1-10　有害鳥獣捕獲の目的による鳥獣の捕獲数

表3-1-11　狩猟者登録の状況

年度
区分 H20 H21 H22 H23 H24

鳥類
鳥獣保護センター 139 181 183 169 95
振 興 局 等 234 239 189 203 170

獣類
鳥獣保護センター 25 32 41 37 23
振 興 局 等 53 69 87 103 128

計 451 521 500 512 416
(注   ）鳥獣保護センターの欄には、振興局等で保護し、鳥獣
保護センターに運搬したものを含む。

年度
区分

捕 獲 数
H22 H23 H24

鳥

類

許可証交付数 135 157 146
カ モ 類 1,997 1,795 1,824
カ ラ ス 類 13,380 11,445 12,656
ス ズ メ 類 749 450 386
キ ジ バ ト 411 341 514
ド バ ト 43 73 38
ヒ ヨ ド リ 495 438 498
ム ク ド リ 290 269 438
カ ワ ウ 363 303 194
そ の 他 340 354 250
鳥 類 計 18,068 15,468 16,798

獣

類

許可証交付数 478 429 429
ク マ 161 103 289
シ カ 376 743 1,341
キ ツ ネ 38 24 49
タ ヌ キ 121 78 130
ノ ウ サ ギ 152 32 0
ノ ネ コ 54 25 23
ノ イ ヌ 5 5 0
ハ ク ビ シ ン 509 396 476
そ の 他 55 23 19
獣 類 計 1,471 1,429 2,327

合　　　計 19,539 16,897 19,125

Ⅱ
自
然
共
生
社
会
の
形
成

区分 種類
登 録 者 数

H22 H23 H24

県内者

網 猟 8 9 10
わ な 猟 191 193 204
第一種銃猟 1,909 1,739 1,670
第二種銃猟 22 14 16

計 2,130 1,955 1,900

県外者

網 猟 1 1 2
わ な 猟 14 11 10
第一種銃猟 730 674 631
第二種銃猟 3 3 2

計 748 689 645

合計

網 猟 9 10 12
わ な 猟 205 204 214
第一種銃猟 2,639 2,413 2,301
第二種銃猟 25 17 18

計 2,878 2,644 2,545
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表3-1-12　狩猟による狩猟鳥獣の捕獲数の推移

　　　イ　狩猟事故防止対策
　　　　 　狩猟者登録証の交付時に事故防止研修会

を実施し、狩猟者の資質の向上に努めると
ともに、広報や報道機関を通じて事故の未
然防止を呼びかけました。

　　　ウ　狩猟取締り
　　　　 　狩猟関係法令違反の取締り及び事故防止

のため、平成24年度においては、自然保護
課及び広域振興局等の職員を特別司法警察
員（24名)、立入検査職員にそれぞれ任命
しました。

　　　　 　また、警察官、鳥獣保護員（75名）及び
猟友会の狩猟指導員（75名）とともに狩猟
取締りパトロール隊を編成して、正しい狩猟
の指導と違反及び事故の防止に努めました｡

　　　エ　キジ・ヤマドリの放鳥
　　　　 　キジ及びヤマドリは本県を代表する狩猟

鳥ですが、捕獲数が減少し生息域の減少が
懸念されることから、平成24年度にはキジ
300羽を休猟区等に放鳥しました。

６ 　希少野生動植物の保護
の推進
　⑴ 　いわてレッドデータ
ブックの作成

　　 　絶滅のおそれがある
など保護上重要な野生
生物の種をリストアッ
プし、それらの生息状
況等を取りまとめたも
のを一般にレッドデー

タブックといいますが、国では平成３年度に
レッドデータブックを作成・公表し、これまで
改訂版を発刊するとともに、改訂版発刊後、４
次に渡るレッドリストの見直しを行っています｡

　　 　国レベルのレッドデータブックでは、県単位
の生息・生育情報は得られるものの、県内の分
布の詳細や県における絶滅危惧度合いの情報は
得られがたいため、本県の野生生物保護対策を
進めるための基礎資料として、平成９年度から
４ヵ年計画で、いわてレッドデータブックの作
成を行い、平成13年３月に発行しました。

　　 　平成19年度から、平成25年度中の改訂版発刊
に向けて、いわてレッドデータブックの改訂作
業を進めています。

　⑵　希少野生動植物保護対策
　　 　平成14年12月に「岩手県希少野生動植物の保
護に関する条例」に基づき指定した、指定希少
野生動植物16種、特定希少野生動植物10種の監
視や保護対策を実施しています｡（表3-1-13）

表3-1-13　希少野生動植物

①指定希少野生動植物
　（捕獲、採取等を禁止する種）
　 ハヤチネウスユキソウ、ナンブトラノオ、
ナンブトウウチソウ、トチナイソウ、ヒメ
コザクラ、ナンブイヌナズナ、チシマツガ
ザクラ、エゾノツガザクラ、チシマギキョ
ウ、ゴヨウザンヨウラク、チシマウスバス
ミレ、ホソバノシバナ、リシリシノブ、ゲ
イビゼキショウ、ゴマシジミ、イワテセダ
カオサムシ

②特定希少野生動植物 （流通を監視する種）
　 ハヤチネウスユキソウ、ナンブトラノオ、
ナンブトウウチソウ、トチナイソウ、ヒメ
コザクラ、ナンブイヌナズナ、チシマツガ
ザクラ、エゾノツガザクラ、チシマギキョ
ウ、リシリシノブ

ハヤチネウスユキソウ

７　関係機関との自然環境の保全及び自然保護活動
　 　自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関
係機関、ボランティアとの連携・協働により、パ
トロールやキャンペーン、利用者のマナー指導等
を実施しました。

Ⅱ
自
然
共
生
社
会
の
形
成

年度
区分

捕 獲 数
H22 H23 H24

鳥

類

キ ジ 4,461 3,030 3,244
ヤ マ ド リ 4,304 3,301 3,579
カ モ 類 5,269 5,265 4,375
カ ラ ス 類 907 1,021 1,013
ス ズ メ 類 1,114 1,250 1,557
キ ジ バ ト 226 198 150
ヒ ヨ ド リ 219 108 190
そ の 他 16 13 12
鳥 類 計 16,516 14,186 14,120

獣

類

ク マ 51 66 61
シ カ 1,797 1,160 2,899
キ ツ ネ 126 97 105
タ ヌ キ 184 167 156
ノ ウ サ ギ 600 511 479
テ ン 69 30 47
ハ ク ビ シ ン 45 16 14
そ の 他 8 16 11
獣 類 計 2,880 2,063 3,772

合　　　計 19,396 16,249 17,892
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１　自然公園の適正な利用の増進
　⑴　自然公園の指定
　　 　本県には、陸中海岸、十和田八幡平の２つの
国立公園と栗駒、早池峰の２つの国定公園があ
ります。また、花巻温泉郷、久慈平庭、外山早
坂高原、湯田温泉峡、折爪馬仙峡、五葉山、室
根高原の７つの県立自然公園があります。

　　 　本県の自然公園面積は、国立公園が29,247ha
（県土面積の1.9%)、国定公園が20,038ha（同
1.3%)、県立自然公園22,817ha（1.5%）となっ
ています。その総面積は72,102haで県土面積
1,527,886haの4.7%を占めています｡（表3-2-1）

表3-2-1　自然公園の地種別区分面積
（平成24年度末現在）

　⑵　自然公園の保護と管理
　　①　開発行為等の規制・許認可
　　　 　自然公園内における風致景観を保護するた

め、自然公園内に特別地域、特別保護地区
（国立公園、国定公園)を指定しています。
こうした地区内の風致景観を損なうおそれの
ある行為は、環境大臣又は知事の許可が義務
付けられています。また、普通地域において
も一定の改変行為については環境大臣又は知
事への届出が必要とされています。

　　②　管理・啓発・ボランティア活動
　　　 　平成24年度は自然公園内の主要な地区に自

然公園保護管理員を配置し、公園管理や啓発
指導に努めました。

　　　 　また、県内の国定・県立自然公園、自然環
境保全地域で活動するグリーンボランティア
を登録し、利用者へのマナーの普及啓発に努
めています。

　　　 　一方、国においては自然公園指導員を委嘱
し、国立公園及び国定公園において、自然の
紹介、解説案内などの活動を行っています。

　　③　指定動物の選定
　　　 　県立自然公園内での捕獲を規制する動物を

選定する検討委員会を開催し、現地調査と指
定種の検討を行いました。

　　④　早池峰地域の総合的保全対策
　　　 　早池峰地域では、登山ブーム等による入込

み数の増加に伴い、その人為的影響などで、
登山道周辺の高山植物の踏み荒らしや盗採、

第２節　自然とのふれあいの促進

山頂避難小屋のし尿処理、登山車両による道
路交通混雑等の問題が提起されていることか
ら「早地峰クリーン＆グリーンキャンペー
ン」を実施し、登山者に対するマナーガイド
の配布や携帯トイレの販売等を行っていま
す。

　　　 　また、利用最盛期の車両交通混雑緩和対策
として、６月第２日曜日～８月第１日曜日の
土日祝日に一般車両の通行を規制し、シャト
ルバスを運行しています。

　⑶　自然公園等の施設整備
　　 　自然公園の施設整備は、公園計画に基づき整
備されており、平成24年度は、国庫補助事業及
び県単独事業を活用し、整備を行いました。

　　 　整備の内容は、自然公園の適正な利用増進と
自然保護思想の普及・啓発のための、登山道及
びビジターセンターなどとなっています。

２　森林公園等の整備
　 　多様な森林の中で豊かな感性と心を育てるとと
もに、森林、自然とのふれあいや、さまざまな体
験ができる魅力ある森林づくりの一環として、森
林公園（５箇所）と緑化センターを設置していま
す。

表3-2-2　森林公園等の概要

３　県内の温泉の状況
　 　平成25年３月31日現在における県内の温泉地は
175地域となっています。

　 　また、温度では42℃（高温泉）以上が全体の約
６割以上を占めております。

　 　宿泊施設は、約200施設で年間約300万人が保健
休養の場として利用しています。

区分
公園面積 特別保護地 区 比率 特別地域 比率 普通地域 比率

（ha） （ha） （％） （ha） （％） （ha） （％）

国立公園 29,247 2,398 8.2 24,974 85.4 1,875 6.4

国定公園 20,038 945 4.7 19,093 95.3 － －

県 立 然
公 園 22,817 － － 20,638 90.5 2,179 9.5

計 72,102 占有面積＝ 72,102/1,527,886 ≒ 4.7％

名　称 所在地 面積(ha) 主な施設

県 民 の 森 八幡平市 360
森林ふれあい学習館「フォ
レストⅠ」、木材工芸セン
ター、キャンプ場、野鳥等
観察施設

滝沢森林公園 滝 沢 村 60 野鳥観察の森「ネイチャーセンター」

千貫石　〃 金ケ崎町 975 もりの学び舎、炭焼施設、野鳥等観察施設

大窪山　〃 大船渡市 576 もりの学び舎、野鳥等観察施設

折爪岳　〃 二 戸 市 461 もりの学び舎、野鳥等観察施設

緑化センター 奥 州 市 5 見本庭園、樹木園、林業展示館
計 2,437
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１　森林計画
　 　森林計画制度は、森林資源の保続培養と森林生
産力の増大を図り、木材等林産物の供給、国土の
保全等森林の有する公益的機能の発揮を長期的に
広域的見地から確保するため、森林・林業の基本
的方向を明らかにするとともに、森林施策の指針
等を明らかにするものとして森林法に規定されて
います。
　 　地域森林計画は、県内を５つの森林計画区に区
分し、その計画区分の５年ごと、10年を１期とす
る計画で水源涵（かん）養、山地災害防止・土壌
保全、快適環境形成、保健文化、木材等生産の各
機能の森林施業の基本的方向、伐採・造林等の森
林施業の標準的な方法等を定めています。
　 　平成 24年度は、北上川中流森林計画区
203,185haについて、平成25年度から平成34年度
までを計画期間とする地域森林計画を策定しまし
た。
　 　また、同地域内の該当市町村において、この地
域森林計画に適合した市町村森林整備計画が策定
され、間伐の実施等の森林整備を推進していま
す。

表3-3-1　森林計画区別の計画期間・民有林面積

２　林地開発許可
　 　森林の無秩序な開発を規制し、その適切な利用
を確保することを目的に、昭和49年に森林法の一
部が改正され､「林地開発許可制度」が施行され
ました。
　 　この制度は、地域森林計画の対象となっている
民有林において、１haを超える開発行為を行う
場合は知事の許可を受けなければならないという
ことを定めたものであり、この制度の対象になら
ない国及び地方公共団体等が行う開発行為につい
ても本制度の趣旨に沿って知事と連絡調整を行う
こととされています。
　 　なお、本県では、昭和50年から平成24年度ま
でに、1,618件､8,056haの林地開発の許可並びに
1,008件、9,552haの連絡調整を行っています。

第３節　森林、農地、海岸の環境保全機能の向上

表3-3-2　林地開発許可・連絡調整の実績

３　森林・農地の被害対策
　⑴　松くい虫被害
　　 　アカマツは、本県林業の主要樹種として位置
づけられており、本被害の拡大は本県の森林に
とって大きな問題となっています。

　　 　昭和54年に一関市などで初めて被害が確認さ
れて以来、被害が増大し、平成15年度には過去
最大の被害量約５万４千㎥となりました。その
後、減少しましたが、平成20年度には再び増加
し、平成21年度以降は４万㎥前後で推移してい
ます｡（図3-3-1）

　　 　被害防止対策としては、被害木の伐倒駆除
（伐倒焼却、薬剤によるくん蒸)、予防散布
（薬剤の空中散布、地上散布）をはじめ、地域
の実態に応じた各種の被害対策事業を実施して
います。

　　 　また、本県は松くい虫被害の先端地域にある
ことから、被害地域と未被害地域の境界に幅２
～７㎞の松くい虫被害防除監視帯（総延長326
㎞）を設置し、徹底した監視と感染源となる枯
損木の除去などを行い、未被害地域への被害の
拡大防止に努めています。

図3-3-1　松くい虫被害量の推移　

表3-3-3　松くい虫被害市町村数の推移

森　林
計画区

馬淵川
上　流

久慈・
閉伊川

大槌・
気仙川

北上川
上　流

北上川
中　流

計　画
期　間 H21～H30 H24～H33 H22～H31 H23～H32 H25～H34

民有林
面　積 134,732ha 241,315ha 102,513ha 102,212ha 203,185ha

年度区分 S50～H19 20 21 22 23 24 計

許　　可
件 1,567 13 9 8 9 12 1,618

ha 7,864 48 30 35 33 46 8,056

連絡調整
件 950 7 7 7 4 33 1,008

ha 9,178 35 101 25 20 193 9,552

計
件 2,517 20 16 15 13 45 2,626

ha 17,042 83 131 60 53 239 17,608

年度区分 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

被害市町村数 23 23 11 11 11 11 11 15 13 12
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　⑵　シカ被害
　　 　ニホンジカによる農林業被害は、生息域の拡
大や個体数の増加により拡大しています。

 　　（表3-3-4、3-3-5）
　　 　関係各部局において被害対策を実施していま
すが、農業関係では、田畑周囲への防護柵等の
設置や緊急捕獲、林業関係では、林木への忌避
剤散布及び防護柵の設置などへの支援を行って
います。

表3-3-4　農作物被害発生状況

表3-3-5　森林被害発生状況

４　中山間地域等直接支払制度の推進
　 　農用地は、農業生産活動を通じて、国土の保
全、水源のかん養等の多面的機能を発揮していま
すが、農業生産条件が不利な中山間地域等では、
耕作放棄される農用地の増加が懸念されていま
す。
　 　このため、中山間地域等において、農業生産活
動を通じて、耕作放棄地の発生を防止し、多面的
機能を維持・増進する観点から、県民の理解の下
に､「中山間地域等直接支払交付金」を交付する
制度が、平成12年度から実施され、本県では、
平成24年度現在31市町村で、1,189協定が締結さ
れ、交付対象面積は22,719haと、全国第３位の実
施状況となっています。

５　森林整備地域活動支援交付金制度の推進
　 　近年、林業採算性の悪化等による林業生産活動
の停滞や、森林所有者の高齢化、不在村化等を背
景として、適時適切な森林施業の実施に不可欠な
森林の現況の把握、歩道の整備等の地域活動が十
分に行われなくなっています。この結果、間伐等
の森林施業が十分に行われない人工林が発生する
など、このままでは県土の保全、水源のかん養、
地球温暖化の防止等、森林の有する多面的機能の
発揮に支障をきたすおそれがあります。
　 　このため、森林の有する多面的機能が十分に発
揮されるよう適切な森林整備を推進する観点か
ら、平成14年度から森林所有者等に対して森林整
備地域活動支援交付金を交付し、計画的かつ一体
的な森林施業の実施に不可欠な地域活動の確保を
図っています。

６　保安林の適正な管理
　 　森林の持っている、水資源のかん養、国土・生
活環境の保全、保健休養の場の提供など、公益的
機能の維持増進が期待される重要な森林を、森林
法に基づいて「保安林」に指定しています。

　 　保安林には、その指定の目的により、水源かん
養、土砂流出防備、土砂崩壊防備、潮害防備、干
害防備、なだれ防止、魚つき、保健など17種類が
あります。

　 　本県では、地域森林計画に基づき、保安林の指
定を計画的に進めており、平成24年度末の保安
林面積は、国有林、民有林合わせて約474千haと
なり、本県の森林面積に対して40.3%の配備率と
なっています。

　 　保安林においては、伐採や土地の形質の変更な
どを制限する一方、その機能を失わない範囲で許
可しています。また、違法行為を未然に防ぐた
め、森林・原野などで作業を予定している方に
は、事前に広域振興局等の林務担当部に保安林で
ないことの確認をお願いするなど、その適正な維
持管理に努めています。

図3-3-2　本県の保安林（平成24年度末）　

７　地域協働による農地等の保全活動の促進
　 　農村地域においては、農業者の減少・高齢化や
非農家との混住化の進行により、農地や農業用水
などの地域資源を農業者だけで保全管理していく
ことが困難となってきています。

　 　このため、農地や農業用水などが持つ水源かん
養や環境保全等の多面的機能の維持・増進の観点
から､「農地・水保全管理支払交付金」による活
動や「アドプト活動※」など、農業者と地域住民
等との協働による取組の拡大を促進しています。
　 　本県では、平成24年度末現在､「農地・水保全
管理支払交付金」による共同活動が526組織で、
また､「アドプト活動」は183協定が締結され、活

年度
区分 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

被害区域面積
（ha） 202 152 117 64 75 105 93 144 45 38

被害実面積
（ha） 38 30 22 13 23 28 17 36 13 13

年度
区分

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

被害面積
(ha) 167.58 147.86 232.21 297.03 127.21 138.2 1733.9 519.9 491.3

※ 518.3 1,032

※ 　平成 22 年度は、東日本大震災津波により被害把握のできなかった大船渡市、陸前
高田市、大槌町を除く面積。
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動が全県で展開されています。

※ 　アドプト活動：地域（自治会・団体・学校など）や企
業などと、施設管理者との間で「アドプト協定」を締結
し、協働の力で基幹的農業水利施設などの保全管理を行
う取組
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１　環境大気
　 　大気汚染物質は、ぜん息などの健康被害を引き
起こすことから、人の健康を保護する上で維持さ
れることが望ましい基準として環境基準が定めら
れています｡（表4-1-1）

表4-1-1　大気環境基準

　 　県及び盛岡市では、県内の大気環境の環境基準
の達成状況を把握するため、10市１町１村の15局
で常時監視を実施しています。
　○　一般環境大気測定局
　　 　大気汚染状況を常時監視するための10市１町
１村の13局（盛岡市・滝沢村・紫波町・花巻
市・北上市・奥州市・一関市・大船渡市・釜石
市・宮古市・久慈市・二戸市） 

　○　自動車排出ガス測定局
　　 　自動車の走行による大気汚染のための２市の
２局（盛岡市・一関市）

第４章　安全で安心できる環境の確保

第１節　大気環境の保全

　 　環境大気の状況は、光化学オキシダント及び微
小粒子状物質（PM2.5）を除き環境基準を達成し
ており、年平均値はほぼ横ばいで推移しています｡
　 　なお、大気汚染の関連指標であるばい煙発生施
設数及び自動車保有台数については、ここ数年横
ばいで推移しています｡（図4-1-1）

　⑴　大気汚染状況常時監視測定
　　ア　二酸化窒素
　　　 　10市１町１村の全14測定局で環境基準を達

成しました。
　　　 　10年間継続して測定している局の年平均値

は一般環境大気（７測定局）では0.008ppm
で、減少傾向にあります｡（図4-1-2）

Ⅱ
安
全
で
安
心
で
き
る
環
境
の
確
保

汚染物質 環境基準 主な発生原因 人の健康への主
な影響

二酸化硫黄
（SO2）

１時間値の１日平均値
が0.04ppm以下、かつ、
１時間値が 0.1ppm 以
下

石油・石炭などの
化石燃料に伴って
発生

のどや肺を刺激
し、気管支炎や
上気道炎などを
起こす

一酸化炭素
（CO）

１時間値の１日平均値
が 10ppm以下、かつ、
１時間値の８時間平均
値が 20ppm以下

不完全燃焼に伴っ
て発生（主に自動
車排出ガス）

血液中のヘモグ
ロビンと結びつ
き、神経系に影
響する

浮　　　遊
粒子状物質
（SPM）

１時間値の１日平
均値が 0.10mg/ ㎥ 以
下、かつ、１時間値が
0.20mg/㎥以下

工場などからのば
いじん、粉じん、
ディーゼル黒煙及
び自然起源

肺胞へ沈着し、
気管支炎や上気
道炎などを起こ
す

二酸化窒素
（NO2）

１時間値の１日平均
値 が 0.04ppm か ら
0.06ppmまでのゾーン
内又はそれ以下

燃焼に伴って発生
（工場・事業場及
び自動車などの移
動発生源）

のどや肺を刺激
し、気管支炎や
上気道炎などを
起こす

光　化　学
オキシダント
（Oｘ）

１時間値が 0.06ppm
以下であること

窒素酸化物と炭化
水素類の光化学反
応によって２次的
に発生

目・のどなどを、
強く刺激する

微　　　小
粒子状物質
（PM2.5）

１年平均値が 15 μ g/
㎥以下、かつ、１日平
均値が 35 μ g/㎥以下

燃料の燃焼（一次
生成）、光化学反
応（二次生成）な
ど

肺の奥まで入
り、ぜん息、肺
がん及び不整脈
などを起こす

※大気汚染の環境基準による評価
環境基準による大気汚染の状況の評価については、次のとおり取り扱うこととされています。
１　短期的評価（二酸化窒素を除く｡）
　⑴  　二酸化硫黄、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、一酸化炭素
　　　測定を行った日についての１時間値の１日平均値若しくは８時間平均値又は１時間値を環境基準と比較して評価を行う｡
２　長期的評価
　⑴　二酸化窒素
　　　１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて98%に当たる値を環境基準と比較して評価する。
　⑵　浮遊粒子状物質、二酸化硫黄、一酸化炭素
　　 　１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い方から数えて２%の範囲にある測定値を除外した後の最高値を
環境基準と比較して評価する。ただし、１日平均値の環境基準を超える日が２日以上連続した場合には、非達成とする。

　⑶　微小粒子状物質（PM2.5）
　　　⑴と同様に評価するほか、１年平均値を長期基準と比較し、その両者の基準を満たした場合に達成とする。
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　　イ　浮遊粒子状物質
　　　 　７市１村の全10測定局で１日平均値の環境

基準を達成しました。10年間継続して測定し
ている局の年平均値は、一般環境大気（８測
定局）では0.016/㎥、自動車排出ガス（盛岡
市上田局）では0.015㎎/㎥でした｡（図4-1-3)

　
　　ウ　二酸化硫黄
　　　 　７市１村の全８測定局で環境基準を達成

しました。10年継続して測定している局の
年平均値は一般環境大気（６測定局）では
0.001ppmでした｡（図4-1-4）

　　エ　光化学オキシダント
　　　 　５市の５測定局全てで環境基準不達成（表

4-1-2）でしたが、光化学オキシダント注意
報の発令はありませんでした。

　　　 　全測定局の昼間の１時間値の年平均値は
0.031ppmで、年平均値が最近10年間を見る
と上昇傾向で推移しています｡（図4-1-2）

表4-1-2 昼間の１時間値が環境基準値を超過した日数及び時間数

　　オ　一酸化炭素
　　　 　盛岡市の自動車排出ガス測定局１局では、

昭和49年度の開局以降、長期的及び短期的評
価の環境基準値を達成しています。

　　カ　微小粒子状物質（PM2.5）
　　　 　平成21年９月に新たに環境基準が告示さ

れ、平成22年度から平成24年度にかけて５市
１村に全７測定局を順次整備しました。

　　　 　平成24年度は２市２測定局（盛岡市上田
局、一関市竹山町局）で環境基準は達成しま
せんでしたが、注意喚起の実施はありません
でした。

　　　 　今後は、常時監視とともに成分の分析を行
い、原因等について調査を進めます。

　⑵　有害大気汚染物質
　　 　平成８年５月に大気汚染防止法が改正され、
新たに有害大気汚染物質の調査を実施すること
になり、平成９年10月から県と盛岡市は、モニ
タリングを開始しました。

　　 　環境基準が定められているテトラクロロエチ
レン、トリクロロエチレン、ジクロロメタン及
びベンゼンは、全ての地点において環境基準値
以下でした｡（図4-1-6）

盛岡市
津志田

北上市
芳　町

奥州市
水　沢

一関市
竹山町

宮古市
横　町

超 過 日 数 15 27 22 21 22

超過時間数 42 113 109 78 93
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２　酸性雨
　 　欧州や北米では、森林や農作物に被害を与えた
り、湖沼や河川を酸性化させたりするなど、国境
を越えて大きな国際問題になっています。国内で
は、環境省（旧環境庁）が、昭和58年度から酸性
雨対策調査を開始し、全国の多くの地点で欧米並
みのpH４台の酸性雨を認め、平成６年３月には
雫石町網張地区に国設八幡平酸性雨測定所を設置
して管理及び調査を県に委託しています。
　 　このほかに、県では、独自に昭和59年度から酸
性雨の実態を調査しており、昭和63年度に現在の
ろ過式採取装置による週間降水の測定を開始しま
した。平成21年度に４地点（盛岡市、一関市、宮
古市、二戸市）で調査した結果、酸性化の指標で
あるpH等は、環境省が平成21年に公表した「酸
性雨長期モニタリング結果報告書」における2003
～2007年度の全国地点別平均値よりも弱い酸性度
で推移しています。
　⑴　降水のpH
　　 　平成24年度の県内各地点の年平均値は、5.0
（盛岡市4.7、一関市5.0、宮古市5.3、二戸市
5.0）と全国の平均値4.77（平成23年度）よりも
酸性度が弱く、人為的な汚染のない南極氷床コ
アによる過去2000年の推定平均値5.37より若干
酸性度が強くなっています。

　⑵　降水のイオン成分の濃度及び湿性沈着量
　　 　降水の酸性化の原因とされるイオン成分の量
（沈着量）は、平成24年度、nss-so42-（非海塩由来
の硫酸イオン）が40meq/㎡､NO3-が27meq/㎡
でした。重さで表記すると、１平方メートル当
たり１年間に硫酸1.9gと硝酸1.7gに相当する量が
降ったことになります。硫酸に対する硝酸の割
合を示すN/S比は、0.66でした｡

３　大気汚染物質の発生源の規制及び指導
　⑴　法律・条例による規制の概要
　　 　大気汚染防止法（以下「法」という｡）及び

県民の健康で快適な生活を確保するための環境
の保全に関する条例（以下「条例」という｡）
では、ばい煙及び粉じんについて大気汚染物質
の排出が規制されています。

　　 　なお、盛岡市は、地方自治法に基づく中核市
となった平成20年４月１日から、大気汚染防止
法に係る規制事務が委任されています。

　　ア　硫黄酸化物
　　　 　硫黄酸化物の排出基準は、ばい煙発生施設

ごとに、排出口の高さに応じて許容限度を定
めるＫ値規制方式がとられています。

　　　 　また、本県では、盛岡市（旧都南村及び旧
玉山村の地域を除く｡)、宮古市（旧田老町、
旧新里村及び旧川井村の地域を除く）及び釜
石市が14.5、その他の地域が17.5です。

　　イ　ばいじん
　　　 　ばいじんの排出基準は、ばい煙発生施設の

種類及び規模ごとに、排ガス中に含まれるば

いじん量で全国一律の基準として定められて
います。また、条例では、廃棄物焼却炉及び
オガライトの製造の用に供する乾燥炉につい
て規制を行っています。

　　ウ　有害物質
　　　 　有害物質の排出基準は、ばい煙発生施設の

種類ごとに、カドミウム及びその化合物、塩
素及び塩化水素、ふっ素、ふっ化水素及び
ふっ化珪素、鉛及びその化合物、窒素酸化物
の５物質について定められています。

　　エ　粉じん
　　　 　アスベスト等の人の健康に係る被害を生ず

るおそれのある物質を「特定粉じん｣、それ
以外の粉じんを「一般粉じん」として区別し
ています。

　　　 　一般粉じんについては、一般粉じん発生施
設の種類ごとに集じん機、散水設備、防じん
カバーの設置等の構造、使用及び管理に関する
基準が、法及び条例により定められています｡

　　　 　特定粉じんについては、工場又は事業場の
敷地境界における大気中のアスベスト濃度に
ついて規制基準が定められています。また、
特定粉じんを排出又は飛散する建築物その他
の工作物の解体、改造、補修作業について、
作業基準が定められています。

　　オ　揮発性有機化合物（VOC）
　　　 　VOCの排出基準は、VOC排出施設の種類ご

とに、排ガス中に含まれるVOCの炭素換算濃
度で全国一律の基準として定められています｡

表4-1-5　ばい煙発生施設の設置状況
（平成25年３月31日現在）

施設名 計 届出
施設

電気工
作　物

ガス工
作　物

鉱 山 に
係る施設

大
気
汚
染
防
止
法

延事業所数 1,714 1,404 306 2 2

ば
い
煙

１ボイラー 2,492 2,489 3 － －
２ガス発生炉･加熱炉 2 － － 2 －
３焙焼炉・焼結炉 1 1 － － －
５溶解炉 30 30 － － －
６金属加熱炉 24 24 － － －
７石油加熱炉 3 3 － － －
９焼成炉 16 15 － － 1
10反応炉 2 2 － － －
11乾燥炉 94 93 － － 1
13廃棄物焼却炉 69 69 － － －
21肥料等製造用施設 5 5 － － －
23トリポリ燐酸ナトリウム製造施設 1 1 － － －
29ガスタービン 87 1 85 1 －
30ディーゼル機関 348 22 326 － －
31ガス機関 7 － 6 1 －

計 3,181 2,755 420 4 2

条
例

事業所数 38

ば
い
煙

１廃棄物焼却炉 47
２オガライト乾燥炉 0

計 47
1　施設名は法施行令別表第１及び条例施行規則別表第１による
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　⑵　施設の設置状況
　　 　一定規模以上のばい煙発生施設や粉じん発生
施設は、大気汚染物質の発生源として、排出基
準等が適用され、設置や変更に当たっては知事
への事前届出が義務付けられており、その届出
状況は次のとおりでした。

　　ア　ばい煙発生施設
　　　 　平成24年度末の施設の設置状況は、表

4-1-5のとおりです。法対象施設は、1,714事
業所の3,181施設でした。ボイラーが2,492施
設（78%）と最も多く、次いでディーゼル機
関348施設（11%)、乾燥炉及びガスタービン
87施設（2.7%)、でした。

　　イ　粉じん発生施設
　　　 　平成24年度末の施設の設置状況は、表

4-1-6のとおりです。法対象一般粉じん発生
施設は、258事業所の1,535施設でした。コン
ベアが759施設（49%）を占め、次いで破砕
機・摩砕機が361施設（24%）でした。

　　　 　なお、特定粉じん発生施設は設置されてい
ません。

　　ウ　VOC排出施設
　　　 　平成24年度末の施設の設置状況は、表

4-1-7のとおりです。法対象施設は、９事
業所の24施設でした。塗装施設が９施設
（38%）と最も多く、次いで乾燥施設（印刷
回路用銅張積層板等の製造）７施設（29%）
でした。

表4-1-6　粉じん発生施設の設置状況
　　（平成25年３月31日現在）

表4-1-7　VOC排出施設の設置状況
（平成25年3月31日現在）

　⑶　立入検査の実施状況
　　 　法及び条例に基づき、表4-1-8のとおり立入
検査を実施しました。ばい煙関係177事業所618
施設、粉じん関係９事業所109施設でした。

　　 　また、ばい煙量等の測定を表4-1-9及び表
4-1-10のとおり実施し、ばい煙量等は21事業所
21施設でした。その他の施設では自主測定記録
の確認により検査を実施した結果、排出基準を
超過していた施設は認められませんでした。施
設の使用管理の不備に対する改善命令や警告等
の行政処分は、該当がありませんでした。

表4-1-8　工場・事業場の立入検査実施状況
（平成24年度）

表4-1-9　ばい煙測定の実施状況及び措置状況

施設名 計 届出
施設

電　気
工作物

鉱 山 に
係る施設

大
気
汚
染
防
止
法

事業所数   258   228   1   29

一
般
粉
じ
ん

２堆積場数   250   218   2   30

３コンベア   759   737   1   21

４破砕機・摩砕機   361   347   1   13

５ふるい   165   154 －   11

計  1 535  1 456   4   75

条
例
粉
じ
ん

事業所数   591   591

１堆積場   89   89

２破砕機・摩砕機   113   113

３ふるい   177   177

４打綿機   253   253

５切断機施設等  1 231  1 231

計  1 863  1 863

１ 　施設名は法施行令別表第２及び条例施行規則別表第２
による。

２　ガス工作物に係る施設は該当なし。

区分
事業所数 施設数
県 盛岡市 県 盛岡市

大
気
汚
染
防
止
法

ばい煙
対　　象 1,257 309 2,548 508
実施件数 123 26 543 40

一 般
粉じん

対　　象 240 25 1,336 193
実施件数 7 0 65 0

VOC
対　　象 8 1 24 1
実施件数 2 0 6 0

条
例

ばい煙
対　　象 35 3 44 3
実施件数 1 0 2 0

粉じん
対　　象 571 20 1,766 97
実施件数 1 0 5 0

区分 事業
所数

施設
数

測定項目数 基準
超過
件数SＯｘ ＮＯｘ ばい

じん ＨＣＩ

大気汚染
防止法

県 20 20 20 20 20 0 0

盛岡市 1 1 1 1 0 1 0

条 例
県 0 0 0 0 0 0 0

盛岡市 0 0 0 0 0 0 0

計 21 21 21 21 　20 　1 0
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施設名 届出
施設

大
気
汚
染
防
止
法

事業所数 9

V
O
C

２塗装施設 9
３乾燥施設（塗装の用に供する） 4
４ 乾燥施設（印刷回路用銅張積層板、粘着テー
プ等の製造における接着の用に供する ) 7

５乾燥施設（接着の用に供する） 1
９貯蔵タンク 4

計 25
１　施設名は法施行令別表第１の２による。
２　ガス工作物、電気工作物、鉱山に係る施設は該当し。
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表4-1-10　VOC測定の実施状況及び措置状況
（平成24年度)

４　アスベスト対策
　⑴　特定粉じん排出等作業
　　 　平成24年度に届出がなされた特定粉じん排出
等作業の実施件数は64件（うち盛岡市は10件）
でした。

　　 　また、法に基づく特定粉じん排出等作業に係
る立入検査の実施件数は65件（うち盛岡市は９
件）でした。作業基準その他アスベストの飛散
防止対策について確認を行った結果、基準に違
反している施設は認められませんでした。

　⑵　石綿健康被害者の救済
　　 　県では、石綿健康被害者の迅速な救済を図る
ため､「石綿による健康被害の救済に関する法
律」に基づき、救済給付に充てるための石綿健
康被害救済基金に対し資金を拠出しています。

　　 　この救済給付制度により、平成24年度末まで
に、県内において認定を受けて医療費等の支給
を受けている件数は12件、特別遺族弔慰金等の
支給を受けた件数は44件でした。

　
５　高速交通による騒音・振動
　⑴　高速自動車道
　　 　平成24年度において、東北自動車道におけ
る自動車騒音の実態を把握するため、沿線市
町村の41地点で調査を実施した結果、36地点
（97%）で環境基準を達成しており、昨年度と
同等でした｡（表4-1-11）

　　 　高速自動車道に係る公害については、沿線各
県「東北・上越・北陸新幹線、高速自動車道公
害対策10県協議会｣（昭和53年１月設置）を組
織し、公害対策の検討、情報交換を行うととも
に、平成24年度も遮音壁適切な公害防止対策の
実施を東日本高速道路株式会社に要望しまし
た。

　　 　設置等の騒音防止対策の推進について要望し
ました。

　　 　また、本県独自でも岩手県高速交通公害対策
連絡協議会（昭和62年２月設置）を組織し、平
成23年度の測定結果を基に環境基準を上回って
いる地点への早急な騒音防止対策の実施につい
て、東日本高速道路株式会社東北支社に要望し
ています。

表4-1-11 　高速自動車騒音にかかる環境基準の達
成状況（平成24年度）

　⑵　新幹線鉄道
　　 　本県では、沿線住民の生活環境保全のため、
一関市から盛岡市（車両基地まで）間の沿線区
域について、東北新幹線鉄道開業前の昭和52年
９月に「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」の地
域指定を行いました。

　　 　さらに、盛岡・八戸間開業前の平成10年３月
には、盛岡市から二戸市までの沿線区域につい
て、地域指定を行いました。

　　 　騒音・振動の測定については、従前から沿線
市町村と共に行っています。平成24年度は、騒
音について29箇所、延べ71地点において調査を
実施しました。騒音の環境基準の達成率は、
12.5m地点で62%、25m地点で74%、50m地点で
91%、100m地点で100%となっており、昨年度
に比べ良化しています｡（表4-1-12）　振動に
ついては、22箇所22地点全てが「環境保全上緊
急を要する新幹線鉄道振動対策」の指針値70デ
シベルを下回っています。

表4-1-12 　新幹線鉄道騒音環境基準の達成状況
（平成24年度)　（参考）23年度の達成率

　　 　新幹線鉄道に係る公害についても、高速自動
車道の場合と同じ組織を通じて適切な公害防止
対策の実施を東日本旅客鉄道株式会社に要望し
ています。平成24年度も沿線住民の良好な生活
環境の保全を図るため「新幹線鉄道騒音に係る
環境基準」の維持達成について要望しました。

　⑶　航空機
　　 　花巻空港は、昭和39年２月に第３種空港とし
て供用開始され、同年４月開港、その後、平成
６年度には中型ジェット機の就航に向け、滑走
路のかさ上げ工事が行われ、平成７年４月から
中型ジェット機が就航し平成17年３月には滑走
路が500m延長され、2,500m滑走路が供用開始
されました。

区分 事業所数 施設数 基準超過
件　　数

大気汚染防止法
県 3 3 0

盛岡市 0 0 0
計 3 3 0

地域の
種　類

測　定
地点数

達　成
地点数

時間帯別達成地点数 達成率
（%）

（参考）
23 年度
達成率昼間 夜間

A類型 2 1 2 1 50 100
B 類型 1 1 1 1 100 100
C 類型 4 4 4 4 100 100
無指定 34 32 33 31 94 97
計 41 38 40 37 93 97

軌　　道
中心から
の 距 離

測定地点数 達成地点数 達成率 (%) H23 達成率
（%）

Ⅰ Ⅱ 計 Ⅰ Ⅱ 計 Ⅰ Ⅱ 計 Ⅰ Ⅱ 計

12.5m 6 7 13 1 7 8 17 100 62 50 100 70

25.0m 12 15 27 7 13 20 58 87 74 58 75 67

50.0m 12 11 23 10 11 21 83 100 91 64 89 75

100.0m 3 5 8 3 5 8 100 100 100 100 100 100
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　　 　本県では、同空港周辺地域の生活環境を保全
するため、ジェット機の就航に先立ち、昭和58
年２月に花巻市及び石鳥谷町の同空港周辺地域
について「航空機騒音に係る環境基準」の地域
指定を行い、ジェット機就航後の昭和60年10月
には地域指定の変更を行いました。

　　 　昭和60年度以降、地域の北端及び南端付近に
おいて測定を実施しています。

　　 　昭和63年度からは、札幌への臨時便の運行に
伴う騒音の状況を把握するため、４地点を追加
し測定を行いました。平成24年度の測定結果は
表4-1-13のとおりであり、騒音レベルはN1、
S1及びS2地点では昨年度より低下、N2、N3及
びS3地点は上昇しています。

表4-1-13　花巻空港航空機騒音調査結果
（平成24年度）

６　騒音・振動の発生源の規制及び指導
　⑴　規制地域の指定
　　 　騒音規制法・振動規制法では、騒音・振動を
防止して住民の生活環境を保全する地域を知事
が指定し、この指定地域内の工場・事業場にお
ける事業活動と建設工事に伴って発生する騒
音・振動について必要な規制を行うとともに、
自動車から発生する騒音についての許容限度も
定められています。また市町村長は、道路交通
に起因する自動車騒音と振動について措置を要
請できることとされています。

　　 　県民の健康で快適な生活を確保するための環
境の保全に関する条例では、工場・事業場の騒
音について騒音規制法の規制対象外の７種10施
設に対し必要な規制を行っています。

　　 　県は、法又は条例に基づき、騒音について
は、昭和47年度以降、振動については、昭和52
年度以降、順次、地域の実態に応じ規制地域の
指定を行っています。

　　 　なお、騒音規制法及び条例に基づく騒音規制
地域並びに振動規制法に基づく振動規制地域の
指定状況は表4-1-14、4-1-15のとおりです。

表4-1-14　騒音規制地域の指定状況

表4-1-15　振動規制地域の指定状況

７　悪臭
　⑴　規制地域の指定・規制基準の設定
　　 　法律による悪臭の規制は、昭和46年６月に公
布され昭和47年５月に施行された悪臭防止法に
よって行われています。悪臭物質として規制さ
れているものは、現在、アンモニア、メチルメ
ルカプタン、硫化水素、硫化メチル、トリメチ
ルアミンなど22種類の物質です。なお、平成７
年４月に排出水中における悪臭物質の規制基準
が適用されました。　

　　 　また、平成８年４月１日からは人の嗅覚で判
定する嗅覚測定法にる臭気指数規制が法律でも
実施できることとなりました。悪臭防止法で
は、知事が悪臭を防止して住民の生活環境を保
全する地域を指定するとともに、政令の範囲内
で規制基準の設定を行うこととしています。

　　 　県内では、法に基づいて昭和48年度以降地域
の実情に応じ規制地域の指定を行われ、現在９
市町において規制地域が指定され、うち６市町
が悪臭物質の濃度による規制を、３市が臭気指

　　数による規制を行っています。
　　 　また、平成５年８月に花巻市が、平成５年12
月に江刺市（現奥州市）が嗅覚測定法を導入し
た悪臭公害防止条例を制定し、肥料工場等から

地点
番号 測定地点 地域の

類　型
調査結果 (単位：WECPNL）

春季 夏季 秋季 冬季 通年

Ｎ1 花巻市石鳥谷町西中島第３地割 － 63.0 － － － 63.0

Ｎ2 花巻市石鳥谷町西中島第１地割 － 62.6 － － － 62.6

Ｎ3 花巻市石鳥谷町小森林第５地割 Ⅰ 59.9 59.7 60.1 58.2 59.5

Ｓ1 花巻市下似内第８地割 － 59.2 － － － 59.2

Ｓ2 花巻市上似内第６地割 － 49.1 － － － 49.1

Ｓ3 花巻市下似内第４地割 Ⅰ 59.7 58.9 60.4 49.3 58.6

指定(告示)
年月日

施　行
年月日 市　町　村　名

S48. 3.30 S48. 4. 1
盛岡市（旧告示45.2.27）、釜石市、宮古市、
一関市、奥州市、花巻市（以上旧告示
46.2.26）、大船渡市、久慈市、遠野市

 48.10.30 48.11. 1 滝沢村、矢巾町、金ケ崎町、平泉町、大槌町、野田村
49. 3.18 49. 4. 1 北上市、二戸市
49.12.14 50. 1. 1 岩泉町
53. 3.10 53. 4. 1 山田町
54. 3.16 54. 4. 1 岩手町
55. 3.14 55. 4. 1 雫石町、一戸町
62. 3.13 62. 4. 1 紫波町
H 5. 3.23 H 5. 4. 1 八幡平市

計 12市10町２村
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指定(告示)
年月日

施　行
年月日 市　町　村　名

S53. 3.10 S53. 4. 1 盛岡市、宮古市、大船渡市、奥州市、花巻市、北上市、一関市、釜石市

54. 3.16 54. 4. 1 二戸市、久慈市、遠野市、矢巾町、金ケ崎町、平泉町、滝沢村

55. 3.14 55. 4. 1 岩手町、大槌町、山田町、岩泉町、野田村
56. 3.13 56. 4. 1 雫石町、一戸町
62. 3.13 62. 4. 1 紫波町
H 5. 3.23 H 5. 4. 1 八幡平市

計 12市10町２村
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の悪臭を規制しています。
　⑵　悪臭防止の指導
　　 　平成12年４月から悪臭防止法の規制及び測定
に関する事務は市町村の自治事務となっていま
す。また、規制地域の内外で継続して苦情が発
生している事業場がある場合には、市町村の要
望に応じて県が助言・指導を行っています。

一口メモ　悪　臭　物　質
　200万種類以上あるといわれる化合物や元素の
うちで、においを持つものは約40万種類におよ
ぶ多種多様のものがあり、特に問題となるもの
は窒素化合物、硫黄化合物の中に多くあります｡
　法令による規制は、悪臭のうち測定可能な
個々の原因物質について濃度で規制する方式と
複合された悪臭を規制するため人の臭覚で判定
する臭覚測定法（官能試験法）による規制方式
をとっていますが、一部の自治体では嗅覚測定
法による規制を公害防止条例などで実施してい
ます｡
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第２節　水環境の保全

１　公共用水域
　 　水質汚濁防止法の規定に基づき作成した「平成
24年度公共用水域水質測定計画」により、県内の
127河川、９湖沼及び11海域の計147の公共用水域
（ただし、環境基準当てはめ水域は、河川93、湖
沼９、海域11）において、国土交通省40地点、岩
手県192地点、盛岡市16地点の計247地点で水質測
定を実施しました。
　 （東日本大震災津波の影響により、海域４水域に
ついては、調査不能）
　 　なお、達成状況は巻末に資料として示していま
す。
　⑴　水質の概況
　　ア　健康項目
　　　　（人の健康の保護に関する環境基準）
　　　 　健康項目の環境基準は、カドミウム等27項

目について、全水域一律に基準が適用されて
おり、基準達成・非達成の評価は全シアンに
ついては最高値、その他の項目については年
間平均値で行うこととされています。

　　　 　平成24年度の環境基準の達成状況は表
4-2-1のとおりで、全247地点のうち92地点で
測定を行い、環境基準を超過した地点はあり
ませんでした。

　　イ　生活環境項目
　　　　（生活環境の保全に関する環境基準）
　　　 　生活環境項目の環境基準は、pH、BODな

ど10項目について、水域ごとに環境基準類型
が当てはめられており、その類型で定められ
ている基準値がその水域に適用されます。本
県においては、116水域（河川92、湖沼９、
海域15）において環境基準の類型が当てはめ
られており、基準の厳しい（きれいな水であ
る）AA類型又はA類型が97%を占めていま
す。

　　　 　平成24年度は、水質汚濁の代表的指標であ
るBOD（河川）又はCOD（湖沼及び海域）
の環境基準の達成率が96.3%で、平成23年度
の97.3%を1.0ポイント下回りました。

　　　 　また、富栄養化の指標である全燐の環境基
準を当てはめている６湖沼（網取ダム貯水池
など)、同様に全窒素及び全燐の環境基準を
当てはめている６海域（宮古湾など）の計12
水域については、豊沢ダム貯水池において全
燐が環境基準を超過し、環境基準の達成率は
91.7%と、平成23年度の91.7%と同じでした。

　　　 　なお、水生生物の保全の指標である全亜
鉛の環境基準を当てはめている79水域（河
川70、湖沼９）については、達成率は100%
と、平成23年度の100%と同じでした。

表4-2-1 　｢人の健康の保護に関する環境基準」の達
成状況

項　　　目
平成 24 年度 平成 23 年度
調　査
地点数

基準超過
地 点 数

調査地
点　数

基準超過
地 点 数

カドミウム
工場の下流､
鉱床地帯等
で測定

43 0 39 0

全 シ ア ン 工場の下流等で測定 23 0 23 0

鉛
工場の下流、
鉱床地帯等
で測定

45 0 44 0

六価クロム 工場の下流等で測定 27 0 24 0

砒 素
工場の下流、
鉱床地帯等
で測定

50 0 48 0

総 水 銀
工場の下流、
鉱床地帯等
で測定

37 0 33 0

アルキル水銀 工場の下流等で測定 24 0 18 0

Ｐ Ｃ Ｂ 工場の下流等で測定 18 0 14 0

ジ ク ロ ロ
メ タ ン

有機塩素化
合物
工場の下流
等で測定

52 0 51 0

四塩化炭素 52 0 51 0

1，2－ジクロロ
エ タ ン 52 0 51 0

1，1 －ジクロロ
エ チ レ ン 52 0 51 0

シス－ 1，2－ジクロロ
エ チ レ ン 52 0 51 0

1，1，1 －トリクロロ
エ タ ン 52 0 51 0

1，1，2 －トリクロロ
エ タ ン 52 0 51 0

トリクロロ
エ チ レ ン 52 0 51 0

テトラクロロ
エ チ レ ン 52 0 51 0

１，３－ジクロ
ロプロペン

農薬
農業地帯、
ゴルフ場の
下流で測定

32 0 28 0

チ ウ ラ ム 34 0 30 0

シ マ ジ ン 32 0 28 0

チオベンカルブ 32 0 28 0

ベ ン ゼ ン 工場の下流等で測定 28 0 25 0

セ レ ン 主要河川で測定 28 0 21 0

硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素

主要河川で
測定 27 0 30 0

ふ っ 素 工場の下流等で測定 25 0 25 0

ほ う 素 主要河川で測定 37 0 37 0

１,４－ジオキサン 工場の下流等で測定 17 0 17 0

計 実数
92 0 実数

94 0

備考 ）複数項目の調査を行う地点があるため調査地点の計は各項
目の地点数の合計とはならない。
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表4-2-2　BOD（又はCOD）の環境基準の達成状況

表4-2-3　全窒素・全燐の環境基準の達成状況

表4-2-4　全亜鉛の環境基準の達成状況

　　ウ　要監視項目
　　　 　要監視項目は、人の健康の保護に関連する

物質で、環境中の検出状況から健康項目と
なっていませんが、知見の集積に努めるべき
とされているもので、クロロホルム等28項目
あり、このうち26項目について指針値が定め
られています。

　　　 　平成24年度は、指針値を超過したのは全マ
ンガンの１地点のみでした。

図4-2-1　BOD(又はCOD)の環境基準達成の経年変化

類型

河川 湖沼 海域 全水域
当ては
める水
域数

達成水
域数

当ては
める水
域数

達成水
域数

当ては
める水
域数

達成水
域数

当ては
める水
域数

達成水
域数

AA 28 27 1 0 － － 29 27

Ａ （61)58 58 8 6 11 11 77 75

Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｃ 3 3 0 0 0 0 3 3

計 （92)89 88 9 6 11 11 109 105

達成率 98.9％ 66.7％ 100％ 96.3％

備考１ ）平成20年度までに類型当てはめされた水域を対象としています｡
備考２ ）（　）書きは、全当てはめ水域ですが、北上川⑷、馬淵川上流

及び新井田川上流の３水域は、環境基準点が他県にあるため達成
率の算出から除いてあります。

類型
湖沼 海域 全水域

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

Ⅰ 0 0 0 0 0 0

Ⅱ 3 2 6 6 9 8

Ⅲ 3 3 0 0 3 3

Ⅳ 0 0 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0 0 0

計 6 5 6 6 12 11

達成率 83.3% 100% 91.7%

備考１ ）平成20年度までに類型当てはめされた水域を対象とし
ています。

備考２ ）全窒素・全燐ともに環境基準を満足している場合に、
達成水域としました。

類型
河川 湖沼 全水域

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

当てはめ
水 域 数

達　成
水域数

生物 特A

生 物 A 70 70 9 9 79 79

計 70 70 9 9 79 79

達成率 100% 100% 100%

備考１ ）平成22年度3月に類型当てはめされた水域を対象としてい
ます。

BOD・CODの環境基準に対する適合性の評価方
法について
　BOD・CODについては、環境基準点で測定
されたデータ（日間平均値）の年間データのう
ち、75%以上のデータが基準値を満足することに
より環境基準を達成しているとみなします。
　なお、複数の環境基準点を有する水域におけ
る評価については、すべての環境基準において
基準値を満足している場合に、達成とみなしま
す。

窒素・燐の環境基準に対する適合性の評価方法
について
　窒素・燐については、環境基準点で測定され
たデータ（表暦）の年間平均値が基準値を満足
することにより環境基準を達成しているとみな
します。
　なお、複数の環境基準点を有する水域におけ
る評価については、湖沼については全ての環境
基準点において基準値を満足している場合、海
域については年間平均値を、当該水域内の全て
の基準点について平均した値が基準値を満足し
ている場合に、達成とみなします。

全亜鉛の環境基準に対する適合性の評価方法に
ついて
　全亜鉛については、環境基準点で測定された
データ（日間平均値）の年間平均値が基準値を
満足することにより環境基準を達成していると
みなします。
　なお、複数の環境基準点を有する水域におけ
る評価については、当該水域内の全ての環境基
準点において基準値を満足している場合に、達
成とみなします。
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表4-2-5　要監視項目の測定結果

　⑵　水域区分ごとの水質状況
　　ア　河川
　　　ア　北上川流域
　　　　 　北上川は、流路延長249km、流域面積

10,150k㎡を有し、本県内陸部を縦断して
宮城県で太平洋に注ぐ、我が国第４位の流
域面積をもつ河川です。岩手県に属する区
域は、流路延長176km、流域中心部で比較
的広い平野となっています。

　　　　 　主な支流は、上流部では奥羽山脈から赤
川、松川、雫石川、また、北上山地から丹
藤川、中津川があります。旧松尾鉱山のそ
ばを流れる赤川は、同鉱山から強酸性の坑
内水や浸透水が排出され、以前はかなり汚
濁されていましたが、国や県の各種対策

により水質は年々改善されています｡（図
4-2-2、表4-2-6）北上川、雫石川、中津川
の合流点に位置している盛岡市は人口約30
万人の県内最大の都市ですが、各河川には
鮭がそ上し、白鳥を始めとする多くの水鳥が
飛来するなど良好な水環境を保っています｡

　　　　 　中流域から下流域にかけては、北上
川支流のなかで最大の流域面積（954.5k
㎡）をもつ猿ヶ石川、最大の流路延長
（75.3km）を持つ和賀川や稗貫川、豊沢
川、胆沢川、磐井川、砂鉄川など多くの支
流が流入しています。これらは、西の奥羽
山脈又は東の北上高地を源とし、いずれも
岩手の穀倉地帯を潤すとともに、ここに住
む人々の生活に欠かせない上水道にも利用
されるほか、恵まれた自然景観や、イワナ
やヤマメ、アユなどの川の幸をもたらして
います。また、本流沿いに立地する工業地
帯へは質量ともに恵まれた工業用水を供給
しています。

　　　　 　環境基準の類型指定については、AA類
型が６水域、A類型が37水域、C類型が２
水域となっており、全水域で環境基準を達
成しました。

　　　　 　また、人口集中地域からの生活排水や工
場排水による都市内中小河川の汚濁につい
ては改善方向にあります。

　　　　 　本流域には、岩手県全人口の70%以上
が住み、その流域面積は岩手県全面積
15,275k㎡のうち約50%（約7,860k㎡）を占
めることから、盛岡市、花巻市、北上市、
奥州市を含む12市町村を対象とした北上川
上流流域下水道事業や一関市と平泉町を対
象とした磐井川流域下水道事業の整備が進
められているほか、多くの下水道事業が計
画、実施されています。さらに、下水道事
業のほか合併処理浄化槽の普及や生活排水
対策実践活動の推進に力を注ぎ、水質汚濁
防止対策を住民レベルから押し進めている
市町村が多く出てきています。

図4-2-2　北上川流域の水質の経年変化
　　　　　　　　　　　　　（pH、年間平均）

項　　　目 調査地点数 検出地点数 指針値超過地点数出
ク ロ ロ ホ ル ム

有機塩素化合物
工場の下流等で
測定

12 0 0
トランス－ 1，2－
ジクロロエチレン 11 0 0

１ , ２ － ジ ク
ロ ロ プ ロ パ ン 11 0 0

ｐ － ジ ク ロ
ロ ベ ン ゼ ン 11 0 0

イソキサチオン

農業地帯、ゴル
フ場の下流で測
定

13 0 0

ダ イ ア ジ ノ ン 14 0 0

フェニトロチオン 13 0 0

イソプロチオラン 14 0 0

オ キ シ ン 銅 13 0 0

クロロタロニル 14 0 0

プ ロ ピ ザ ミ ド 13 0 0

Ｅ Ｐ Ｎ 13 0 0

ジ ク ロ ル ボ ス 13 0 0

フェノブカルブ 13 0 0

イプロベンホス 13 0 0
ク ロ ル ニ ト
ロ フ ェ ン 13 0 -

ト ル エ ン 工場の下流等で測定 3 0 0

キ シ レ ン 工場の下流等で測定 4 0 0

フ タ ル 酸
ジエチルヘキシル 主要河川で測定 3 0 0

ニ ッ ケ ル 工場の下流等で測定 12 8 -

モ リ ブ デ ン 主要河川で測定 6 0 0

ア ン チ モ ン 主要河川で測定 8 0 0
塩 化 ビ ニ ル
モ ノ マ ー

工場の下流等で
測定 5 0 0

エ エ ピ ク ロ
ロ ヒ ド リ ン

工場の下流等で
測定 5 0 0

全 マ ン ガ ン 工場の下流等で測定 15 12 1

ウ ラ ン 工場の下流等で測定 4 1 0

フ ェ ノ ー ル 工場の下流等で測定 7 0 0

ホルムアルデヒド 工場の下流等で測定 8 0 0
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表4-2-6　北上川上流域の水質の経年変化（砒素）

図4-2-3　北上川流域におけるBODの変化
（平成24年度75%値、㎎／ℓ）

 

　　　イ　内陸北部地域
　　　　 　馬淵川周辺地域は、北上高地北部から青

森県に流下する馬淵川、雪谷川、瀬月内川
が主な河川です。雪谷川と瀬月内川は県境
付近で合流し、新井田川となって馬淵川と
ともに八戸湾に注いでいます。利水は農業
用水が多く、馬淵川からは上水道用水の取
水があります。

　　　　 　環境基準の類型指定については、A類
型が５水域、C類型が１水域となっていま
す。馬淵川及び新井田川のいずれも青森県
に環境基準点があるため、本県のみの測定
で評価できませんが、県内においては概ね
良好な状態となっています。C類型の白鳥
川については、生活排水対策重点地域に指
定し、二戸市を中心に水質の改善に取り組
んでいます。

　　　　 　また、これらの地域は、県条例による排
水基準の上乗せ基準が適用されています。

　　　　 　米代川は、総流路延長136.3㎞、流域面
積4,099.4k㎡を有し、秋田県能代市で日
本海に注いでいます。本県に属する部分
は、米代川の最上流部であり、流路延長は
12.8km、その流域は山林と農村地帯が主で
す。１水域がAA類型に指定されており、
24年度もBODの環境基準を達成しました｡

　　　ウ　沿岸北部流域
　　　　　（青森県境から宮古市田老町北部にかけて)
　　　　 　沿岸北部流域は、北上高地北部から太平

洋に注ぐ流路の短い河川がほとんどです
が、久慈川は流路延長27.6km、流域面積
464.7k㎡を有し、また、小本川は流路延長
48.7km、流域面積731k㎡の比較的流量の
多い河川です。各河川とも自然環境に恵ま

れており、環境基準の類型指定について
は、AA類型が８水域、A類型が５水域と
なっています。BODによる環境基準の達
成状況を評価しますと、24年度も全ての水
域で達成しました。

　　　エ　沿岸中部地域
　　　　　 （宮古市田老町南部から釜石市までの沿

岸海川）
　　　　 　流路延長73.7km、流域面積972k㎡と流

量も豊富で支流も多い閉伊川や甲子川、鵜
住居川を除けば急流の小規模な河川が多い
です。各河川とも鮭が大量にそ上し、ふ化
放流が盛んです。

　　　　 　環境基準の類型指定については、AA類
型が12水域、A類型が９水域となってお
り、24年度もBODの環境基準を達成しま
した。

　　　　 　宮古市田老町の長内川上流には、旧田老
鉱山がありますが、鉱業権者が鉱害対策を
行っています。

　　　　 　また、甲子川流域には、県条例による上
乗せ基準が適用されています。これは排水
量が40㎥/日（一律基準50㎥/日）以上の排
出水のある特定事業場が対象となり、業種
によって40㎥/日未満の事業場についても
適用され、各項目についてより厳しい排出
基準が定められているものです。

　　　オ　沿岸南部地域
　　　　　（大船渡市三陸町から宮城県境まで）
　　　　 　流路延長40km、流域面積515.9k㎡の気

仙川を除けば、リアス式海岸へ流れ込む急
流で小規模な河川が多く、どの河川も鮭の
漁獲量が多いです。また、気仙川と盛川で
は鮎漁が盛んで、漁の解禁時には多くの太
公望が並び立つなど、親しまれる水環境を
つくり出しています。

　　　　 　環境基準の類型指定については、AA類
型が２水域、A類型が５水域となってお
り、24年度もBODの環境基準を達成しま
した。

　　イ　湖沼
　　　 　本県の天然湖沼の多くは奥羽山系の山岳

湖沼であり、いずれも小規模（面積0.1k㎡以
下）で環境基準は当てはめられていません。

　　　 　ダム湖（総貯水量1,000万㎥以上）につい
ては９湖沼について環境基準の類型指定を
行っており、その類型は湖沼AAが１水域、
湖沼Aが８水域となっています。

　　　 　これらのダム湖について、有機汚濁の代
表的指標であるCODの水質の状況をみます
と、３水域（石淵ダム：AA類型、豊沢ダ
ム：A類型、四十四田ダム：A類型）で環境
基準を達成していませんでした。また、御所
ダム、豊沢ダム、入畑ダムについては全燐Ⅱ
類が、四十四田ダム、綱取ダム、田瀬ダムに

年度 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

富士見橋 0.005 0.005 0.004 0.004 0.003 0.003 0.004 0.004 0.005 0.004

東大更橋 0.081 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

船 田 橋 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

定量限界値 0.001
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ついては全燐Ⅲ類型がそれぞれ当てはめられ
ていますが、24年度は１水域（豊沢ダム）で
環境基準を達成しませんでした。

　　ウ　海域
　　　ア　一般環境
　　　　 　本県では14湾15水域について環境基準の

類型指定を行っており、その類型は全て海
域Ａとなっています。

　　　　 　これらの海域はいずれも水産業が盛ん
で、ほとんどの海域でワカメ、ホタテガイ
等の養殖が行われており、湾岸には水産加
工業が発達しています。また、いずれの海
域もその大部分が陸中海岸国立公園区域で
あり、宮古湾の浄土ヶ浜などの景勝地には
多くの観光客が訪れます。

　　　　 　平成24年度は、東日本大震災津波の影響
により、４水域（広田湾、綾里湾、越喜来
湾、田老湾）で測定を実施できませんでし
た。

　　　　 　有機汚濁の代表的指標であるCODの水
質状況をみますと、全ての海域で環境基準
を達成しています。

　　　　 　大船渡湾などは閉鎖性海域であり、富栄
養化が進行するおそれがあることから、全
ての閉鎖性海域で全窒素及び全燐について
も環境基準の類型指定を行っており、平成
24年度は、すべての海域で環境基準を達成
しました。

　　　イ　海水浴場
　　　　 　年間おおむね１万人以上の利用客のある

海水浴場11箇所において、CODや大腸菌
群数等の項目について例年シーズン前に各
２回水質検査を実施しております。平成24
年度は、東日本大震災津波の影響により、
３箇所で測定を実施しました。

　　　　 　結果は表4-2-7のとおりで「適」にラン
クされました。

表4-2-7　水浴場の調査結果

＜参考＞
⑴ 　ふん便性大腸菌群数、油膜の有無、COD又は透明度の
いずれかの項目が「不適」であるものを「不適」な水浴
場とする。

⑵ 　「不適」でない水浴場について、ふん便性大腸菌群
数、油膜の有無、COD及び透明度によって､「水質AA｣､
「水質A｣､「水質B」あるいは「水質C」を判定し､「水質
AA」及び「水質A」であるものを「適」、「水質B」及
び、「水質C」であるものを「可」とする。

　・ 　各項目の全てが「水質AA」である水浴場を「水質
AA」とする。

　・ 　各項目の全てが「水質A」である水浴場を「水質A」
とする。

　・　これら以外のものを「水質C」とする。

２　地下水
　 　「平成24年度地下水質測定計画」に基づき地域
の全体的な地下水質の概況を把握する「概況調
査｣、新たに発見された汚染井戸の周辺を調査す
る「汚染井戸周辺地区調査｣、汚染井戸の経年水
質変化の監視を目的とした「継続監視調査」の３
種類に区分し、29市町村の183井戸（このうち、
水質汚濁防止法の政令市の盛岡市実施分はのべ24
井戸）の地下水質について調査を行いました。そ
の結果、環境基準項目について、49本の井戸で基
準値を超過しました。

　⑴　概況調査
　　 　環境基準項目について29市町村において77本
の井戸で実施し、ヒ素、硝酸性窒素及び亜硝酸
性窒素が各１本、鉛が２本、計４本の井戸で環
境基準値を超過しました。

　　 　要監視項目は、８市町村の23本の井戸で実施
し、指針値を超過した井戸はありませんでした｡

　⑵　汚染井戸周辺地区調査
　　 　２市町村において18本の井戸で実施し、ヒ素
が１本、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が２本、
計３本の井戸で環境基準値を超過しました。

　⑶　継続監視調査
　　 　20市町村88本の井戸で実施し、42本の井戸で
環境基準を超過しました。主な基準超過物質
は、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、砒素、テト
ラクロロエチレン等です。

　⑷　結果に基づく対応
　　 　管轄広域振興局保健福祉環境部等では、調査
の結果から環境基準を超過した汚染井戸の所有
者に対して、市町村と連携を図りながら水道水
または新たな水源へ切り替えを指導していま
す。（有機塩素化合物による汚染の場合は、切
り替えまでの間、煮沸飲用するよう指導｡）

　　 　また、汚染井戸周辺に有害物質使用特定施設
が所在する場合は、当該事業場の立入検査を
し、当該物質の保管、使用、廃棄を適正に行う
よう指導の強化を行うこととしています。

　　 　なお、環境基準または指針値の２分の１以上
の値が検出された井戸は、原則として、継続監
視調査地点として引き続き汚染状態を監視する
こととしています。

３　工場・事業場排水の監視・指導
　⑴　特定施設等の届出状況
　　 　水質汚濁防止法（以下「法」という｡）及び
県民の健康で快適な生活を確保するための環境
の保全に関する条例（以下「条例」という｡）
により、特定施設等（法で規制する施設)、又
は、汚水等排出施設（条例で規定する施設）
（以下「特定施設等」という｡）を設置しよう
とする者は、あらかじめその内容を知事（法の
政令市である盛岡市に設置する場合は、盛岡市
長｡）に届出することが義務づけられており、
平成24年度末の届出状況は、表4-2-8のとおり

水浴場名
判定結果
シーズン前

舟　　渡 適 水質AA
浄土ヶ浜 適 水質 AA
江戸ヶ浜 適 水質 AA
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です。
　　 　法対象事業場数は5,132、このうち758事業場
に対し排水基準が適用され、また、条例対象事
業場数は26で、ほとんどが排水基準適用外でし
た。

表4-2-8 　水質汚濁防止法及び県民の健康で快適な
生活を確保するための環境の保全に関する
条例届出状況

図4-2-4　特定事業場の業種区分(水質汚濁防止法関係)
排水基準適用事業場（総数：758事業場)

　⑵　 水質汚濁防止法及び県条例による排水規制の
概要

　　 　特定施設等を設置する事業場（以下「特定事
業場」という｡）から排出される排出水の規制
項目は次のとおりです。

　　ア   　人の健康に被害を生ずるおそれのある物質
　　　　（有害物質）
　　　 　カドミウム等27物質については、全ての特

定事業場に対して全国一律の基準が適用され

ています。
　　イ 　生活環境に係る被害を生ずるおそれがある

項目 （生活環境項目）
　　　 　水素イオン濃度等14項目については、１日

当たりの平均的な排出水が50㎥以上の特定事
業場に対し全国一律の基準が適用されていま
す。また、窒素含有量は古川沼、大船渡湾等
の３湖沼９海域に流入する排水、燐含有量は
高松の池、大船渡湾等32湖沼９海域に流入す
る排水について適用しています。

　　　 　なお、新井田川河口水域及び釜石湾水域に
排出水を排出する場合は、県の排水基準を定
める条例に基づきより厳しい排水基準が課せ
られています（上乗せ基準)。

　⑶　立入検査の実施状況
　　 　排水基準適用事業場に対する立入検査の実施
状況は、表4-2-9のとおりです。

　　 　平成24年度は、延べ480事業場に立入検査
し、そのうち排水基準に適合しない排出水を排
水、又は排出するおそれのあったものは32事
業場であり、違反項目別では、pH８事業場、
BODまたはCOD３事業場、SS１事業場、大腸
菌群数９事業場、特殊項目２事業場、有害物質
12事業場の順となり、これらの事業場に対し警
告26件、勧告１件、その他の文書指導５件の措
置を行いました。

　　 　また、延べ86事業場に対して、特定施設等の
管理状況、帳簿書類の整備状況等の確認のた
め、採水を伴わない立入検査を行いました。

表4-2-9 　排水基準適用事業場に対する立入検査の
状況

注 )（　）の数値は盛岡市分の再掲。

区分 法施設 条例施設 計

届
出
特
定
事
業
場
数

A 　1 日当たりの平均排水量 50
㎥以上のもの

611
（32）

2
（0） 613

有害物質を排出するもの 50
（5）

0
（0） 50

地下浸透分 0
（0）

0
（0） 0

B 　1 日あたりの平均排水量 50
㎥未満のもの

4,521
（442）

24
（1） 4,545

C　上乗せ基準適用 2
（0）

0
（0） 0

D　有害物質を排出するもの 145
(45)

0
（0） 145

地下浸透分 0
（0）

0
（0） 0

合計
A+B

5,132
（474）

26
（1） 5,158

排水基準適用事業場数A+C+D 758
（77）

2
（0） 760

区分 法施設 条例施設 計
排水基準適用事業場数 758(77） 2 760
延べ立入検査実施事業場数 480(38） 0 480
違反事業場数 32(1） 0 32

措
置
内
容

改善命令 0(0） 0 0
警告 26(0） 0 26
勧告 1(0） 0 1
その他の文書指導 5(1） 0 5

排
水
基
準
違
反
項
目

ｐH 8(0） 0 8
BOD 2(0） 0 2
COＤ 1(0） 0 1
SS 1(0） 0 1
大腸菌群数 9(1） 0 9
油分 0(0） 0 0
特殊項目 2(0） 0 2
有害物質 12(0） 0 12

採水を伴わない立入検査
実施事業場数 86(0） 0 86

（ １事業場で複数の基準超過があるため排水基準違反
項目の合計は違反事業場数と一致しない）
※注）（　）の数値は盛岡市分の再掲。
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４　生活排水対策
　 　公共用水域の水質汚濁の原因の一つとして、炊
事、洗濯、入浴等、人の日常生活に伴う生活排水
があげられます。生活排水対策を推進するため
に、県では、下水道やコミュニティプラント、農
業・漁業集落排水処理施設、合併処理浄化槽など
生活排水処理施設の整備を促進するとともに、各
家庭からの汚濁負荷を削減するため、広報メディ
アを利用した水質保全に係る県民意識の普及・啓
発のほか、台所の流し用水切り袋や廃油処理剤の
使用など県民による実践活動の推進を図っていま
す。
　 　また、特に生活排水対策の実施を推進すること
が必要な地域を「生活排水対策重点地域」として
指定を行っています。現在２地域が指定され、
指定を受けた市町村では､「生活排水対策推進計
画」の策定及び生活排水による汚濁が著しい水路
等を浄化する施設、廃油回収・石けん再生等設備
などの事業を展開しています。
　 　さらに、例年実施している「水生生物による水
質調査」などを通じて水質保全意識の高揚に努め
ています。

５　水需給の動向
　⑴　水循環と水資源賦存量
　　 　岩手県の年間降水量は1,343㎜（昭和57年か
ら平成23年までの過去30年の平均）と全国平均
の1,690㎜に比べて約20%少なく、過去30年間
の最大降水量は1,741mm（平成10年)、最小降
水量は1,021mm（昭和60年）となっています。
（図4-2-5）

　　 　年間降水量から、蒸発散量や地下浸透による
無効水量を除いた本県の水資源賦存量は、平水
年でおよそ136億㎥、渇水年ではおよそ96億㎥
で、平成23年度におけるおよその水利用率は、
渇水年の賦存量に対して29%となっています。

図4-2-5　岩手県の降水量の推移(昭和57年～平成23年)

　⑵　水需給の動向
　　 　全用水の需要量は、都市用水と農業用水が共
に減少傾向を示していることから、全体として
は緩やかに減少すると見込まれます｡（図4-2-
6）

図4-2-6　全用水需給圏別需要量推移と見通し

　　 　都市用水の需要推移をみると、生活用水は、
水道普及率や下水道普及率の上昇、生活水準の
向上等需要は見込まれますが、人口の減少によ
り減少傾向で、工業用水は産業構造の変化や回
収率の向上、節水が進んだことなどから減少傾
向となっており、都市用水全体としては緩や
かな減少傾向で推移すると見込まれます｡（図
4-2-7、-8、-9）

図4-2-7　生活用水需給圏別需要量推移と見通し

図4-2-8　工業用水需給圏別需要量推移と見通し
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図4-2-9　都市用水需給圏別需要量推移と見通し

　　 　また、農業用水については、水田面積の減少
に伴いやや減少傾向にありますが、昭和30年代
以降に整備された農業水利施設の多くが耐用年
数を迎えており、施設の維持・更新による水路
機能の確保が課題となっており、今後、土地改
良事業の進展に伴い、水路損失の減少など水利
用の合理化が図られれば、乾田化等によるほ場
維持や、水路維持のための用水の需要を見込ん
でも、全体として緩やかな減少傾向で推移して
いくものと見込まれます｡（図4-2-10）

図4-2-10　農業用水需給圏別需要量推移と見通し

　　 　なお、現在岩手県内では、水資源開発施設と
して、胆沢ダム（H25竣工）と簗川ダム（H32
竣工予定）が建設中となっています。

６　水道水源
　 　水道は、安全な水を安定的に供給する役割を
持っており、このため、安定供給のための施策と
安全性を確保するための施策を講じています。
　⑴　安定供給の確保
　　 　平成24年３月末における本県の給水人口
は1,210,348人であり、水道普及率は91.9%と
なっています。これを施設別にみると、上水
道1,087,764人（82.6%)、簡易水道が117,162人 
（8.9%)、専用水道が5,422人（0.4%）となって
います。

　　 　このうち大半を占める上水道と簡易水道の年
間取水量を水源種別割合についてみると、上水
道では年間取水量144,583千㎥に対し、表流水
が45.5%、伏流水等の地下水・湧水が46.9%、他

の水道事業者等から受けた水量が7.6%となって
います。簡易水道では、年間取水量15,740千㎥
に対し、表流水が37.5%、伏流水等の地下水・
湧水が62.5%となっています。

　　 　今後も水需要に応じた水資源の確保、施設統
合のほか、経営や管理の統合も含む新たな概念
の水道の広域化を促進します。

　⑵　安全性の確保
　　 　水道はその供給する水の安全性を確保するた
め、できるだけ良質な水源を求めることが基本
です。表流水や伏流水、浅井戸などは比較的地
表の影響を受けやすいことから、水源水質保全
に努めるとともに、水質汚染事故等の異常時に
迅速かつ的確な対応がとれるよう緊急連絡体制
の整備を図っています。

　　 　また、下痢等を引き起こすおそれのあるクリ
プトスポリジウム等の耐塩素性病原微生物が本
県でも検出されるなど、水源汚染対策が必要で
あることから、県内の水道水源について汚染状
況調査を実施するとともに、水道事業者による
対応施設の整備や浄水管理の徹底を図っていま
す。

　　 　なお、水道水源の水質監視については、岩手
県水道水質管理計画により、水道事業者等によ
る定点監視等を実施しており、水源水質の安全
性を確認しています。

７　北上川清流化確保対策
　⑴　概要
　　 　旧松尾鉱山は、北上川の支流の一つ赤川の上
流、八幡平の中腹に位置しており、硫黄の生産
により一時は「雲上の楽園」と呼ばれ隆盛を極
めましたが、重油脱硫による安い回収硫黄が出
回るなどして経営が悪化し、昭和46年に閉山、
昭和47年に鉱業権を放棄しました。閉山後も大
量の強酸性水が赤川に流入し、北上川を汚染し
たため、大きな社会問題となっていました。

　　 　このような状況の中で、岩手県議会は昭和46
年７月「北上川水質汚濁防止のための抜本的対
策」を国に請願しました。これを受けて国は、
同年11月に林野庁、通商産業省、建設省、自治
省、環境庁で構成される「北上川水質汚濁対策
各省連絡会議｣、いわゆる五省庁会議を設置し
対策の検討が進められました。

　　 　昭和47年５月から建設省が暫定中和処理を行
う一方、この五省庁会議においては昭和52年、
管理者未定のまま新たな中和処理施設を、岩手
県が通商産業省の補助を受けて建設することが
決定され、昭和56年12月には、その維持管理も
「岩手県の依頼により金属鉱業事業団が実施す
るもの」とされました。

　⑵　鉱害防止対策の状況
　　 　新中和処理施設は、岩手県が通商産業省の補
助を受け、金属鉱業事業団（平成16年２月29
日、新たに独立行政法人石油天然ガス・金属鉱
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第３節　土壌環境及び地盤環境の保全

第４節　化学物質の環境リスク対策の推進

物資源機構として発足｡）に委託して昭和57年
４月から本格的に稼動を開始しています。以来
片時も休まず、pH２程度、毎分18㎥前後とい
う強酸性で大量の坑廃水はここで中和され、澱
物を分離した上澄水だけが赤川に放流されてい
ます｡（表4-2-10参照）

　　 　平成12年度から16年度まで国が資源機構に委
託して省エネルギー総合実証試験が行われ、単
位水量当たりの電力費が26%削減される等の成
果が得られました。この試験設備は引き続き実
操業に使用して処理費用の縮減に努めています｡

　　 　新中和処理施設の稼働によって北上川は清ら
かな流れを取り戻し､「母なる川」としてよみ
がえり今日に至っています。

　　 　また、坑廃水の中和処理とは別に、鉱滓等の
堆積物の崩壊・流出防止、坑内あるいは堆積物
への雨水の浸透・流入を防ぎ、坑内水や浸透水
を減少させることを目的として、発生源対策工
事が行われました。県では、昭和47年から露天
掘り跡地の覆土植生工事を始め、鉱滓等堆積場
の整形被覆植生工事、山腹水路工事などを平成
14年度まで行いました。

　⑶　最近の動向
　　 　五省庁会議は昭和56年を最後に開かれていま
せんが、坑廃水処理は半永久的に続けなければ
ならず、国においても重要性を認識し続けても
らうよう、平成11年から「五省庁等連絡会」を
毎年開いています。平成24年11月に国の担当者
と危機管理や中和処理施設の維持管理等の課題
に対する取組等を意見交換して、共通認識を得
る努力を続けています。

　　 　平成23年３月11日の地震では施設に大きな被
害はありませんでしたが、施設に影響を及ぼす
大規模災害時の対応をはじめ、様々な事象に対
して万全を期することとしています。

　　 　一方、発生源対策工事が完了したため、盛岡

森林管理署と返地協議を進め、平成19年度まで
に50.2haを返地しています。残り196.7haについ
ては、貸与契約更新時毎に協議を行うこととし
ています｡（次期更新：平成27年度）

表4-2-10 　平成16年度から平成24年度までの旧松
尾鉱山における坑廃水処理の状況

８　その他の休廃止鉱山対策
　 　湯田地区の休廃止鉱山（赤石・分訳鉱山、柳沢
鉱山）については、県が昭和61年度から平成12年
度まで発生源対策工事を実施しました。

　 　田老鉱山（昭和56年度～)、土畑鉱山（昭和63
年度～)、花輪鉱山（平成３年度～）で行ってい
る坑廃水処理については、昭和56年度から自然汚
染及び他者汚染に相当する坑廃水の処理経費につ
いて、国が４分の３、県が４分の１をそれぞれ補
助することにより、処理を実施する者の負担を軽
減する措置が取られています。

　 　一関市、奥州市及び西和賀町にかつて存在した
旧亜炭鉱山の坑道陥没被害の原状回復を支援して
います。 

年度
処理
水量
（千㎥）

毎分
水量
（㎥）

炭カル
使用量
（t）

中　和
沈殿物
（t）

原水
(ｐH)

処理水
(ｐH)

坑廃水処
理事業費
(百万円)

16 9,905 18.8 7,653 4,891 2.30 4.30 511
17 10,025 19.0 7,646 4,990 2.30 4.31 506
18 9,094 17.3 6,762 4,426 2.31 4.29 595
19 9,089 17.2 6,922 4,453 2.25 4.31 528
20 8,185 15.6 6,039 3,892 2.26 4.31 536
21 9,139 17.4 7,008 4,420 2.25 4.30 621
22 9,381 17.9 6,905 4,251 2.24 4.29 531
23 9,711 18.4 7,011 4,323 2.24 4.26 549
24 8,809 16.7 6,148 3,822 2.26 4.25 531

　土壌汚染対策法に基づく地域の指定に関しては、
平成24年度末時点で要措置区域が２件、形質変更時
要届出区域が３件指定されています。
　地盤沈下は、主として地下水の過剰な採取が原因

１　ＰＲＴＲ制度
　 　ＰＲＴＲ制度は、人の健康や動植物に有害性の
ある化学物質について、事業者自らが環境への排
出量等を把握し、県を経由して国に届出を行い国
が届出排出量・移動量と、推計した届出対象外の
排出量（届出の対象とならない事業者や家庭、自
動車などからの排出量）とを併せて１年ごとに集

で、建造物、道路及び農用地等に被害が発生します
が、本県においては、現在のところこれらの影響に
よる地盤沈下は発生していません。

計、公表する制度です。化学物質排出把握管理促
進法（ＰＲＴＲ法）に基づき平成14年４月から実
施されています。

　 　なお、当初届出対象物質は354物質でしたが、
平成20年の同法改正により、平成22年度把握分か
ら対象物質が見直され、462物質が対象となりま
した。
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　 　平成23年度に事業者が把握した対象化学物質
の排出量・移動量が平成24年度に届出され、そ
の公表された集計の結果、県内の届出事業所数
は513事業所（全国の1.4％）であり、事業者から
届出のあった当該事業所からの排出量について
は、全事業所・全物質の合計で約2,843トン（全
国の1.6％)、移動量の合計は約962トン（全国の
0.4％）でした。また、国が推計を行った届出対
象外の排出量については、合計で3,402トン（全
国の1.4％）でした。

２　環境コミュニケーションの推進
　 　従来の環境行政は、環境基準等を基とする規制
によって化学物質の環境中への排出を規制してき
ましたが、多種多様な化学物質が製造、使用及び
処理される現状において、従来の規制的な手法だ
けでは対応しきれない状況となっています。
　 　このようなことから、平成11年にＰＲＴＲ制度
が制定され、化学物質の環境中への排出量等の集
計結果が平成14年から、毎年公表される等、企業
の自主的な管理を促す仕組みが導入されており、
併せて、企業が、環境配慮への取組について、住
民、行政と情報を共有し、共通認識を形成しつ
つ、環境保全にともに取り組む、環境コミュニ
ケーションの取組が求められるようになりまし
た。
　 　県では、このような状況を踏まえ、環境コミュ
ニケーションに関する取組として、平成16年から
の取組である企業と共催で、工場等の見学や工
場・事業場における様々な環境に配慮した活動等
取組を紹介し、工場・事業場とその周辺住民が意
見交換をすることによりお互いの理解を深める
「地域とはじめる環境報告会」を開催するほか、
企業担当者を対象とする研修会を開催していま
す。
　 　また、事業者が作成した「環境報告書」を県の
ホームページに掲載する取組「いわて環境報告書
バンク」を平成23年度より実施しています。

表4-4-1　地域とはじめる環境報告会

表4-4-2　環境コミュニケーションに係る研修

３　化学物質環境実態調査
　 　本調査は、一般環境中の化学物質の残留状況を
把握する目的で、環境省が昭和49年から実施して
いる調査です。

　　平成23年度の実施状況は次のとおりです。
　⑴　化学物質分析法開発
　　 　環境中への残留が懸念される物質としてジ

開催企業（開催年度）
岩手スリーエム㈱（17,18,19,20,21,22,23*）
岩手東芝エレクトロニクス㈱（17,18,19,20,21,22,23*,24*）
川口印刷工業㈱（17,19,20,21,22,23*）
㈱川徳（19,21,23*）
トヨタ自動車東日本㈱岩手工場（16,17,18,19,20*,21*,22*,
23*,24*）
北上製紙㈱（18,24*）
小岩井乳業㈱（21,22）
小岩井農牧㈱（18,19,20）
積水メディカル㈱（21,22,23*,24*）
塩野義製薬㈱金ヶ崎工場（16,20*,22,23*）
十文字チキンカンパニー㈱（20,21,22）
新日本製鐵㈱棒線事業部釜石製鐵所（20,21,22）
太平洋セメント㈱大船渡工場（19,20,21,22）
㈱デジアイズ（21,22,23*,24*）
東京エレクトロン東北㈱（20,21,22）
日本地下石油備蓄㈱久慈事業所（20,21,22）
花巻第二工業団地産業廃棄物研究会（19,20,21,22）
富士通ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱岩手工場（16,18,19,20*）
MeijiSeika ﾌｧﾙﾏ㈱北上工場（17,18,19,20,21,22,23*,24*）
盛岡セイコー工業㈱（20,21,22,23*,24*）
リコー東北㈱岩手支社（20,21,22）
いわて県北クリーン㈱ （20,21,22,23*,24*）
シチズン東北㈱（22,23*,24*）
㈱大東環境科学（22）
三光化成㈱（22）
三菱マテリアル ( 株 ) 岩手工場（24*）
一般財団法人クリーンいわて事業団（24*）

注：* 印は自主企画によるもの。
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年度 研修名

16 実践・環境リスクコミュニケーション研修会、ＰＲＴＲ
県民セミナー

17 リスコミ実践劇場，リスコミ実践道場
18 実践版円卓リスクコミュニケーション

19
環境コミュニケーション研修会（ファシリテーター
養成講座）
ミニ環境報告書作成マニュアル検討会

20
～
22

環境コミュニケーションセミナー
環境コミュニケーション研修会（ファシリテーター
養成講座）
環境報告書作成研修

23 東日本大震災の影響により中止

24 環境コミュニケーションセミナー
環境報告書作成研修
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第５節　監視・観測体制の強化・充実と公害苦情等への的確な対応

１　環境に係る調査研究の充実
　 　大気環境に係る研究については、県内各所、特
に沿岸被災地におけるＰＭ2.5をはじめとした大
気中粒子状物質の採取、濃度測定を行いました。
　 　水環境に係る研究については､「千厩川環境調
査」では地域で問題となっている赤いミズワタの
同定と異常発生の原因究明を、また、「PPCPs
等化学物質実態調査」や「有機フッ素化合物に関
する研究」では、日常使用される医薬品や化粧品

ナトリウム＝４-アミノ-３-［４'-（２，４-
ジアミノフェニルアゾ）-１，１'-ビフェニル
イルアゾ］-５-ヒドロキシ-６-フェニルアゾ
-２，７-ナフタレンジスルホナート（染料）に
ついて分析法の開発を行いました。

　⑵　初期環境調査
　　 　大気は１，３-ジクロロ-２-プロパノール
（架橋剤等)、水質はコバルト（電池材料)、メ
チル＝ベンゾイミダゾール-２-イルカルバマート
（殺虫剤）を対象として、調査を実施しました｡

　⑶　詳細環境調査
　　 　水質は、花巻市内の河川（豊沢川）を対象
にして、１物質（２，６-ジ-tert-ブチル-４-
sec-ブチルフェノール（ゴム添加剤))、底質
は２，６-ジ-tert-ブチル-４-sec-ブチルフェ
ノール、ペルフルオロドデカン酸（ふっ素樹
脂製造添加物)、ペルフルオロテトラデカン酸
（ふっ素樹脂製造添加物)、ペルフルオロヘキ
サデカン酸（ふっ素樹脂製造添加物）につい
て、調査を実施しました。

　⑷　モニタリング調査
　　 　昭和53年から継続して環境中のPCB、DDT
類等の調査を行っています。水質、底質につい
ては花巻市の豊沢川で、大気については雫石町
で、また、生物については、盛岡市郊外の鳥類
（ムクドリ）を対象に実施しました。

４　ダイオキシン類調査
　 　ダイオキシン類は、主として物の燃焼に伴って
発生する化学物質ですが、毒性が強く、また、分
解されにくい性質をもっています。このため、ダ
イオキシン類による環境の汚染の防止及びその除
去等を図ることを目的に、平成11年７月に「ダイ
オキシン類対策特別措置法」が制定され、平成12
年１月15日に施行されました。県としては、この
法律の規定に基づき、ダイオキシン類を排出する
施設に立入調査を行うとともに、環境調査を実施
しています。
　 　平成24年度は、国土交通省、盛岡市と県で、大
気、公共用水域、地下水、土壌の調査を実施し、
全ての地点で環境基準を達成しました｡（表4-4-
3）

表4-4-3　環境基準達成状況 

５　２,４,５-Ｔ系除草剤埋設地の周辺環境調査
　 　昭和46年、林野庁は、それまで全国の国有林野
内の下草の除草に使用していた２,４,５-T系除草
剤の使用を中止し、残っていた同除草剤をコンク
リート固化等により埋設処分するよう、各営林局
に指示し、県内においては、青森営林局（当時）
が約６tの同除草剤を県内の国有林14地区21ケ所
（１ヶ所当たり約300kg）に埋設処分しました。

　 　この除草剤には、不純物として微量ながらダイ
オキシンが含まれていることが知られており、昭
和59年には、愛媛県で不適正に埋設処分されてい
たことが発覚したことから、全国的な埋設状況調
査が行われました。県内においても、営林局、県
及び関係市町村が合同調査を実施し、20ヶ所の埋
設地について、全てコンクリート固化により埋設
されていたことを確認するとともに、周辺土壌等
を分析した結果、２,４,５-T系除草剤は検出され
ませんでした。その後は、営林局において埋設地
に囲いを設け、立入禁止とするとともに、定期的
な点検等を実施し、その保全管理が図られてきま
した。

　 　現在、県及び関係市町村で構成する「２,４,５-T
系除草剤埋設地問題連絡協議会」を設置し、東北
森林管理局に対する安全性の確認や恒久的な対策
の要望活動のほか、同管理局が行う現地調査に同
行し、安全性の確認を行っています。

　 　また県では、公共用水域への影響を確認するた
めのモニタリング調査を行っています。

等に含まれる化学物質について、水環境中の汚染
実態の解明のため調査を行いました。

　 　特に、有機フッ素化合物に関しては、平成24
年７月に盛岡市で､「いわて国際環境シンポジウ
ム」を開催し、これまでの研究成果を発表しまし
た。

　※ PPCPs：医薬品や化粧品等のパーソナルケ
ア製品（Pharmaceutical and Personal Care 
Products; PPCPs）に含まれる化学物質
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調査対象 調　査
地点数

調査結果
（濃度分布）

環　境
基準値 単　位

大　気
環　境

一 般 環 境 ５地点 0.0056 ～ 0.015

0.6 pg-TEQ/㎥沿　　 道 １地点 0.0087

発生源周辺 ５地点 0.0049 ～ 0.020

公共用
水　域

水 質 38 地点 0.029 ～ 0.38 1.0 pg-TEQ/L

底 質 38 地点 0.11 ～ 5.4 150 pg-TEQ/g

地下水 ７地点 0.034 ～ 0.061 1.0 pg-TEQ/L

土　壌
一 般 環 境 ７地点 0.0018 ～ 5.6

1,000 pg-TEQ/g
発生源周辺 45 地点 0.0028 ～ 150
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２　公害苦情等
　⑴　苦情件数
　　 　平成24年度に県及び市町村が受理した公害
に関する苦情件数は、521件で前年度に比べ75
件、16.8%の増加となりました。

　⑵　種類別苦情件数
　　 　平成24年度の公害苦情件数のうち、典型７公
害に対する苦情は、340件（苦情件数の65.3%）
で、前年度に比べ、29件増加しました。これを
公害の種類別にみると、悪臭が104件（典型７
公害に対する構成比30.6%）と最も多く、次い
で騒音の94件（同27.6%)、水質汚濁の77件（同
22.6%）の順になっています。

　　 　典型７公害以外の苦情の中で、最も多いのは
廃棄物投棄であり140件（典型７公害以外に対
する構成比77.3%）となっています。

３　公害紛争の処理
　 　公害に係る紛争を迅速かつ適正に処理すること
を目的として、昭和45年６月に公害紛争処理法が
制定されました。同法は、公害紛争について、
あっせん、調停及び仲裁の制度を設け、これを専
門に行う紛争処理機関として、国においては公害
等調整委員会、都道府県においては公害審査会等
の設置を規定しています。
　 　本県では、昭和49年８月に岩手県公害審査会条
例を制定し、常設の機関としましたが、平成19年
11月に審査委員候補者制に移行しました。同審査
委員候補者には、現在、法律、公衆衛生及び産業
技術分野から９名が委嘱されています。

４　環境放射能
　⑴　環境放射能水準調査の概要
　　 　わが国の環境放射能調査は、昭和29年のビキ
ニ環礁における米国の核爆発実験を契機として
開始されました。その後、米国、旧ソ連、中国
の大気圏内核爆発実験やチェルノブイリ原発事
故による放射能汚染のわが国への影響に関する
調査・研究が進められてきました。現在は環境
放射能調査体制の整備拡充が図られ、すべての
都道府県で環境放射能調査を実施しています。

　　 　本県においても、昭和62年12月より、文部科
学省の委託を受けて「環境放射能水準調査」を
実施しており、環境及び人への影響評価に資す
るための基礎的データの収集に努めています。

　⑵　測定結果
　　 　平成24年度は、県内における、降下物や野菜
等12種類の試料の核種分析及びモニタリングポ
ストによる空間線量率の測定を行いました。

　　 　その結果は、表4－5－1、表4－5－2のとお
りで、上水、精米、大根、白菜、牛乳、コン
ブ及びホタテ貝でセシウム137が検出されまし
たが、食品等の基準値（飲料水10 Bq/kg、牛
乳・乳児用食品50 Bq/kg、一般食品100 Bq/
kg）と比べ低い値でした。

表4-5-1　空間線量率測定結果

表4-5-2　ゲルマニウム半導体検出器による核種分析結果

５ 　東京電力株式会社原子力発電所事故に伴う放射
性物質による汚染の状況と対応

　⑴　原発放射線影響対策本部等
　　 　東京電力株式会社原子力発電所事故（以下
「原発事故」という｡）によって環境中に放出
された放射性物質は広範囲に拡散しました。そ
の後、物理的減衰やウェザリング効果、さらに
は除染による効果等により、放射線量は低減し
てきていますが、事故の影響は継続しています｡

　　 　本県には原子力発電所等の原子力関連の事業
所が立地していないものの、東日本大震災津波
の際に発生した原発事故は、放射性物質の拡散
に伴う除染作業の実施や生産活動の停滞など、
広範囲にわたって県民生活に影響を与えること
となりました。

　　 　本県では、平成23年度に牧草から国が定めた
乳用牛（経産牛及び初回種付け以降の牛）及び
肥育牛に給与する粗飼料の暫定許容値を超える
放射性セシウムが検出され、また、県内におい
て汚染稲わらが給与された牛肉から暫定規制値
を超える放射性セシウムが検出されるなどの事
態を受け、知事を本部長とする原発放射線影響
対策本部（以下「対策本部」という｡）を平成
23年７月29日に設置し、全庁を挙げて対策に取
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測 定 機 器 平成24年度 昭和63年度～
　平成23年度 単位 測定場所

モニタリングポ
スト（月平均値） 21～24 17～29 nGy/ ｈ 盛岡市

注：モニタリングポストは、平成 13 年度からの測定値

試料名

セシウム 137 セシウム134
(その他の検
出された人
工核種はな
し）　　　

単位
試料
採取
場所平成23年度

測 定 結 果
昭和63年度
～平成23年
度測定結果

大気浮遊じん N.D N.D ～ 2.04 N.D mBq/㎥ 盛岡市

降 下 物 14.8 N.D～ 1090 10.7 MBq/㎢ 盛岡市

上水（蛇口水） 1.86 8.67 1.23 mBq/L 盛岡市

土壌
（0～ 5cm） 238 14 ～ 112 129 Bq/kg乾土 滝沢村

土壌
（5～ 20cm） 13.9 3.4 ～ 19 3.1 Bq/kg乾土 滝沢村

精米 2.05 N.D ～ 1.5 1.13 Bq/kg生 滝沢村

大根 0.097 N.D～0.115 0.061 Bq/kg生 盛岡市

白菜 0.276 N.D～0.213 0.155 Bq/kg生 岩手町

牛乳（原乳） 0.23 N.D ～ 9.24 0.12 Bq/L 盛岡市

海水 N.D N.D N.D mBq/L 洋野町

海底土 N.D N.D N.D Bq/kg乾土 洋野町

コンブ 0.103 N.D～0.162 N.D Bq/kg生 洋野町

ホタテ貝 0.048 N.D～0.078 N.D Bq/kg生 山田町

注１： 計数値が計数誤差の３倍を下回るものについては「N.D」と表記
している。

注２： 海水は平成15年度から、海底土とコンブは平成18年度から実施し
ている。

注３：平成18年度まで白菜は盛岡市、牛乳は滝沢村で採取。
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り組んでいます｡（図4-5）

図4-5　原発放射線影響対策本部組織図

　　 　対策本部は、①放射線量測定に係る対応方
針、②放射線量低減に向けた取組方針、③県産
食材等の安全確保方針、④放射線影響に係る県
民への情報提供のあり方、⑤放射線影響に伴う
風評被害の防止などを所掌事務としており、知
事を本部長、副本部長を副知事、本部員を関係
部局長で構成される本部員会議、関係部局の課
長等で構成され、本部員会議開催に先立って連
絡調整などを行う連絡会議、関係部局の職員で
構成され、各種対応方針等に関する調整や市町
村等関係機関との連携等を行う放射線影響対策
特命チームなどで構成されています。

　　 　本部員会議は、平成23年度から平成24年度ま
で合計12回開催しました。各種方針の策定や見
直し、東京電力に対する損害賠償請求、放射線
影響対策の取組などについて協議・決定してい
ます。

　　 　また、県と市町村、広域連合、一部事務組合
が連携して放射線影響対策を進めていくため、
平成23年８月から原発放射線影響対策市町村
等連絡会議（以下「市町村等連絡会議」とい
う｡）を開催しています。

　　 　市町村等連絡会議は、平成23年度から平成24
年度まで合計５回開催しました。県の各種方針
や取組状況の情報共有を進め、全市町村を対象
とした野菜山菜、野生きのこの放射性物質濃度
検査や風評被害対策、東京電力への損害賠償請
求など、県と市町村等が連携して進めていく必
要のあるテーマを議題に設定し、効果的に対策
が実施できるよう意見交換や協議を行っていま
す。

　⑵　放射線量等の測定と低減措置
　　 　県では、原発事故による放射性物質の影響か
ら県民の健康と安全を守るため、放射線量等測
定に係る対応方針及び放射線量低減に向けた取
組方針に基づき、市町村等と連携しながら体制
を整備しました。県内全域で全力を挙げてきめ

細かな測定を行い、県公式ホームページ等で迅
速かつ効果的に情報提供しています。

　　 　県内10箇所のモニタリングポストによる24時
間体制の測定やサーベイメータによる県内の主
要な55地点における毎月の測定、県立学校や県
立病院など県有施設も定期的に測定し、結果等
を県公式ホームページ等で公表しています。

　　 　さらに、水道水、雨水やちりなどの降下物
や、廃棄物処理施設における焼却灰や下水汚
泥、工業用水道などの放射性物質濃度も定期的
に測定しています。

　　 　これら測定の結果、放射線量は低減傾向にあ
ることや、放射性物質が不検出または基準値以
下であることなどを確認しました。

　　 　また、県では、放射線量低減に向けた取組方
針に基づき、放射性物質汚染対処特別措置法
（以下「特措法」という｡）に定める汚染状況
重点調査地域として指定を受けた一関市、奥州
市及び平泉町の地域（以下「重点調査地域」と
いう｡）を中心に、放射線の影響を受けやすい
とされる子ども（高校生まで）の健康を重視す
る観点から、定期的に県有施設の放射線量の測
定を行い、その結果、低減措置実施の目安であ
る毎時１マイクロシーベルト（μSv/h）を超
えた場合には、低減措置を実施しています。

　　 　平成24年度までの測定の結果、15施設におい
て１μSv/hを超えた箇所があったため、汚染
土壌の除去や埋設を行うなどの低減措置を実施
し、その後は１μSv/hを下回っています。

　⑶　県産食材等安全確保に向けた取組
　　 　本県は国内における農林水産物の主要な産地
であり、消費者に安全な県産食材等を供給して
いく観点から、市町村や関係団体と連携して、
県産食材等の放射性物質濃度の検査結果や、安
全な県産食材等を提供するための取組状況を速
やかに公表するとともに、リスクコミュニケー
ションや出前講座の開催等により、県産食材等
の安全性を広くアピールする取組みを積極的に
展開することにより、消費者の安全・安心の確
保や風評被害の防止に向け取り組んでいます。

　　 　食品の放射性物質濃度検査については、国の
原子力災害対策本部からガイドライン（｢検査
計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の
考え方｣）等が示されており、県では、県産食
材等の安全確保方針に基づき、農林水産物等、
流通食品、給食食材について、各段階で計画的
にきめ細かな検査を実施し、検査結果等を速や
かに公表しています。

　　 　なお、検査の結果、国が定める基準値（食品
衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第１項
に基づく食品中の放射性物質に係る基準値）を
超える放射性物質が検出された場合は、直ちに
出荷団体等に対して出荷自粛及び自主的な回収
を要請することとしています。

　　 　平成24年度の検査結果は、国の基準値を超え
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たものは林産物や水産物などの一部に留まり、
米、麦、大豆、野菜、果実、豚肉、鶏肉、鶏
卵、原乳から国の基準値を超える放射性物質は
検出されませんでした。 

　　 　なお、牛肉については平成24年３月23日以
降、国の基準値を超える放射性物質は検出され
ておらず、全頭検査により安全性を確認してい
ます。

　　 　また、県内の多くの市町村においても県産食
材等の検査が行われています。これらのうち販
売を目的として生産・製造された食品で、検査
の結果、国が定める基準値の２分の１以上の値
が測定されたものについては、市町村からの依
頼に基づき県が精密検査を実施しています。

　　 　その他、野生きのこと野生山菜については、
食の安全安心を確保するため、市町村と連携し
て、全市町村を対象に放射性物質濃度測定を
行っています。市町村は検体の採取を行い、県
は測定、出荷自粛要請等の措置、ホームページ
等による結果の公表等を行っています。

　⑷　健康影響への対策
　　 　福島県において行った内部被ばく調査の結
果、健康に影響が及ぶ数値ではないと評価され
ています。本県における放射線量は、福島県で
内部被ばく調査を行った地区の放射線量と比較
し、かなり低いレベルにあることから、県民の
内部被ばくの状況は福島県と同様の評価と見込
まれますが、本県においても健康に影響を及ぼ
すレベルにないことを確認することは重要と考
えられます。

　　 　そこで、本県では、比較的放射線量の高い県
南部を中心とし、大人に比べて放射線による影
響（感受性）が高い可能性がある子どもの内部
被ばく状況を統計的に把握するため、放射線健
康影響調査（尿中放射性物質サンプリング検
査）を平成23年度から行うとともに、県南３市
町（奥州市、一関市、平泉町）が実施する内部
被ばく検査や個別健康相談等の対策に対し、補
助事業を通じた支援を行っています。

　　 　調査結果について、緊急被ばく医療、放射線
防護、公衆衛生等の専門家からなる有識者会議
において「放射線による健康影響は極めて小さ
いと考えられる｡」との評価をいただいていま
す。

　　 　また、同有識者会議において､「県民への
フォローアップの観点から継続調査が必要｡」
との意見もいただいたこと等を受け、リスクコ
ミュニケーションの観点から、平成23年度に調
査を行った子どもを対象に平成24年度に継続調
査を行いました。

　　 　さらに、平成24年度には、県南部の３市町
（奥州市、一関市、平泉町）が県の補助制度を
活用して内部被ばく検査が３市町合計で2,960
名の子どもに実施され、県実施の調査と同様の
結果が報告されました。

　　 　調査結果については、ホームページや広報
誌、セミナー等で広く県民等に対してお知らせ
しています。

　⑸　学校等の対策
　　 　県では、原発放射線影響対策の基本方針にお
いて、放射線の影響を受けやすいとされる子ど
もの健康を重視する観点から、学校などの教育
施設等における測定に重点的に取り組んでいま
す。

　　 　平成23年度から県立学校の放射線量を毎月測
定するとともに、放射線量低減に向けた取組方
針に基づき、放射線量が局所的に１μSv/hを
超えた場合には、除染等の低減措置を行ってい
ます。学校給食についても平成24年度から使用
予定食材や提供後の給食を一食分単位で放射性
物質濃度検査を行っています。

　　 　市町村等においても、小中学校などにおける
放射線量の測定や給食食材の放射性物質濃度の
検査が行われており、県は測定機器の貸出や給
食食材測定機器購入費用の助成や放射線量の測
定・除染費用の助成などを行い、市町村等の取
組を支援しています。

　　 　県立学校の放射線量の測定については、平成
24年度は１μSv/h以上の値が測定されている
箇所はありませんでした。

　　 　また、重点調査地域である一関市、奥州市及
び平泉町にある県立学校では、16校中４校が特
措法に基づく面的な除染対象となりました。平
成24年９月28日付で国から補助金の交付決定が
得られ、除染に着手しました。

　　 　給食食材等の放射線物質濃度測定について
は、県をはじめ29の市町村において、学校給食
の食材等検査を実施しています。市町村の測定
において国の基準値の２分の１以上の値が検出
された場合、県が精密検査を行うなど、県と市
町村が連携し、学校給食の安全確保に努めてい
ます。

　　 　なお、これまで学校給食食材等検査におい
て、国の基準値を超えた例はありません。

　　 　また、平成23年度から文部科学省の委託によ
り岩手県学校給食モニタリング事業として、県
内５施設において実際に給食として提供した一
食分単位（陰膳方式）のモニタリング検査を実
施しています。平成24年度まで全施設の検査結
果において放射性物質は不検出（検出限界値未
満）でした｡（検出限界値：各核種１ベクレル/
㎏未満）

　⑹　情報発信、普及啓発の取組
　　 　原発事故によって、放射性物質が健康に与え
る影響や食の安全安心を心配する声が高まりま
した。本県においても、県産農林水産物の一部
から放射性物質が検出されたり、製造業や観光
業の分野でも風評被害が心配されました。

　　 　また、放射性物質の影響については､「セ
シウム（Cs)｣「シーベルト（Sv)｣「ベクレル
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（Bq)｣など、今まで耳にしたことのない用語
が使われ、分かりにくいものとなっていまし
た。

　　 　県や市町村等において、放射線量の測定や県
産食材等の検査など対策が進められています
が、これらの実施結果などを正確かつ分かりや
すく伝え、基礎的な知識とあわせて理解してい
ただくとともに、県産品や農林水産物などの魅
力を含め県内外に広くお知らせすることによっ
て風評被害発生を防止していく必要があります｡

　　 　このため、県では、原発事故以降、県民等に
対し、本県への放射性物質の影響や放射線影響
対策の実施状況などをお知らせし、県内外にお
ける風評被害発生を防止していくため、広報紙
やホームページなどを活用して情報発信を行う
とともに、放射性物質に関する知識の正しい理
解を深めるため普及啓発を行っています。

　⑺　東京電力に対する損害賠償請求
　　 　原発事故以来、県、市町村等そして県民が一
体となって放射線影響対策に取組んできました
が、国の出荷制限等の対象品目が発生し、風評
被害も首都圏を始め各地で発生するなど、生産
者の生活や経営、産地の維持ひいては地域社会
の存続にまで深刻な影響を与えかねない状況と
なりました。

　　 　そもそも原発事故による損害については、当
該事故の原因者である東京電力がその責任を負
うべきものであり、東京電力に対し、これまで
県内の被害者、県及び市町村等が行ってきた賠
償請求に対し、広く責任を認め速やかに十分な
賠償を行うことを強く求めました。

　　 　また、民間事業者等の被害に関して、県は損
害賠償請求に係る説明会や個別相談会の開催、
東京電力及び国に対して賠償金が早期かつ確実
に支払われるよう要請を行うなどの支援をしま
した。

　　 　しかしながら、東京電力の対応は､「個別に
事情を確認して対応する」等、形式的な対応の
繰り返しが多く、損害賠償金の支払いが一部に
とどまってしまうなどの問題が生じました。民
間事業者に加え、自治体損害賠償請求について
も、東京電力は損害賠償に応じたものは工業用
水道事業や下水道事業の費用にとどまり、その
他の放射線影響対策に要した費用については、
職員人件費も含め損害賠償に応じない状況が続
きました。

　　 　このため、県は、市町村及び県民と一体と
なって、東京電力に対し、損害の発生状況に則
した賠償の完全実施を強く継続して求めてきて
います。

　⑻　環境部門における具体の取組
　　 　原発事故を受けて、平成23年度に本県の環境
放射能測定体制を見直し、きめ細かな測定を行
いました。また、県が平成23年９月に策定した
方針に基づき、市町村が行う除染等への支援等

を行ったほか、放射線に関する知識等の普及・
啓発を行いました。

　　①　測定機器の増設
　　　ア 　モニタリングポスト：既存の１台に加え

て平成23年12月に３台（一関市、大船渡
市、宮古市)、平成24年３月に６台（滝沢
村、花巻市、奥州市、釜石市、久慈市、二
戸市）を増設し、計10台で全県域を監視す
るとともに、測定結果を県のホームページ
上にリアルタイムで公表する体制を整備し
ました。

　　　　 　なお、事故後の最大値は盛岡市（県環境
保健研究センター）で３月13日の毎時0.67
μSv/hで、４月以降は事故前のレベルで
推移しています。

　　　イ 　ゲルマニウム半導体検出器：既存の１台
に加え、平成24年３月に２台増設した計３
台により、原発事故の影響を調査するため
降下物、水道水、農林水産物、尿等の測定
を行いました。

　　②　緊急モニタリング
　　　ア　サーベイメータによる定期測定
　　　　 　県内の公園等55地点で月１回測定を実施

しました。
　　　イ　水道水
　　　　 　平成24年度は、盛岡市、一関市、奥州市

及び平泉町において４月から９月までは週
１回、10月以降は月１回のモニタリングを
実施しました。

　　　　 　なお、事故後の最大値は、平成23年３月
23日に盛岡市で観測された放射性ヨウ素
5.29Bq/kg、放射性セシウム0.13Bq/kgで
すが、いずれも基準値を大幅に下回ってお
り、また、平成23年４月18日に盛岡市で放
射性セシウム0.12Bq/kgが検出されて以降
は、不検出の状況が続いています。

　　③　生活環境の除染等
　　　ア　市町村立・私立の学校等への支援
　　　　 　県内の小中学校、幼稚園、保育所等にお

いて、局所的に放射線量が高い箇所の測定
及び除染を進めるため、県が市町村等に費用
の２分の１を補助する「放射線調査・低減
事業」により市町村の除染を支援しました｡

　　　イ 　特措法に基づく調査、除染等
　　　　 　平成23年度に文部科学省が実施した航空

機モニタリング調査結果等で、追加被ばく
線量が年間１mSvに相当する毎時0.23μSv
以上の地域が存在する市町村を、平成23年
12月に環境大臣が重点調査地域に指定しま
した。

　　　　 　本県では、奥州市、一関市及び平泉町が
指定され、除染実施計画を策定して除染実
施区域を定め、除染等を行っています。

　　　　 　なお、除染実施区域以外の区域や、地域
指定を受けない市町村においても、局所的
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に放射線量が高い箇所の除染を行う必要が
ある場合には、県が策定した「放射線量低
減に向けた取組方針」に基づき、県の支援
のもとに除染等を進めました。

　　④　食品（流通食品）への放射性物質の影響
　　　 　県内に流通する食品について、食品衛生法

に基づき収去を実施し、食品中の放射性物質
濃度を測定しています。

　　　 　平成24年度は、わらび、フキ等の山菜や鶏
卵、食肉、生鮮野菜等95検体検査を実施し、
全て基準値以下であることを確認しました。
（表4-5-3）

表4-5-3

　　⑤　野生鳥獣肉の放射性物質検査
　　　 　食用となる可能性が高い県内のニホンジカ

等の野生鳥獣肉から基準値を超える放射性セ
シウムが検出され、国による出荷制限指示が
出されていることから放射性物質検査を実施
し、HP等で県民等への情報提供を行いまし
た｡（表4-5-4）

表4-5-4

　　⑥　ごみ処理関連と放射性物質の影響
　　　 　原発事故による放射性物質に汚染された廃

棄物については、事故当初、廃棄物処理法の
対象外となっていましたが、平成24年1月に
特措法が全面施行され、放射性セシウム濃度
が8,000Bq/kg以下のものについて、既存の廃
棄物処理施設で処理できることになりました｡

　　　 　また、市町村や事業者等の焼却施設などは
特定一般廃棄物処理施設や特定産業廃棄物処
理施設として、排ガスなどの放射能濃度や施
設の敷地境界での空間線量率を測定すること
とが義務付けられました。

　　　 　県では、市町村や事業者等が実施した測定
結果を取りまとめ、ホームページで公表しま

した。
　　　 　平成24年度の結果は、表4-5-5～4-5-9のと

おりとなりました。
　　　 　焼却施設については、一関市の焼却施設の

飛灰から一時的に8,000Bq/kgを超えたもの
が発生しましたが、その他の焼却施設では
8,000Bq/kgを下回っていました。また、排
ガスなどの放射能濃度については、基準値を
下回っていました。空間線量率については、
追加線量が0.19μSv/h（年間1mSv）を超え
ない値となっていました。

　　　 　最終処分場や汚泥脱水施設についても、基
準値を下回っていました。

表4-5-5　市町村等一般廃棄物焼却施設

表4-5-6　市町村等一般廃棄物最終処分場

表4-5-7　産業廃棄物の焼却施設

表4-5-8　産業廃棄物の最終処分場

表4-5-9　産業廃棄物の汚泥脱水施設

※ 休止施設、稼働をしていない施設や放射能濃度が
低いなど一定の要件に該当する施設として環境大
臣の確認を受け排ガスなどの調査義務が免除され
ている施設を除いたもの。

　　⑦　普及・啓発の実施
　　　 　放射線に対する理解を深めてもらうため、

県民向けセミナーを12回開催するとともに、
基礎的な知識をまとめたリーフレットを４万
部作製し、市町村等を通じて配布しました。

　　　 　また、各分野で放射線対策を円滑に進める
ため、市町村職員等向けセミナーを７回開催
しました。

食 品 分 類 件数
農 産 物 38
畜 産 物 24
水 産 物 1
牛乳・乳幼児食品 11
飲 料 水 2
そ の 他 19

計 95
基準超過品目：なし

年度 対象検体数
（うち基準値※超過）出荷制限指示年月日

ク マ 肉 24 11検体（超過２） 平成24年9月10日
シ カ 肉 24 52検体（超過12） 平成24年７月26日
ヤマドリ肉 24 11検体（超過３） 平成24年10月22日
※放射性セシウム含有濃度　100ベクレル／㎏
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施設数 調査義務
施設数※

排ガス
（Bq/㎥）

飛灰
（Bq/kg）

18 3 ND 79～13,800

施設数 排(Bq/㍑ ) 周辺地水 (Bq/㍑ )
19 ND～ 37 ND

施設数 調査義務施設数※ 排ガス（Bq/㎥）
15 2 ND

特定産業廃棄物等を
埋立している施設　

排水
（Bq/㍑）

周辺地下水
（Bq/㍑）

1 ND ND

施設数 調査義務施設数※ 排水（Bq/㍑）
23 8 ND
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第６節　環境影響評価制度について

　環境影響評価制度は、事業を実施するに当たっ
て、事業者があらかじめその事業が環境にどのよう
な影響を及ぼすかについて調査、予測、評価を行
い、その結果を公表して県民、市町村長などから環
境の保全の見地からの意見を聴き、それらを踏まえ
て環境に配慮した事業計画を作成する一連の手続の
仕組です。
　国においては、昭和47年の閣議了解以来、所掌す
る公共事業について取組が進められ、昭和59年から
は閣議決定に基づき環境影響評価が実施されてきま
した。また、港湾法や公有水面埋立法等の個別法に
基づく環境影響評価も行われてきました。
　これら評価事例が積み重ねられるなかで、統一的
な手続等による環境影響評価の実施が課題となって
法制化の準備が進められ、国会の審議等を経て、
「環境影響評価法」として成立、平成９年６月13日
に公布され、平成11年６月12日に全面施行されまし
た。
　法で対象とする事業は、国が関与する道路、河川
工事等13の事業のうち大規模なものとなっていま
す。

　本県においては、平成２年に「ゴルフ場等大規模
開発行為指導要綱」が制定され、これに基づき、ゴ
ルフ場等のレクリエーション施設を対象に７件の環
境影響評価の実施を指導してきました。
　こうしたなか、平成10年３月に制定した「岩手県
環境の保全及び創造に関する基本条例」において環
境影響評価の推進について明記し、平成10年７月15
日に「岩手県環境影響評価条例」を制定して、法と
同じく平成11年６月12日から全面施行しています。
　条例で対象とする事業は、実施主体を問わず、県
道、市町村道、農道、林道などの道路、廃棄物処理
施設、レクリエーション施設、工場、事業場、建築
物など法対象外事業も含む17種の事業のうち一定規
模以上のものとなっています。
　なお、東日本大震災津波による災害からの復興を
推進するため、平成24年７月に条例を一部改正し、
復興事業のうち、鉄道事業、土地区画整理事業及び
住宅団地等の用地造成事業について、条例に基づく
環境影響評価手続の適用を除外しました。
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１　水辺環境の整備
　⑴　河川環境の整備
　　 　河川の持つ多様な生物の生息・生育・繁殖環
境の保全に努めるとともに、地域の風土や文化
を活かしながら生活にゆとりや潤いのある場を
提供するため、多自然川づくりや親水空間の整
備を進めています。

護岸の緩傾斜化により親水空間を
創出した後川（花巻市）　　　　

　⑵　河川の水質浄化
　　 　近年、河川環境の中でも水質保全が大きな課
題となっています。河川の水質を回復させるた
めには、下水道等の整備を進めるとともに、汚
濁の進んでいる河川の水質浄化対策を図ること
が必要です。

　　 　本県では、水質が悪化した陸前高田市川原川
の古川沼において、平成元年度から平成14年度
まで河川環境整備事業（浄化）を導入し、沼の
底泥の浚

しゅん

渫
せつ

などを進めました。
　　 　また、花巻市後川においても平成８年度から
河川環境整備事業（浄化）による浄化施設の建
設を行い、花巻市の協力も得て、平成12年度か
ら本格的な稼働を行っており、それぞれ水質改
善が図られています。

　⑶　ダム貯水池等環境整備
　　 　ダム貯水池周辺環境の維持、保全に努めると
ともに、レクリエーション等の親水の場を提供
しています。

　　①　ダム周辺環境整備
　　　 　国土交通省の湯田ダムは「地域に開かれた

ダム」の指定を受け、ダム湖上流部に「貯砂
ダム」を建設し、平成14年度に完成しまし
た。この事業により西和賀町川尻地区では夏
期においても安定した新たな湖面が創出され
たことから、湖面を利活用した利用者の増加
など、地域活性化に寄与しています。

　　　 　また、県営の早池峰ダムは、平成７年に
「地域に開かれたダム」に指定され、県及び
花巻市（旧大迫町）において、ダム湖周辺を

第５章　快適でうるおいのある環境の創造

第１節　快適で安らぎのある生活空間の保全と創造

主体とした人々が楽しめるレクリエーション
施設や、安らぎの場を創出する公園等を整備
しており、家族連れや若者、登山帰りのグ
ループなどでにぎわっています。

　　②　森と湖に親しむ旬間
　　　 　森林の大切さ、ダムの重要さを啓発する目

的で定められた国土交通省・林野庁・都道府
県・市町村主催の「森と湖に親しむ旬間」
(７月21日～31日）には、昭和62年から全国
のダムで様々なイベントが実施されていま
す。

　　　 　本県においても、国土交通省管轄の５ダム
（四十四田ダム、御所ダム、田瀬ダム、湯田
ダム、石淵ダム）及び県営の７ダム（網取ダ
ム、滝ダム、入畑ダム、日向ダム、早池峰ダ
ム、鷹生ダム、遠野第二ダム）において、ダ
ム施設見学、森林学習や湖面パトロール等、
森や湖に親しめるイベントを実施していま
す。

２ 　快適で衛生的な生活を支える下水道等の整備の
促進

　 　本県の下水道や合併浄化槽等の汚水処理施設
の人口普及率は、盛岡市の95.1％を筆頭に最少が
普代村の33.6％と著しい格差が存在しています。
（図5-1-1参照　※全国平均は福島県を除いた値)

　 　県では、県内格差の解消を図るとともに、平成
22年度末に策定した新たな県構想「いわて汚水処
理ビジョン２０１０」の目標である水洗化人口割
合の向上に向け、下記の事業に取り組んでいま
す。

　⑴　下水道
　　 　本県における下水道整備は、盛岡市が昭和28
年に事業着手したのが始まりですが、現在、県
において、北上川上流流域下水道（都南、花北
及び胆江の３処理区）及び磐井川流域下水道
（一関処理区）の２つの流域下水道事業を実施
し、全処理区とも供用を開始しています。

　　 　公共下水道事業は、平成24年度末現在、33市
町村のうち葛巻町及び普代村を除く31市町村が
実施しており、供用を開始しています。 
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　⑵　浄化槽
　　 　公共用水域の水質を保全するためには、し尿
と生活雑排水を併せて処理する合併浄化槽の普
及が必要です。このため、昭和62年度から国庫
補助制度が設けられ、浄化槽設置整備事業とし
て個人に対する補助が行われています。

　　 　また、平成６年度から、市町村が事業主体と
なって行う浄化槽市町村整備推進事業が始ま
り、本県では平成13年度から５町村で導入さ
れ、平成24年度は、14市町村で実施されるな
ど、平成24年度末までに47,652基が設置されて
います。

　⑶　コミュニティ・プラント（地域し尿処理施設)
　　 　団地等でし尿と生活雑排水を併せて処理する
施設が、平成24年度末現在、７市に整備されて
います。

　⑷　農業集落排水施設
　　 　農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設
の機能維持並びに農村生活環境の改善を図るた
め、農業集落におけるし尿、生活雑排水を処理
する施設が、平成24年度末現在、22市町村に整
備されています。

　⑸　漁業集落排水施設
　　 　漁港や周辺水域の浄化を図るとともに、漁業
の健全な発展と漁業集落の生活環境を改善する
ため、漁業集落におけるし尿、生活雑排水等を
処理する施設が、平成21年度末現在、10市町村
に整備されています。 

３　快適な住環境の整備の促進
　 　地域の自然、歴史、文化等の特性に応じ、住民
が誇りと愛着心を持つことのできる快適な居住環

境の形成を促進するとともに、将来世代への継承
を目指した活動を展開しています。

　⑴　岩手型住宅の普及・啓発
　　 　省エネ性能に優れ、地域性にも配慮した「岩
手型住宅」の普及に取り組んでおり、各種媒体
等による県民への普及・啓発を行うとともに、
岩手型住宅賛同事業者の募集・公表により岩手
型住宅の建設を促進しています。

 
図5-1-2　岩手型住宅

　⑵　建築物の省エネ対策の推進
　　 　住宅、建築分野における省エネ対策の推進を
図るため、平成20年に省エネ法の改正が行わ
れ、省エネ措置に関する届出や定期報告の対象
が拡大されました。

　　 　県では、届出や定期報告の審査において、省
エネ措置や維持保全の状況が著しく不十分な場
合は、改善に向けた指示や命令等行うことで、
建築物の省エネ対策の推進に取り組んでいま
す。

図5-1-1　県内市町村別汚水処理人口普及率（H24年度末）
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４　都市環境の整備
　 　暮らしやすく住みよい都市の環境を維持し、都
市の健全な発展と秩序ある整備を進めるため、土
地利用の適正な誘導を図るとともに、街路樹や公
園等の都市基盤の整備を行っています。
　⑴　街路整備（県事業）
　　 　都市における安全かつ快適な交通の確保、災
害に強く良好な市街地の形成、下水道等の地下
埋設施設の収容空間の確保を図るとともに、
人々が集い語り合うコミュニケーションの場
や、お祭りや散歩を楽しめるレクリエーション
の場等魅力あるまちづくりを進めるため、平成 
24年度は、５市町村８箇所で都市計画道路の整
備を行いました。

　⑵　盛岡南地区都市開発整備
　　 　盛岡市において、既存の都心から盛岡駅西口
地区を経由して盛岡南地区へと都市の中心機
能・都市構造を軸状に展開し、21世紀に対応す
る新しいまちを創出するため、盛岡南地区都市
開発整備事業を推進しました。

　⑶　都市再生整備計画事業
　　 　地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会
の活性化を図ることを目的として、市町村が作
成した「都市再生整備計画」に位置付けられた
「まちづくり」に必要な幅広い施設整備等が事
業の対象とされています。県では「都市再生整
備計画」の目標が達成されるよう市町村に対す
る指導や助言を行っています。

　　 　平成24年度は、７市町村12箇所で整備が行わ
れました。

物産センターと橋上市場を結ぶ連絡橋
【釜石地区】

　⑷　電線共同溝整備
　　 　平成24年度までに県管理道路の24.7km区間
について電線類の地中化を進め、主要な駅周辺
や県内の主要な都市（13市のうち大船渡市、遠
野市、陸前高田市、八幡平市を除く）の中心市
街地を無電柱化し、災害に強く、安全で、優れ
た景観を有するまちづくりを推進しています。

５　農村環境の整備
　⑴　快適でうるおいのある生活環境の整備
　　 　農村地域における生活環境については、全般
的に整備水準が向上しているものの、都市と比
較して低い状況にあることから、集落道や営農
飲雑用水等の基礎的な生活環境施設の整備を
行っています。

　⑵　農村環境の保全と整備
　　 　環境との調和に配慮した農業農村整備事業を
推進するため、広域振興局等に設置している希
少野生動植物調査検討委員会において、事業計
画区域内に生息する動植物を確認するととも
に、環境に配慮した事業実施に努めています。

　⑶　地域交流を促す交流基盤の整備
　　 　近年、国民の価値観が「ものの豊かさ」から
「心の豊かさ」を重視する方向へ変化してきて
おり、都市住民を中心に、グリーン・ツーリズ
ムヘの関心が高まっています。

　　 　本県では、受入れ体制の整備、情報の発信等
を進め、グリーン・ツーリズムの普及、都市側
との交流拡大を図っています。

　　 　県内各地では、田植え、稲刈り、りんご収穫
等の農業体験や、そば打ち等の郷土料理体験な
ど、本県の豊かな自然や農林漁業などの地域資
源を活用した多彩な活動が展開されています。

表5-1-1　グリーン・ツーリズム旅行者数
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年度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24
合計 4,322 4,185 4,396 4,921 3,964 4,305

整備前

整備後

⇩
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第２節　歴史的文化的環境の保全

６　景　観
　 　豊かな緑や清らかな水辺、美しい町並みや歴史
的な雰囲気などといった、私たちの生活にうる
おいとやすらぎをもたらす快適な環境（アメニ
ティ）を生み出す景観を保全し創造する取組み
が、県内でも多く行われるようになってきまし
た。
　 　景観法に基づき平成23年４月に施行された「岩
手県景観計画」では、県、市町村、事業者及び県
民それぞれの役割を定め、地域の特性を活かした
優れた景観の保全と創造を図り、県民が誇りと愛
着をもつことができる美しい県土の実現を目指し
ています。
　 　県では、一定規模を超える建築等の行為につい
ての届出制度の実施、景観づくりへの関心や知識
を高めるための景観づくり県民フォーラム、景観
セミナーの開催、景観づくり活動の支援を含むま
ちづくりアドバイザーの派遣など総合的な景観形
成施策を実施しています。
　 　さらに、県土の景観形成を図る上で重要な地域
として岩手山麓・八幡平周辺の地域を重点地域に
指定し、よりきめ細かく景観形成を図っていくこ
ととしています。この地域では、住民、学識経験
者及び行政などで構成される地域景観形成推進協
議会や地域住民による景観サポーターが勉強会、
景観フォーラム、公共事業への提言活動など地域
の特性に応じた景観形成活動を実施しています。
　 　市町村では、８自治体が景観行政団体へ移行
し、景観法に基づく景観計画の策定及び条例を制

定しています。また、景観法に基づかない景観条
例や景観ガイドラインにより良好な景観誘導を
図っている自治体も３自治体あります。

　 　また、全市町村で景観形成の方向性を示す「景
観形成基本方針」を策定しています。

７　屋外広告物に対する規制
　 　広告塔、広告板やネオンサインなどの屋外広告
物は、様々な情報の伝達手段として、また、街を
活気づけるものとして必要なものですが、無秩序
に表示や放置されると、街の美観や自然の風致が
損なわれる場合があります。また、その設置や管
理が適正に行われないと、強風や地震などによ
り、転倒、落下し、歩行者などに危害を及ぼすお
それもあります。

　 　このため、県では、屋外広告物条例を定め、良
好な景観の形成、風致の維持と公衆に対する危害
の防止という２つの観点から、屋外広告物の表示
を事前許可制度とするなどの必要な規制を行って
います。

　 　また、違反状態にあるはり紙などの簡易広告物
については公募によるボランティアにより除却を
行い、簡易広告物以外の違反広告物については調
査、是正指導を行うなど、適正な屋外広告物の表
示について周知を図っています。

　 　さらに、岩手山麓・八幡平周辺地域と平泉周辺
地域を景観保全型広告整備地区に指定し、広告物
の指導を行っています。 

　 　県では、平成20年３月「岩手県文化芸術振興基
本条例」を制定しました。
　 　本条例においては、文化芸術の振興に関し、基
本理念を定め、県の責務並びに県民及び民間団体
等の役割を明確にし、文化芸術の振興に関する施
策の基本となる事項を定めています。
　 　基本理念については､「県民一人ひとりの自主
性及び創造性の尊重」など６つが定められ、振興
に関する基本施策としては､「文化芸術の認識及
び創造｣「文化芸術の発信等｣「文化芸術の基盤整
備」を定めており､「地域の歴史的又は文化的な
景観の保全」についても第18条において規定され
ています。
　 　平成24年度は、平成20年度に策定した「岩手県
文化芸術振興指針」に基づき、文化振興施策の推

進を図るための各種施策を展開しました。
　 　また、文化財の保存管理及び適切な活用を図る
ため、所有者又は管理団体が実施する文化財の保
存修理事業及び市町村の史跡等の公有化を促進す
るための事業の経費の一部を補助しており、平成
24年度は、特別史跡に指定されている平泉町の無
量光院跡の環境整備や国の史跡に指定されている
一戸町の御所野遺跡の史跡整備、平泉町の柳之御
所遺跡公有化に対する補助を行いました。

　 　さらには、広く県民の皆さんが文化財に親しみ
学習する機会を提供し、文化財の積極的な活用を
図るため、史跡公園の整備等を促進するなど、安
らぎと潤いのある歴史的文化的環境の保全と活用
を図っています。
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１　学校における環境学習の推進
　 　学校における環境教育は、小・中学校では、関
係教科及び道徳並びに特別活動や総合的な学習の
時間において、また、高等学校においては、関連
教科及び特別活動や総合的な学習の時間におい
て、それぞれの教科・科目等の目標に即して取り
上げられています。
　 　本県で行っている環境教育の指導の要点は、次
のとおりです。

　 　以上のことを踏まえて、各学校においては、地
域や児童生徒の実態に応じた年間指導計画の改善
や、教材の工夫がなされ、学校教育活動全体を通
して環境教育の充実が図られています。
　 　特に、地球の優れた環境の価値について理解を
深めるとともに、環境を守りはぐくむ心と感受性
を育成することを重点に掲げた取組が各学校で行
われています。具体的には、地域の清掃活動やリ
サイクル運動、それに関わる調査活動などを通し
て地域の環境問題に積極的に関わりをもつととも
に、よりよい環境づくりを目指した実践が行われ
ています。
　 　こうした各学校の取組は、全国環境美化教育コ
ンクールにおいて平成21年度には優良校及び特別
賞、平成22年には優秀校に、平成24年度には優良
校に選出される学校が出るなど高く評価されてお
ります。
　 　また、地球温暖化など地球規模の環境問題や、
北東北３県の環境問題を盛り込んだ児童向け環境
副読本を作成し、県内の小学校５年生全員に配布
し環境教育を促進しています。

第６章　環境を守り育てる人材の育成と協働活動の推進

第１節　環境学習の推進

環境副読本

２　多様で身近な環境学習機会の提供、支援
　⑴　「愛鳥週間用ポスターコンクール」の開催
　　 　作品の製作過程を通じて、野生鳥類について
の保護思想を高め、自然環境の保全等に関する
意識啓発を図ることを目的に、県内の小学校及
び中学校の児童生徒を対象に愛鳥週間用ポス
ターコンクールを開催しました。募集した作品
は、愛鳥思想の普及啓発に関するポスターで、
平成24年度の応募総数は、178点でした。

　⑵　環境美化活動
　　 　県は、昭和59年に「クリーンいわて運動推進
要綱」を定め、環境美化活動の実践により、ご
みの散乱を防止し住環境の清潔を保持するとと
もに、廃棄物の発生を抑制し、３Ｒを推進する
ため、「クリーンいわて運動」を実施していま
す。

　　 　平成24年度は、６月のごみ減量・リサイクル
推進週間を中心に各市町村において「クリーン
いわて行動の日」を定め、環境美化活動を実施
しました。また、地域の環境美化に多大な功績
があった個人及び団体に対し、環境大臣表彰
(１団体)及び知事表彰(３個人)が行われました｡

　⑶　環境アドバイザーの派遣
　　 　県民の身近な環境学習を支援するため、県内
の各地域で開催される環境問題の研修会等に、
環境アドバイザーとして知事が委嘱した有識者
を派遣する環境アドバイザーの派遣業務を平成
３年度から行っています。

　　
表6-1-1 　環境アドバイザーの派遣件数及び受講者数

及び受講者数

　⑷　出張環境学習会の開催
　　 　環境学習広報車（愛称「エコカーゴ｣）を活
用した出張環境学習会を40回実施し、地域にお
ける環境学習を支援しています。

地球規模での環境問題が顕在化している現状を踏ま
え、児童生徒が環境問題に関する正しい理解を深
め、環境保全に参加する態度及び問題解決の能力を
身に付け、責任をもって環境を守るための行動がで
きるように指導する。

　１　全体計画の作成
　　○　適切な年間指導計画の作成
　　○　全ての教職員の共通理解
　　○　学校と家庭と地域社会との連携
　２　各教科等の特性を生かした指導
　　○　体験的な学習の取り入れ
　　○　児童生徒の発達段階に応じた指導
　　○　地域の実態を考慮した取組
　　○　副読本の活用（第５学年）
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平成24年度　環境アドバイザー
派遣件数 119回
受講者数 4,552人
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　⑸　スターウォッチング・ネットワーク
　　　（星空継続観察）
　　 　大気の果たしている重要な役割や地球環境の
保全の必要性について、広く県民の関心を深め
るための、身近な観察活動として、市町村や天
文観察を行っているクラブ等の参加、協力を得
て「スターウォッチング・ネットワーク（星空
継続観察)」を行っています。

　　 　観察は、夏期と冬期に行われ、平成24年度は
延べ16団体、158名の参加により行われました｡

　⑹　水生生物による水質調査
　　 　調査は、川底に住み、肉眼で見ることが出来
る大きさの様々な生き物（カゲロウやサワガニ
など）の生息状況を調べ、その結果から川の水
質を把握するものです。

　　 　この調査は、手軽に、しかも誰でも参加でき
ることから小学生、中学生から大人まで広く水
質保全意識の啓発のための学習教材として極め
て有効と考えられます。

　　 　平成24年度の調査状況は次表のとおりで、調
査の結果、水質階級Ｉ「きれいな水」と判定さ
れた地点が89.2％と最も多く（平成24年度全国
平均59%)、水質階級Ⅳ「大変きたない水」が
0.4％という結果でした。

　　　
表6-1-2　平成24年度水生生物調査状況

表6-1-3　調査結果による水質階級の状況

水生生物調査の様子

　⑺　こどもエコクラブ
　　 　「こどもエコクラブ」は、次代を担う子ども
たちが、地域において仲間と一緒に体験的、継

続的に環境学習や環境保全活動に取り組み、将
来にわたる環境の保全への高い意識を醸成する
ことを支援するため、環境省が平成7年度から
開始した事業です。

　　 　登録状況は図6-1のとおりで、各クラブで
は、水生生物による水質調査、自然観察などの
活動が行われています。

　　 　環境学習交流センターを県事務局として、各
種の情報提供を行ったほか、県内のエコクラブ
の交流会を２回（川での水生生物調査等、雪遊
び自然体験等）開催しました。

図6-1　こどもエコクラブの登録･会員数推移

　⑻ 　いわて環境学習応援隊による企業等の環境学
習取組促進支援

　　 　平成21年度より始めた「いわて環境学習応援
隊」により、企業等の環境学習を促進するとと
もに地域や学校の環境学習機会を提供していま
す。

　　 　平成24年度の「いわて環境学習応援隊企業」
の登録数は32であり、過去４年間の環境学習の
支援状況は表6-1-4,5のとおりです。

表6-1-4　環境学習会への講師派遣回数・受講人数

表6-1-5 　事業所等における見学受入・プログラム
の提供回数・人数
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区分 岩手県主唱 国土交通省主唱 合計
団 体 数 182 8 190
延べ参加数 5,376 131 5,507
河 川 数 127 4 128
延べ地点数 223 8 231
※河川数は重複して計算されているものがあります。

水 質 階 級 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 判定できず 計
判定地点数 206 22 2 1 0 231

％ 89.2 9.5 0.9 0.4 0.0 100

　 H21 H22 H23 H24
派遣回数 19 21 25 27
受講人数 488 1027 917 974

　 H21 H22 H23 H24
提供回数 9 102 119 207
受講人数 11,891 16,777 17,290 17,188
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第２節　環境に配慮した行動・協働の推進

１　環境に配慮した行動の促進
　 　今日の環境問題の解決には、県民、事業者、行
政が相互に連携し、県民一人ひとりが各々の役割
を認識し、自主的かつ積極的に環境に配慮した行
動を実践することが求められています。
　 　このため県では、平成18年４月１日に「いわて
県民情報交流センター（アイーナ)」に県内の環
境活動拠点施設として「環境学習交流センター」
を設置しました。
　 　センターでは、①環境情報の収集提供、②環境
学習の支援、③環境保全活動の支援を行い、県
民やNPO等との連携・協働により、環境パート
ナーシップの構築を促進しています。
　 　平成24年度は、地域における環境アドバイザー
派遣回数の充実や、出張環境学習会など地域にお
ける環境学習の支援を実施し、県民の環境に対す
る意識の醸成を図りました。

表6-2-1　環境学習交流センター利用者数

環境学習交流センターでの訪問学習の様子

２　県民参加の森林づくり促進
　 　全ての県民が享受する本県の豊かな森林環境を
次の世代に良好な状態で引き継いでいくため、県
民みんなで支える仕組みとして、平成18年度から
「いわての森林づくり県民税」を導入し、この税
を財源として、以下の取組を通じ､「いわての森
林づくり」を進めています。
　⑴ 　人工林等を針葉樹と広葉樹が入り混じって生
育する森林に誘導するための森林整備により、
森林が持つ水源かん養や県土の保全、地球温暖
化防止等の多様な公益的機能の維持増進を図っ
ています。平成24年度は1,650haの森林を確保
し整備しました｡

　⑵ 　地域の主体的な森づくり活動を公募・支援す
ることにより、県民の森林に対する理解と参画
を促進しています。平成24年度は25団体の活動
を支援しました。

３　流域の連携による環境保全活動の推進
　 　「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造
に関する条例（H15制定)」に基づき、振興局単
位で設置されている流域協議会（17協議会）が主
体となって流域基本計画の策定に取り組み、県内
の全ての流域において計画を策定するとともに、
住民参加による様々な環境保全活動を実施してい
ます。

表6-2-2　流域基本計画の策定状況

４　環境情報の提供
　 　環境学習交流センターでは、現地取材などを通
して環境に関する様々な情報を収集し、館内での
展示、メールマガジン、ホームページ及び情報誌
などを活用し、わかりやすい環境の情報提供、情
報発信を行っています。

　 　また、図書、資料等の閲覧と貸出しを行うとと
もに、環境に関する各種相談に対応しています。

　 　さらに、県ではホームページを通じて、環境に
関する情報提供、情報発信を行うとともに、環境
保健研究センターと県内振興局等の保健福祉環境
部に環境情報センターを設置し、図書、資料等の
閲覧と貸出し等を行っています。
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平成21年度利用者数 37,440人
平成22年度利用者数 37,619人
平成23年度利用者数 40,342人
平成24年度利用者数 45,272人

　　　（整備前） 　　　　　 　（整備後）

⇨

年度 策定計画

H16 花巻（豊沢川)、北上（和賀川)、宮古（閉伊川・小本川)、久慈（久慈川)

H17

奥州（北上川、胆沢川)、花巻（葛丸川)、遠野
（猿ヶ石川)、一関（磐井川、金流川、太田川、砂
鉄川、千厩川、黄海川、大川・津谷川、釜石（大槌
川・小槌川・鵜住居川・水海川・小川川・甲子川・
片岸川・熊野川)、久慈（洋野町流域)、二戸（馬淵
川・新井田川）

H18
盛岡（北上川上流、米代川・馬淵川上流)、花巻
（稗貫川、猿ヶ石川)、大船渡（三陸町流域、盛
川、気仙川)、久慈（野田村・普代村流域）

　　　　　　321河川、計25計画
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第３節　県境を越えた連携、国際的取組の推進

環境学習交流センター館内

５　環境広報活動
　 　1972年６月５日、ストックホルムで開催された
国連人間環境会議における日本の提唱により、毎

年６月５日を「世界環境デー」と定め、世界各国
で様々な環境に関する行事が行われています。

　 　平成24年度の環境月間（６月）行事として県内
では、テレビやゲームを消して、読書・読み聞か
せなどにより環境のことを考えてもらう運動を北
海道、秋田県、青森県とともに実施した４道県共
同行動、地球温暖化に関する講演、夏季の節電の
実施、ごみ拾い等の清掃活動の実施及び環境に関
する図書展示・ミニイベントなどが行われまし
た。

　 　また毎年度、県内の環境の現状や課題、その解
決に向けた施策をとりまとめた環境報告書を出版
するとともに、岩手県HPでも県の環境施策を公
表しています。

１　北海道・北東北地域の連携
　 　平成20年８月に開催された第12回北海道・北東
北知事サミットの合意事項に基づき､「北海道・
北東北地球温暖化対策推進本部（以下、推進本部
とする)」が同10月に発足しました。
　 　推進本部では、所掌事項として、四道県が連
携・協力して推進する地球温暖化対策の調査検討
及び普及啓発活動に関すること及び地球温暖化に
関する相互の情報交換及び地球温暖化対策におい
て共同して行う必要がある取組に関することを採
りあげて推進しています。
　 　平成24年度は、四道県が連携した北海道・北東
北を一つのエリアとする普及啓発事業の展開（北
海道)、森林の二酸化炭素吸収量の経済的価値の
検討（青森県)、環境教育の充実（岩手県)、カー
ボン・オフセットの活用方法等の検討（秋田県）
について取り組みました。※(　)は幹事県を指す｡

２　東アジアへの環境分析技術支援について
　⑴　目的
　　 　岩手県が世界に先駆けて開発した「有機フッ

素化合物の分析技術」を供与・指導することに
より、地域における環境汚染物質の環境負荷低
減対策を促進し、併せて､「世界の工場・新た
な成長市場」として脚光を浴びている東アジア
諸国への県産品の市場浸透、観光客の誘致、文
化・学術の交流等の促進を図ることとしている
本県の海外戦略の一翼も担おうとするもので
す。

　⑵　これまでの成果・効果等
　　 　平成13年度から環境省の委託研究事業を受け
て環境水中の分析法開発を行うとともに、岩手
大学、京都大学、中国医科大学との共同研究で
有機フッ素化合物の分析法開発等を実施し大き
な成果を挙げました。

　　 　また、平成19年９月に米国環境保護庁（ＥＰ
Ａ）の共同研究参加を受け、有機フッ素化合物
研究の促進を図り得られた知見及び情報を世界
各国に発信しました。

　⑶　平成24年度の事業概要
　　 　これまでの共同研究等の成果を活用し、東ア
ジア諸国における環境保全対策の技術支援を実
施しました。

　　①　国際環境シンポジウムの開催
　　　 　研究開発事業が10年を経過し、これまでの

研究成果の取りまとめを行うとともに、今後
の有機フッ素化合物汚染とその危険性につい
ての現状認識と将来展望などについて広く議
論するため、７月23日に本県が主催して国際
環境シンポジウムを開催し、本県の分析技術
の成果を発表しました。

　　②　韓国に対する技術支援
　　　 　７月に韓国国立釜慶大学（釜山広域市)、

３月に韓国国立全南大学（麗水市）とそれぞ
れ、新たに向こう３年間の共同研究について
覚書を締結・調印しました。

　　　 　12月には、釜慶大学にて有機フッ素化合物
の分析に関する指導を行いました。２月に
は、東京で開催された日韓政府間会議（日韓
共同研究ワークショップ）に日韓共同研究成
果として、岩手県からメダカによる国内有機
フッ素化合物の調査結果を発表しました。

　　③　中国に対する技術支援
　　　 　有機フッ素化合物の環境水等の汚染状況を

把握するため、環境モニタリング技術指導及
び中国に整備された分析機器を用いた分析技
術指導を実施しました。３月には訪中し現地
で分析指導を行いました。 
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　本県の豊かな自然環境を守り育てていくととも
に、企業や生活者にとっても良好な環境を形成して
いくため、環境に配慮した産業活動の展開が重要と
なっています。
　このため、廃棄物のリサイクル等に関する技術開
発や新事業活動を促進するとともに、ゼロエミッ
ション構想の推進などにより、環境関連産業の育
成、創出を図っていくことが、本県産業の競争力を
高めていくうえでも必要となっています。
１　新事業活動の促進
　 　県内において、新規創業や経営革新などによ
り、環境関連分野の新たな事業活動に取り組む中
小企業等に対し、各種融資制度の紹介、専門家に
よる経営指導、事業計画の作成指導や市場調査、
商品開発や販売促進などの支援を行っています。

２　ゼロエミッションの推進
　 　県内企業等がゼロエミッションに取り組むため
の調査や支援、リサイクル産業の振興による環境
調和型の地域づくりを目指した取組を進めていま
す。
　⑴　産業・地域ゼロエミッション推進事業補助金
　　・支援件数8件
　　・補助金額6,176万円
　⑵　岩手県再生資源利用認定製品制度
　　 　限りある資源の有効利用を促進し、循環型地

第７章　環境を守り育てる産業の振興

第１節　環境関連産業の振興

第２節　自然共生型産業の振興

域社会の形成を図るため、一定の基準を満たす
リサイクル製品を県が認定し利用拡大を図るこ
とを目的としています。

　　 　平成24年度は、廃棄物を利用した木工品やコ
ンクリート二次製品など９社16製品を認定しま
した。

岩手県再生資源利用認定製品　例

認定マーク

１　環境に配慮した産業活動の促進
　⑴　環境に配慮した持続的農業の推進
　　ア　環境保全型農業の導入促進
　　　 　環境王国をめざす本県としては、環境に配

慮した持続的な農業を推進することにより、
安全で安心な農産物を供給するとともに、消
費地と安全・安心の「きずな」で結ばれる必
要があります。

　　　 　このため、効率的な施肥管理法である補給
型施肥や、農薬の使用回数を減らした病害虫
防除など、環境負荷を軽減する技術の導入を
促進することとしているほか、消費者が環境
保全型農業を実践する産地の取組に共感し、
相互理解が進むよう、双方向コミュニケー
ションによる「きずな」づくりに取り組むこ
ととしています。

　　イ　エコファーマーの育成
　　　 　「持続性の高い農業生産方式の導入の促進

に関する法律」に基づき、たい肥等を活用し
た土づくりと化学肥料や化学合成農薬の使用

量を低減する技術を一体的に行う農業者をエ
コファーマーとして、平成12年度から知事が
認定しています。

　　　 　県では、このエコファーマーをはじめとし
て、環境にやさしい栽培技術の普及を推進し
ており、現在、水稲、りんごや野菜を中心に
6,774名を認定しています。特に、農協の生
産部会員や産直部会全員の認定など、組織的
な取組が目立っています。

表7-2-1　年度別エコファーマー認定状況

　　ウ　環境にやさしい栽培技術の開発
　　　 　農業研究センターにおいて、環境にやさし

い栽培技術の開発に鋭意取り組み、平成24年
度は以下の技術が新たな成果として公表され
ました。
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年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
認定
者数 9,010 9,515 9,461 8,775 8,806 7,879 6,774



－56－

第３節　環境に関する科学技術の振興

１　環境に関する科学技術の研究開発の促進
　 　近年、本県産業界においても、環境関連技術開
発への取組が活発化しており、県では、岩手県工
業技術センターにおいて、環境関連分野の技術開
発や商品開発を推進するなど、県内中小企業にお
ける新しい商品や技術の開発を積極的に支援して
います。
　　○岩手県工業技術センターにおける研究開発
　　・リチウムイオン二次電池応用製品の開発
　　・ 下水汚泥焼却灰の再資源化（建築資材、リチ

ウムイオン二次電池材料）
　　・ いわて発戦略的地産地消型リン資源循環シス

テムの研究
　　・ 屋外設置型パッケージ木質チップボイラーの

開発
　　・ 陸前高田における風レンズ風力発電の電力モ

表7-2-2 　農業研究センターが開発した環境にやさ
しい栽培技術一覧

　⑵　家畜排せつ物の適正管理と利用の促進
　　 　良質で安全な畜産物の安定的供給を図り、今

後とも畜産経営を維持していくためには家畜排
せつ物の適正な管理を確実に行い、周辺住民・
消費者等の理解・信頼をより一層確保すること
が重要となっています。

　　 　また、耕種部門においては、たい肥など有機
質資源に対する関心が高まってきており、さら
に環境保全型農業に対する県民・消費者等の関
心もきわめて高くなっています。

　　 　このため、県では､「家畜排せつ物の管理の
適正化及び利用の促進に関する法律｣（平成11
年11月１日施行）に基づき、家畜排せつ物の適
正な管理を指導するとともに、生産されるたい
肥を農業の持続的発展に資する土づくり資源
や、化学肥料の代替資源として積極的に活用す
るための施策を講じています。

　⑶　農薬の適正使用
　　 　農薬には、作物毎に農薬の残留基準値や使用
基準、注意事項等が設定されており、県では、
毎年度「岩手県農作物病害虫・雑草防除指針」
を作成して使用者の危被害防止、農産物の安全

性の確保及び農薬の効率的使用を推進するとと
もに、農薬による環境への影響を未然に防止す
るため、次のような指導を行っています。

　　①　農薬安全使用指導の徹底
　　　 　農薬危害防止運動（６月１日～８月31日）

を展開し、安全使用の徹底を図りました。農
薬危害防止運動期間中の主な実施事項

　　　・ 農薬適正販売・安全使用研修会を、７月に
開催（参加者250名）

　　　・ 農薬危被害防止のためのポスター、リーフ
レットの配付

　　　・ 広報機関、有線放送、広報車等による広報
宣伝

　　②　農薬取扱い者の資質向上
　　　 　農薬の取扱いに携わる者（販売者、旧防除

業者等）や農業適正使用を指導する者（JA
営農指導員、農家組織代表等）の資質向上を
目的とした農薬管理使用アドバイザー認定制
度（平成16年11月に農薬管理指導士認定制度
と農薬使用アドバイザー認定制度を一本化）
に基づき農薬管理使用アドバイザーを平成24
年度は79名を新たに認定し、1,265名となり
ました。農薬管理使用アドバイザーは、農薬
の販売や使用する場面において農業者等に必
要な情報を与え、注意を喚起しています。

２　優れた自然を活用した観光産業の振興
　 　県では、コーディネーターを設置し、被災経験
を踏まえた震災語り部ガイドや沿岸沿線各駅のグ
ルメを紹介する「駅-１」グルメ企画などにより
観光メニューの充実を図るとともに、内陸部と沿
岸部を結ぶ復興応援バスツアーの造成及びその拡
充を図るなど、地域の観光関係者が主体となった
着地型旅行商品づくりを支援しています。

ニタ携帯ソフトの開発
　　・積雪寒冷地における太陽電池の発電効果

２　三陸沿岸における海洋環境等の調査研究
　 　東日本大震災津波により海洋環境が著しく撹乱
されたことから､「いわて海洋研究コンソーシア
ム」に参画する海洋関係研究機関・大学等の連携
により、沿岸漁場等の水質等の海洋環境や生態系
の調査を実施しています。
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分野 研究成果名

病害虫
雑　草
防　除

○ 水稲有機栽培における機械除草を中心とした
除草体系
○ 施設ピーマンにおけるスワルスキーカブリダ
ニの放飼条件
○ 施設ピーマン・施設なすにおける光反射素材
の害虫進入抑制効果
○ ヒエを加害するイネヨトウの越冬世代羽化消
長とBT剤による防除時期

施　肥
○ 点滴かん水を利用した露地ピーマンのリン酸
減肥技術と導入効果
○ ほうれんそう産地における土壌中の硫酸イオ
ン蓄積の実態と蓄積要因
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【実施状況】
　１　二酸化炭素排出削減対策の推進
　　○ 　地球温暖化防止活動推進センターを中心として、各地域への地球温暖化防止活動推進員の派遣や

メールマガジンの発行等により、県民が身近にできる省エネルギーや節電の取組を促進しました。
　　○ 　「県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例」に基づく、CO2多量排出事

業者の地球温暖化対策計画の策定や報告を促すとともに、エコスタッフの養成や「いわて地球環境に
やさしい事業所」の認定等を通じて、排出抑制を図りました。

　　○ 　地域型復興住宅※3は長期優良住宅を標準とするなど、省エネルギー仕様の住宅の普及に努めまし
た。

　　　※3 　「地域型復興住宅」とは、地域の住まいの作り手である、建築士・設計事務所、工務店、専門工事業者、林業・
木材産業関係者、建材流通事業者等が連携して、住まい手となる方と手を取り合いながらつくる地域にふさわしい
良質で被災者の方が取得可能な価格の住宅。

　　○ 　公共交通の利用促進及びCO2の排出を抑制するため、関係団体と連携し､「無理なく｣、「できる範
囲」で自動車利用を抑制する『「減クルマ」チャレンジウィーク』を２地域（盛岡、滝沢、岩泉）で
実施し、185事業所、12,382人の参加がありました。

　　○ 　エコドライブの普及促進を図るため、核となる人材を育成（14名）するとともに、育成した人材を
講師としたエコドライブ講習会を開催（県内10か所、参加者97名）したほか、自動車関連団体を通じ
てリーフレットやステッカー等の配布を行い、駐停車時におけるアイドリングストップ等の普及啓発
を行いました。

　　○ 　クリーンエネルギー自動車への転換等を促進するため、地球温暖化防止活動推進センターが発行す
るメールマガジン等を通じた普及啓発に取り組みました。

　　○ 　主要交差点における混雑多発箇所の解消・緩和に向けて、引き続き、道路整備等の推進を図りまし
た。

　　○ 　県の補助事業や普及啓発等の実施と、国の補助事業や固定価格買取制度とが相まって、太陽光発電
を始めとした再生可能エネルギーの導入を促進しました。

　　○ 　国の補助金を活用して基金を造成し、災害時等に防災拠点となる施設への再生可能エネルギー設備
の導入促進を図ったほか、被災住宅等への太陽光発電設備の導入や、市町村との連携による大規模太
陽光発電施設の立地に向けたマッチング支援を行いました。

　　○ 　再生可能エネルギーを活用し、自立・分散型エネルギー供給体制の構築を推進するため、具体の市
町村をモデルとした調査研究を実施しました。

　　○ 　小水力エネルギーの導入促進に向け、農業水利施設を活用した小水力発電の導入可能性調査や発電
設備の概略設計を実施しました。

　　○ 　二酸化炭素の排出削減を促進するため、県内の豊富な木質資源を活用した木質バイオマスエネル
ギーの利用拡大に取り組みました。

　　○ 　建設費用に対する補助や岩手型住宅賛同事業者の募集・公表などにより、次世代省エネルギー基準
を満たす性能と県産木材活用を併せ持つ「岩手型住宅」の建設促進に努めました。

第３編　岩手県環境基本計画等の進捗状況
 第１章　平成24年度の主要施策の実施状況及び数値目標の達成状況

Ⅰ　低炭素社会の構築

岩
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Ⅲ
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　２　森林吸収による二酸化炭素吸収対策の推進
　　○ 　「いわて環境の森整備事業」を活用し、水源のかん養や県土の保全等の公益的機能の維持増進を図

るため、管理不十分な人工林の混交林誘導伐を実施しました。
　　○ 　森林の有する公益的機能の維持・増進を図るため、森林整備事業等の活用により間伐や伐採跡地へ

の再造林等を促進しました。
　　○ 　公共施設・公共工事や住宅への県産材の活用を促進するとともに、未利用木質資源の利用促進につ

ながる木質バイオマスエネルギーの利用拡大や、森林資源を活用した排出量取引等の普及啓発に取り
組みました。
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

1 ◎■▼温室効果ガス排出削減割合※ ％ （H20年）
△ 3.1

（H22年）
△ 10.2

（H32）
△ 30

2 ★▼一世帯当たり年間CO2 排出量 トンCO2/ 年
（H20年）

4.7 
（H22年）

4.7 4.0 

3 ★省エネ活動を実施している県民の割合 ％ （H22.1～ 2調
査）82.3

（H24.1～ 2調
査）88.2 90

4 ★エコスタッフ認定者数 人 903 1,188 2,000

5 ★いわて地球環境にやさしい事業所認定数 事業所 159 194 220

6 ★乗用車の新車販売に占めるクリーンエネ
ルギー自動車の割合 ％ 15.9 － 25

7 ★エコドライブ実施率 ％ 82.9 84.7 90

8 県内エネルギー消費量に対する再生可能エ
ネルギーの導入割合 ％ 12.3 （H23年）

13.6 17.3

9 ★住宅用太陽光発電設備導入数 世帯 6,250 13,207 19,871

10 ペレットの利用量 トン 3,937 4,498 （H26）
5,100

11 ★チップの利用量 トン 1,277 4,256 （H26）
10,000

12 ★◆三セク鉄道・バスの 1人当たり年間利
用回数 回 20.4 21.9 20.4

13 ◆公共交通機関利用者数 千人 27,378 28,600 26,283

14 ◆広域的なバス路線数 路線 57 61 57

15 ★県内の主要交差点における混雑多発箇所
の解消・緩和率 ％ （Ｈ22）

38.9 44.4 52.8

16 市街地における幹線道路の密度 ㎞／㎢ 2.03 － 設定しない

17 信号機の LED化率 ％ （H23）
39 42 45

18 長期優良住宅の認定戸数 戸 316 746 525
※平成22年の値については、二酸化炭素のみの値である。
指標名の凡例：
◎ 　目指す姿指標（指標のうち、計画における目指す姿のイメージが県民に伝わりやすい指標を、７本の施策の柱
ごとに「目指す姿指標」として設定）

■　不確実要素の介在等の理由から目標とする到達点の提示のみにとどめる指標
★　第２期アクションプラン共用指標
◆　現状維持指標（基準年次等の数値を維持することを目標とする指標）
▼　マイナス指標（基準年次等より数値を下げることを目標とする指標）⎩ －

－－
－－
⎧

⎩－－－－－
⎧
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　３　その他の温室効果ガス排出削減対策の推進
　　○　県民及び県内の事業者に対し、フロン製品の適正な使用及びフロンの適切な回収を周知しました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　省エネ活動に対する県民の意識は定着してきているものの、家庭部門や、商業・サービス業などの民
生業務部門においては、基準年（1990（平成2）年）に比べて二酸化炭素排出量が増加していることか
ら、温暖化防止いわて県民会議の構成団体と連携した省エネルギー対策と再生可能エネルギー導入促進
の２つを柱とした活動を拡大していくとともに、地球温暖化防止活動推進センターによる地球温暖化防
止活動推進員の派遣や省エネキャンペーン等により、家庭や地域における活動を推進していきます。

　○ 　クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため、国の補助制度等を有効活用した充電インフラ整備
など、環境整備に取り組みます。

　○ 　二酸化炭素の排出抑制と電力自給率の向上等を図るため、引き続き、太陽光や風力、地熱などの再生
可能エネルギーによる大規模発電施設の立地に向けた立地希望事業者へのマッチング支援や、低利融資
制度等による導入支援のほか、県内の事業者や市民団体等による地域に根ざした取組が増加していくよ
う、ポータルサイトを整備し、積極的な情報発信を進めていきます。

　○ 　東日本大震災津波の経験を踏まえ、災害時においても一定の電力を賄えるよう、県基金を活用して、
防災拠点となる施設への再生可能エネルギー設備の導入を計画的に進めるほか、被災住宅等への太陽光
発電設備の導入を支援していきます。

　○ 　災害時においても一定のエネルギーが供給できる災害に強いまちづくりを実現するためには、地域で
創出したエネルギーを地域で効率的に活用する仕組みづくりが重要であることから、再生可能エネル
ギーを活用した自立・分散型エネルギー供給体制の構築に関する調査結果の周知・啓発とともに、具体
のシステムづくりを行う市町村の支援を行います。

　○　森林の有する公益的機能の維持・増進を図るため、引き続き間伐等の適切な森林整備を促進します。
　○ 　県産材の活用を促進するためには、需要者が求める品質の確かな製品を安定的に供給する必要がある
ことから、工務店や木材供給者による県産材の供給体制整備に向けた支援を行います。

　○ 　フロン類回収量の報告率向上のため、引き続き、関係団体と協力して回収業者への周知を徹底しま
す。

　○ 　一般廃棄物については、一人1日当たりの排出量が増加に転じたことやリサイクル率が近年伸び悩ん
でいることから、引き続き県民への情報提供や３Rキャラクターを活用した普及啓発に取り組みます。
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

19 間伐実施面積 ha 12,139 7,583 （H24）
15,400

20 ★産業分野の木質バイオマス導入事業者数 事業者 （H22）
17 20 （H26）

30

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

21 フロン類回収量の報告率 ％ 98.2 90.2 100
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【実施状況】
１　廃棄物の発生抑制を第一とする３Ｒと適正処理の推進
　○ 　一般廃棄物について、市町村ごとのごみの排出・処理状況やごみ処理事業に関して、ホームページ等
を利用して情報提供を行いました。

　○ 　流通段階から消費段階におけるごみ減量化・リサイクルの促進を図るため､「エコショップいわて認
定制度」を運営し、平成24年度末で332店舗を認定しました。

　○ 　一定の基準を満たすリサイクル製品を「岩手県再生資源利用認定製品」として平成24年度に16製品を
認定し、ホームページ等でPRするとともに、県自ら優先的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大
を推進しました。

　○ 　「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、県内８事業者における産業廃棄物等の３Ｒの取組
を支援しました。

　○ 　一般廃棄物処理施設広域化の取組の進捗状況に応じて、市町村等の協議会に参画し、処理体制の構築
や施設整備・維持管理等に関する助言を行いました。

　○ 　「いわてクリーンセンター」の運営主体である財団法人クリーンいわて事業団に対し、運営費の貸付
等を行うとともに､「いわて第２クリーンセンター」については、PFI事業契約に基づき、運営・維持
管理モニタリングを行い、公共関与による産業廃棄物処理を推進しました。

　○ 　農業用廃プラスチックの発生抑制に向けた生分解性マルチフィルムの利用や、塩ビ・ポリ類等の再生
利用を推進しました。

　○　家畜排せつ物については、堆肥化により、土づくりの資材として有効活用を促進しました。
　○ 　公共工事において、再生材の利用・現場内の再利用・再資源化施設への搬出などに配慮した設計を行
い、廃棄物の発生抑制に努めました。

　○ 　下水道汚泥焼却灰については、原子力発電所事故に伴う放射能の影響により、セメント原料への利用
が進みませんでした。

　○　事業者が行う３Rの取組に対し情報提供や助言等を行い、事業者の省資源化を促進しました。

Ⅱ　循環型社会の形成
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

22 ◎★▼一般廃棄物最終処分量 千トン （H20）
53.8

（H23）
52.5 40

23 ◎★▼産業廃棄物最終処分量 千トン （H20）
70

（H23）
106 50

24 ★▼県民一人１日当たりごみ排出量 ｇ/日 （H20）
955

（H23）
926 859

25 ▼県民一人１日当たり生活系ごみ排出量 ｇ/日 （H20）
664

（H23）
644 560

26 一般廃棄物のリサイクル率 ％ （H20）
18.8

（H23）
18.7 30

27 ▼産業廃棄物排出量 千トン （H20）
2,035

（H23）
2,260 1,928

28 ◆産業廃棄物リサイクル率 ％ （H20）
63

（H23）
62 63

29 アスファルト・コンクリート再資源化率 ％ （H20）
96.4 － 98

30 コンクリート再資源化率 ％ （H20）
96.4 － 98

31 建設発生木材再資源化等率 ％ （H20）
91.2 － 95

32 ★◆自県内処理率 ％ （H20）
95.0

（H23）
96.4 96.6
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２　廃棄物の不適正処理の防止等
　○ 　「循環型地域社会の形成に関する条例」や、青森県・秋田県と同一内容の「県外産業廃棄物の搬入に
係る事前協議等に関する条例」と「岩手県産業廃棄物税条例」を運用し、廃棄物の適正処理を進めまし
た。

　○ 　産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、平成24年度末で99事業者を
認定（★★★24、★★52、★23）しました。

　○ 　広域振興局等に配置している産廃Ｇメン（産業廃棄物適正処理指導員）による監視指導を行うととも
に、警察や市町村等の関係機関との合同パトロールや北海道・東北６県・新潟県との広域連携によるス
カイパトロール、土日祝祭日の立入検査を実施し、不適正処理の監視体制の充実を図りながら、監視指
導を実施しました。

　○ 　各地域協議会、市町村協議会が主体となり組織的な回収を行うとともに、適正処理の啓発活動等に対
する支援や情報提供を行いました。

　○　地域における巡回指導や、処理施設整備の補助事業導入による支援を実施しました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　一般廃棄物については、一人１日当たりの排出量が増加に転じたことや、リサイクル率が近年伸び
悩んでいることから、引き続き県民への情報提供や３Rキャラクターを活用した普及啓発に取り組みま
す。（再掲）

　○ 　産業廃棄物については、排出量は減少しているものの、３Rに関する普及啓発を引き続き行うととも
に、３Rの取組が企業間、地域間に広がるよう支援や助言等を行います。

　○　産業廃棄物の不適正処理が後を絶たない状況にあるため、継続して監視指導等を行います。
　○ 　農業用廃プラスチックの排出量の抑制を図るために、長期展張性フィルムや生分解性マルチの利用を
促進するほか、再生利用率の向上に向けて、分別や異物の混入防止の徹底について、指導・注意喚起に
努めます。

　○ 　原子力発電所事故により、放射性物質に汚染された牧草、稲わら、堆肥、しいたけホダ木等の農林業
系副産物が大量に発生したことから、農家等の負担軽減や周辺住民への配慮から、処理に向けた一時保
管を促進します。

　○ 　漁業系廃棄物の適正処理や有効活用など水産分野の取組については、漁業の再開状況等を踏まえなが
ら、適宜、取組を促進します。

【実施状況】
１　豊かな自然との共生
　○ 　自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働により、移入
植物の駆除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャンペーンを実施し
ました。

　○ 　イヌワシの繁殖支援や希少植物の盗採防止活動などにより、希少野生動植物の保護・保全対策に取り
組みました。

　○ 　鳥獣保護区等の更新や、クマ・シカなどによる被害防除対策、狩猟捕獲等の促進による個体数調整、
生息状況調査などを実施し、野生生物保護管理対策の推進及び生息・生育環境の保全を図りました。

　○ 　野生鳥獣による農作物被害を防止するため、市町村協議会等が行う侵入防止柵の整備や捕獲機材の導
入等を支援しました。

　○ 　新規狩猟者確保のため、狩猟免許試験予備講習会を開催するとともに、受講者の利便を考慮し、狩猟
免許試験を休日に開催しました。

　○ 　農地や農業水利施設などの整備に当たっては、広域振興局等に設置している公共事業等に係る「希少
野生動植物調査検討委員会」において、学識経験者の助言を受け、必要に応じて、事業計画区域内に生
息する希少野生動植物の保全対策を実施するなど、生物多様性に配慮した事業実施に努めました。

Ⅲ　自然共生社会の形成
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

33 ★◆適正処理率 ％ 98.5 99.2 98.5

34 ◆家畜排せつ物法管理基準適用対象農家に
おける管理基準適合割合 ％ 100 100 100

35 ◆農業用廃プラスチック適正処理割合 ％ 100 － 100
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○ 　生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」により、人と自然
が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。

２　自然とのふれあいの推進
　○ 　県内11の自然公園の主要な地域に自然公園保護管理員を配置し、グリーンボランティア等との協働に
より、自然公園内のパトロールや利用者のマナー啓発活動等を実施しました。

　○ 　登山道、遊歩道、トイレなどの自然公園等の施設整備を行い、利用者の安全性・利便性の向上を図る
ことで、自然に触れ豊かな環境を知る機会を提供しました。

　○ 　早池峰地域保全対策事業推進協議会を開催し、関係機関と連携した利用者のマナー向上対策の推進
等、貴重な高山植物が多数生育する早池峰山の総合的な保全対策に取組みました。

　○ 　森林公園等を活用した森林環境学習等の実施により、森林の役割等について県民理解の醸成を図りま
した。

　○ 　中山間地域の森林を活用した自然とのふれあいを促進するため、関係団体と連携した里山の保全活動
及び森林環境教育等の活動、並びに企業等が行うボランティア活動等への支援を行いました。

　○ 　県民の森林づくりへの理解と参画を促進するため､「いわての森林づくり県民税」を活用し、里山林
の整備など、県民が主体的に行う森林づくり活動を支援しました。

　○ 　温泉資源の保護を図るため、動力装置許可申請者に対し、掘削した源泉からの適正な揚湯量と揚湯に
伴う既存源泉への影響について試験や調査を実施するよう求める「岩手県揚湯試験及び既存源泉影響調
査実施要領」を策定し、実施しています。

　　 　また、県内の主要源泉地域において、定点源泉の経年変化を把握するため、毎年度継続的に測定調査
を行い、温泉資源の保護と利用者の安全確保に努めました。

３　森林、農地、海岸の環境保全機能の向上
　○ 　「中山間地域等直接支払制度※4」を活用し、農業生産活動を通じて農地の多面的機能の維持・増進
に取り組む農業者を支援しました。

　　※4 　中山間地域等の農業生産条件が不利な地域において、耕作放棄地の発生防止、多面的機能の維持・増進のため、5
年以上農業生産活動を継続して実施することを約束した農業者に対し、交付金を交付する制度。

　○ 　「いわての森林づくり県民税」を活用した森林ボランティアによる県民の主体的な森林づくりの取組
を支援し、森林の環境保全機能に対する県民理解の醸成に努めました。

　○ 　岩手の森林を良好な状態で次の世代に引き継いでいくため､「いわての森林づくり県民税」を活用し
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

36
◎■大気や水がきれいに保たれ、自然や野
生動植物を大切にしながら生活することに
満足している県民の割合

％ （H22.1～2査）
　35.3

（H25.1～2調査） 
33.9 50

37 ◎■★イヌワシ繁殖率 ％ 12.5 21.2 21.9

38 ★地域協働による農地や農業用水などの保
全活動の協定数 協定 570 709 656

39 漁場環境保全活動に取り組む地区数 地区 5 3 設定しない

40 ★鳥獣保護区の指定面積 ha 145,300 145,433 （H 24）
147,089

41 ★鳥獣被害防止計画作成市町村数 市町村 （H22）
10 24 （H26）

25
42 ★グリーンボランティア人数 人 164 171 250
（注） 　鳥獣保護区の指定面積については、岩手県環境基本計画策定時には野生鳥獣との共生の実現を図るために拡

大していくこととしたところですが、その後県内で野生鳥獣による農林業被害が拡大する状況となったことか
ら、鳥獣保護区周辺で被害が発生している場合には、廃止や区域縮小を行うこととしました。

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

43 ◎★自然公園ビジターセンター等利用者数 人 136,031 256,433 150,000

44 グリーンボランティア人数（№42再掲） 人 164 171 250

45 県立広域公園利用者数 人 168,524 139,441 180,000
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た強度間伐を実施し、森林環境の保全に努めました。
　○ 　森林の有する公益的機能の維持・増進を図るため、森林整備事業等の活用により伐採跡地の再造林や
間伐等を促進しました。

　○ 　藻場・干潟の保全活動の促進のため、平成24年度は、２市町の３組織がモニタリング調査やウニの密
度管理等の保全活動を実施しました。

　○　東日本大震災津波により被災した海岸保全施設の復旧、整備等に取り組みました。
　○　土砂流出等の災害防止対策を目的として、砂防等施設の整備を推進しました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　シカの生息域拡大による農林業被害やクマの出没による人身被害などが発生していることから、野生
鳥獣と人との共存を図るための対策を継続して講じていく必要があります。

　　 　特に、最も多く発生しているニホンジカによる被害を防止するため、第４次シカ保護管理計画を策定
し、市町村、狩猟者団体等との連携のもと捕獲の強化に重点を置いた保護管理施策を実施します。

　○ 　農地の多面的機能の維持・増進のため、引き続き「中山間地域等直接支払制度」を活用しながら、中
山間地域において適切な農業生産活動が継続されるよう農業者を支援します。

　○ 　生物多様性の保全の観点から、引き続き、農地や農業水利施設などの整備・管理において、農家の理
解や地域住民の合意のもと、生物の生息・生育環境を維持・形成する取組を推進します。

　○　森林の有する公益的機能の維持・増進を図るため、引き続き間伐等の適切な森林整備を促進します。
　○ 　藻場・干潟の保全については、津波による影響や地域の復興状況等を踏まえながら、保全に向けた取
組を促進します。

【実施状況】
１　大気環境の保全
　○ 　八幡平国立公園内にある国設酸性雨測定所の管理運営の委託を受けて、酸性雨原因物質の長距離輸送
の機構解明、酸性雨による生態影響の監視等を行いました。また、酸性雨による生態系への影響を把握
するため、森林植生モニタリング（樹木衰退度調査）を実施しました。

　○ 　関係団体と連携のうえ、フロンの適切な回収の周知を実施しました。
　○ 　大気の汚染実態の把握のため、大気環境の常時監視を実施しました。また、大気環境における有害大
気汚染物質の常時監視を実施するともに、事業者に対して排出又は飛散の抑制等を啓発し、事業者の自
主的な排出等の抑制を促進しました。

　○ 　新幹線の騒音・振動測定を実施し、測定結果を事業者へ情報提供するとともに、環境基準が未達成な
地域の騒音等の防止対策の推進について各事業者に要望しました。

　○ 　悪臭公害は、近年、発生源が飲食店やサービス業等多岐にわたっていることから、市町村と連携して
悪臭発生の防止について周知しました。

Ⅳ　安全で安心できる環境の確保 岩
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

46 ◆森林面積 千 ha （H21）
1,179

（H23）
1,172 1,179

47 ◆中山間地域等直接支払制度に取り組む面
積 ha （H22）

22,268 22,719 （H26）
22,268

48 漁場環境保全活動に取り組む地区数
（№39再掲） 地区 5 3 設定しない

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

49 ◎★◆大気の二酸化窒素等環境基準達成率 ％ 100 100 100

50 ◆有害大気汚染物質の環境基準達成率 ％ 100 100 100

51 ◆光化学オキシダント注意報の年間発令日
数 日 0 0 0

52 ◆新幹線鉄道の騒音環境基準達成率 ％ 71 80 71
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２　水環境の保全
　○ 　公共用水域や地下水の水質を把握するため、256地点の公共用水域、189地点の地下水の環境基準
等の状況を測定したところ、公共用水域のＢＯＤ等の環境基準達成率は96.3%であり、全国平均87.4%
（H24）と比較すると高い数値であることから、水環境は良好に保全されています。

　○ 　水道水の安全性の確保を図るため、水道水源における農薬類及びクリプトスポリジウム等の水質検査
を実施しました。

　○ 　市町村の公共下水道や農業集落排水処理施設等に係る事業に対し財政的支援を行い、汚水処理施設の
整備を促進しました。

　　 　また、家庭の生活排水による水環境への影響について、小学生を対象に浄化槽出前講座を開催し、普
及啓発を図りました。

　○ 　旧松尾鉱山から排出される坑廃水の中和処理を確実に実施し、長期安定的な対策の確立に努めるな
ど、北上川清流化を推進しました。また、その取組を広く県民へ周知し、ＮＰＯ等による旧松尾鉱山跡
地での植樹活動等を支援しました。

３　土壌環境及び地盤環境の保全
　○　地下水の常時監視により、市街地等の土壌汚染状況の早期発見に努めました。
　○　汚染が確認された区域において、汚染土壌が適切に措置されるよう監視・指導を実施しました。

４　化学物質の環境リスク対策の推進
　○ 　事業者が作成した環境報告書を県のホームページで紹介する「いわて環境報告書バンク」の取組を実
施しました。

　○　事業者主催による「地域とはじめる環境報告会」について、引き続き県等が開催を支援しました。
　○　環境中及び発生源のダイオキシン類の常時監視を実施しました。

５　監視・観測体制の強化・充実と公害苦情等への的確な対応
　○　平成21年に新たに環境基準が設定された微小粒子状物質（PM2.5※5）の監視体制を整備しました。
　　※5 　大気中に浮遊する粒子状物質のうち、粒径2.5マイクロメートル以下のものをいい、肺の奥深くまで入りやすいた

め、呼吸器疾患やぜんそく等の原因となると考えられています。
　○ 　県内の公共用水域の常時監視について、東日本大震災津波の影響により年間計画を一部変更して実施
しました。特定事業場に対する立入調査を実施し、排水基準を超過した事業場に対して指導を行いまし
た。
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

53 ◎★◆公共用水域の BOD等環境基準達成
率 ％ 96.5 96.3 96.5

54 ★◆排水基準適用の事業場における排水基
準達成率 ％ 100 100 100

55 ◆地下水の環境基準達成率 ％ 100 94.8 96

56 ▼未処理家庭雑排水量 千㎥ /日 77 66 52

57 ◆岩手県水道水質管理計画に基づく水道事
業者等による監視の実施割合 ％ （H20）

95.2 100 100

58 ★◆新中和処理施設放流水質基準達成率 ％ 100 100 100

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

59 ◆土壌の環境基準達成率 ％ 100 96.1 98

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

60 ★環境報告書作成企業数 企業 － 43 130

61 ◆化学物質の環境基準達成率 ％ 100 100 100

62 ◆PRTR排出量等の届出率 ％ 100 100 100

63 ◆ダイオキシン類の環境基準達成率 ％ 100 100 100
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　○　被災地における大気中アスベスト濃度を測定し、生活環境への影響を調査しました。
　○　県と各市町村間で公害苦情等の連絡を密にするとともに、情報共有を徹底しました。
　○ 　大気中の放射線量を測定・公表するとともに、生活環境の放射線量が比較的高く、除染実施計画を策
定した市町（一関市、奥州市、平泉町）を中心に除染等の実施を支援しました。

６　環境影響評価制度の適切な運用、適正な土地利用の促進
　○ 　岩手県環境影響評価条例に基づき、事業者から届出のあった建築物の新築等１件について、岩手県環
境影響評価技術審査会を開催（８月）し、専門的な見地からの意見をいただき、事業の実施に際して適
切に環境配慮がなされるよう事業者に助言・指導を行いました。

　○ 　岩手県土地利用基本計画（計画図）の変更17件について、国及び市町村と協議のうえ岩手県国土利用
計画審議会に諮問し、承認されました。

　○ 　国土利用計画法施行令の規定に基づく地価調査について、不動産鑑定評価を委託して基準地の標準価
格を判定し、一般の土地取引価格の指標となるよう公表しました。

　○ 　被災した沿岸市町村の地価動向を把握するため、短期地価動向調査に係る不動産鑑定評価を委託（基
準日：4/1、10/1、1/1）し、調査した結果、国土利用計画法の規定に基づく監視区域の指定が必要な状
況にないことを確認し、引き続き平成25年度も調査を継続することとしました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　微小粒子状物質（PM2.5）について、大気常時監視測定局における大気中濃度の監視のほか、発生源
を把握するための成分分析を実施します。

　○ 　公害苦情等の適切かつ迅速な解決を図るため、今後とも、市町村や県における必要情報の収集・共有
化を図ります。

　○ 　公共用水域や地下水の水質監視を実施するとともに、工場・事業場の排出水の監視・指導を実施し、
環境基準の維持・達成が図られるように取り組みます。

　○ 　「いわて環境報告書バンク」の取組について、事業者等に周知を行い、県のホームページで紹介する
環境報告書を増やすとともに、環境報告書を作成する事業者等の取組を支援します。

　○　除染実施計画策定市町を中心に、生活環境における除染等の放射線影響対策の取組を推進します。

【実施状況】
１　快適で安らぎのある生活空間の保全と創造
　○ 　生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」により、人と自
然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。

　○ 　省エネルギー資材である木材の利用拡大を促進するとともに、地域の森林資源を活用した再生可能エ
ネルギーである木質バイオマスエネルギーの利用拡大に取り組みました。

　○ 　「岩手県汚水処理実施計画」を策定するとともに、市町村の公共下水道や浄化槽などの汚水処理施設
に係る事業へ財政的な支援を行い、地域の実情を踏まえた汚水処理施設の整備を促進しました。

　○ 　市町村や県民に対して､「岩手県景観計画」のリーフレットを配布し、県土全体についての目指すべ
き景観像等の普及啓発に取り組みました。

　○ 　国の補助金を活用して、水道未普及地域解消や老朽管路更新事業などの促進を図り、市町村が行う水
道施設の計画的な整備推進に向けた支援を行いました。

Ⅴ　快適でうるおいのある環境の創造
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

64 ◆光化学オキシダント注意報の年間発令日
数（№51再掲） 日 0 0 0

64-2 ◆モニタリングポストの年間稼働台数 台 （H24）10 10 10

64-3 ★◆除染実施計画に位置付けた市町村のうち除染等実施市町村の割合 ％ （H24）100 100 100
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２　歴史的文化的環境の保全
○ 　平成23年６月､「平泉の文化遺産」が世界文化遺産に登録となり、史跡整備をさらに推進するととも
に、保存管理の大切さや平泉の価値について理解を深めるための普及啓発を展開しました。
○　そのほかの文化財についても、史跡等の整備、災害復旧等の事業を推進しました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　県産材の利用を促進するため、県産材を活用した住宅を提案する、いわて森の棟梁の育成に取り組む
とともに、木質バイオマスエネルギーの大口の需要先として期待される産業分野への利用を拡大させる
ため、木質バイオマスコーディネーターによる技術指導等に取り組みます。

 
【実施状況】
１　環境学習の推進
　○ 　学校における環境教育は、関係教科、特別活動や総合的な学習の時間において、それぞれ教科・科目
等の目標に即して実施しました。また、学校における環境教育を効果的に行うために環境学習副読本や
教師用手引書を作成し、県内の全小学校に配布しました。

　○ 　水生生物による水質調査は、190団体、延べ5,507人の参加のもと、128河川の延べ231地点で実施し、
水質保全意識の高揚を図りました。

　○ 　「水の週間（８月１日から１週間)」行事の一環として、広く水に対する関心を高め、理解を深める
ことを目的に、次代を担う中学生を対象とした水の作文コンクールを実施しました。この結果は、作文
集として取りまとめ関係者に配布するとともに、県のホームページに掲載し周知を図りました。

　○ 　環境学習交流センターにおいて、環境学習広報車「エコカーゴ」を活用し、県内各地のイベントや学
校等を訪問する出張環境学習会等を開催したほか、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派
遣、環境に関する講師派遣や見学受入等を行う企業・団体を環境学習応援隊として登録・周知すること
により、地域での環境学習を支援しました。

　○ 　地域で地球温暖化対策の意識啓発等に取り組む地球温暖化防止活動推進員の活動を支援するため、情
報共有と課題解決に向けた意見交換を行う場を設定しました。

Ⅵ　環境を守り育てる人材の育成と協働活動の推進
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

65 身近な水辺空間の環境保全等に取り組む団
体数 団体 42 54 50

66 県民一人当たり都市公園面積 ㎡ 13.7 14.2 14.9

67 ★水洗化人口割合 ％ 61.9 66.6 72.4

68 長期優良住宅の認定戸数（№18再掲） 戸 316 746 525

69 まちづくりアドバイザー派遣件数 件 56 68 85

70 ★県管理道路における無電柱化延長 ㎞ 24.6 24.6 （H26）
27.9

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

71 ◎■本県の歴史遺産や伝統文化に誇りや愛
着を持つ県民の割合 ％ （H22.1～2調査）

59.3 － 70

72 登録有形文化財（建造物）登録件数 件 72 76 100

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

73 ◎省エネ活動を実施している県民の割合
（№３再掲） ％ （H22.1～2調査）

82.3
（H24.1～2調査）

88.2 90

74 地球温暖化を防ごう隊実施学校数 校 282 418 800

75 ★◆環境学習交流センター利用者数 万人 3.7 4.5 4

76 ★水生生物調査参加率 ％ （H23）
6.3 8.1 8
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２　環境に配慮した行動・協働の推進
　○ 　地球温暖化防止活動推進センターを中心として、より省資源や省エネルギー等の環境に配慮した取組
の普及啓発を図るとともに、地球温暖化防止活動推進員の派遣事業により、地域の自治会や住民団体等
の研修会等で環境配慮への意識啓発を図りました。

　○ 　「アドプト活動※6」や「農地・水保全管理支払交付金」など地域協働の取組への支援により、農地・
農業用水など地域資源の保全活動を促進しました。

　　※6 　道路や水路等の公共施設の一部区域・区間を「養子」とみなして、住民・団体・企業等が「里親」となり､「養
子」となった施設の一部区域（区間）を責任を持って保守管理する制度。

　○ 　河川等の身近な社会資本の維持管理について、住民との協働による草刈りや清掃等を実施しました。
なお、東日本大震災津波の影響により、海岸の環境美化活動は実施しませんでした。

　○ 　東日本大震災津波の発生に伴う発電所の被災により、電力の需給が逼迫したことから、岩手県節電対
策実行計画を策定し、夏季における県関係施設のより一層の節電・省エネに取り組んだほか、グリーン
購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めました。なお、岩手県エコマネジメントシ
ステムについては、平成23年以降、震災対応を優先するため、事業休止しています。

　○ 　環境学習交流センターや地球温暖化防止活動センターにおいて、メルマガや広報誌を作成するととも
に、環境に関する企画展を開催するなど、県民への環境情報を提供しました。

　○ 　事業者が作成した環境報告書を県のホームページで紹介する「いわて環境報告書バンク」の取組によ
り、県民等への情報提供を行いました｡（再掲）

３　県域を越えた連携、国際的取組の推進
　○ 　平成20年度に設置した「北海道・北東北地球温暖化対策推進本部」を中心に、北海道・北東北三県が
連携した普及啓発や環境学習等の取組を検討・調査するとともに、６月の環境月間等では学校や図書館
等へ読書や読み聞かせの実施を呼びかける共同行動を実施しました。

　○ 　有機フッ素化合物に関する国際共同研究を推進するため、中国及び韓国の大学と締結している共同研
究の覚書に基づき、分析技術指導、現地調査指導及び分析精度管理指導を行いました。また、平成24年
７月に本県で開催された「いわて国際環境シンポジウム」では、国内外のトップレベルの研究者による
研究成果が発表されました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　県民の環境問題に対する関心は高いものの、具体的な行動に必ずしも結びついていないことから、環
境学習交流センターを通じて、環境アドバイザー、環境学習広報車等を派遣するなど、より一層動機付
けにつながるような環境学習機会の拡充を図ります。

　○　学校等が行う水生生物調査、星空観察会等の体験的な環境学習を支援します。
　○ 　過疎化・高齢化による集落機能の低下などを背景に、多様な主体の参画による農地・農業用水など地
域資源の保全活動が求められていることから、地域協働による保全活動を積極的に支援し、農業・農村
が有する多面的機能の維持・増進を図る必要があります。

　○ 　東日本大震災津波による被災以降、休止している岩手県エコマネジメントシステムについて、震災対
応に支障のない範囲で再開し、県として、環境に配慮した行動を率先して実行していきます。

　○ 　有機フッ素化合物による環境汚染に関する研究及び分析技術等の国際交流の推進のため、今後も、研
修員の受入や現地での指導による環境技術支援を行います。また、こうした支援を通じ、環境保全に関
する国際協力を推進し、国内外の研究機関との共同研究等の関係を良好に維持、発展させていきます。
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

77 ◎省エネ活動を実施している県民の割合
（№３再掲） ％ （H22.1～2調査）

82.3
（H24.1～2調査）

88.2 90

78 ◎環境報告書作成企業数(№60再掲） 企業 － 43 130

79 身近な水辺空間の環境保全等に取り組む団
体数（№65再掲） 団体 42 54 50
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【実施状況】
１　環境関連産業の振興
　○ 　「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、県内８事業者における産業廃棄物等の３Ｒの取組
を支援しました｡（再掲）

　○ 　小水力エネルギーの導入促進に向け、農業水利施設を活用した小水力発電の導入可能性調査や発電設
備の概略設計を実施しました｡（再掲）

２　自然共生型産業の振興
　○ 　エコファーマーや環境保全型農業直接支援対策等の制度を活用しながら、環境に優しい農業への取組
を推進することにより、環境に配慮した持続的農業の実践者が増加しました。

　○ 　農産物の安全性や品質向上、消費者や食品事業者等の更なる信頼を確保することを目的に、ＧＡＰ
（農業生産工程管理）※7の取組を推進し、ＧＡＰ取組産地数は平成24年度末で74産地となりました。

　　※7 　農業者自らが、栽培準備から出荷・調製までの各段階で、記録、点検・評価により食品安全、環境保全、農産物の
品質、労働安全等を改善する生産工程管理手法。

　○ 　効率的な施肥管理を行うことで土壌環境負荷低減や肥料コストの低減が可能となる補給型施肥の普及
拡大を推進し、この結果、補給型施肥導入に取り組む産地は27産地となりました。

　○ 　酪農の堆肥適正還元に対する交付金や畜産公共事業による臭気対策を備えた畜舎整備などの国事業を
活用し、環境への負荷軽減対策を促進しました。

　○ 　農業集落排水施設などの汚水処理施設に係る事業へ財政的支援を行い、農業集落における生活環境基
盤の整備を促進しました。

　○　森林資源の循環利用を図るため、伐採跡地への再造林や間伐等の森林整備を促進しました。
　○ 　製材工場と工務店等とのマッチングによる県産材の利用促進に取り組むとともに、未利用間伐材等の
木質バイオマスエネルギー利用や木質バイオマス燃焼機器設置事業者による排出量取引等への参加支援
に取り組みました。

　○ 　漁業資源の持続的利用に向け、漁協等において新たに30件の資源管理計画を策定し、計画数は累計で
135件となりました。

　○ 　東日本大震災津波や原子力発電所事故の影響により、首都圏や北海道、関西の学校からの体験型教育旅行
受入学校数が減少したことから、受入地域の協議会や観光団体、県等が連携し誘致活動等に取り組みました｡

　○ 　木炭の安定的・持続的な生産に向け、高品質な製炭技術の継承や意欲ある担い手の育成、販路拡大の
ための流通関係者との意見交換や販売促進活動に取り組みました。

Ⅶ　環境を守り育てる産業の振興
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№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

80 ★産業・地域ゼロエミッション推進事業に
よる事業者等支援数 件 46 72 80

81 ★農業水利施設を活用した小水力発電施設
数 施設 （H23）

3 4 6

№ 指　標　名 単位 基準年次
（H21年度）

現　状
（H24年度）

目標値
（H27年度）

82 ◎環境保全型農業実践者数 人 22,300 28,750 30,000

83 ★環境保全型農業に取り組む産地数 産地 （H22）
33 35 71

84 漁場環境保全士の認定 人 28 － 設定しない

85 間伐実施面積（№19再掲） ha 12,139 7,583 （H24）
15,400

86 ★産業分野の木質バイオマス導入事業者数
（№20再掲） 事業者 （H22）

17 20 （H26）
30

87 ペレットの利用量（№10再掲） トン 3,937 4,498 （H26）
5,100

88 ★チップの利用量（№11再掲） トン 1,277 4,256 （H26）
10,000

89 グリーン・ツーリズム交流人口 万人 440 430 設定しない

90 ★体験型教育旅行受入学校数 校 （H22）
364 144 （H26）

360
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３　環境に関する科学技術の振興
　○ 　県環境保健研究センターでは、大学等の関係機関と共同で、バイオマス燃料を活用した新エネルギー
開発に取り組みました。

　○ 　県工業技術センターでは、下水汚泥焼却灰をアスファルト材料やリチウムイオン２次電池材料に活用
するための研究開発に取り組みました。

　○ 　県農業研究センターでは、天敵や光反射資材を利用した野菜や果樹の害虫防除法の開発などに取り組
みました。

　○ 　県畜産研究所では、県工業技術センター等と共同で、空気清浄機能を有する畜舎用換気装置の開発と
実用化に取り組みました。

　○ 　東日本大震災津波からの復興に向け、海洋研究機関や県内大学等との連携体制の構築を推進しまし
た。

　○ 　東日本大震災津波による漁場や海洋資源への影響を把握するため、漁場環境調査や資源量調査等を実
施しました。

【主な課題と今後の取組】
　○ 　環境関連産業の振興のため､「産業・地域ゼロエミッション推進事業」の有効活用等により事業者等
の３Ｒの取組を支援します。

　○ 　体験型教育旅行実施学校数の震災前の水準への早期の回復を目指し、観光団体等と連携し県外での
PR活動を実施するとともに、緊急時にも安全を確保することができる受入体制の構築に向けた安全対
策研修会を開催します。

　○ 　農産物の安全性や品質向上、消費者や食品事業者等の更なる信頼確保を目指し、ＧＡＰ（農業生産工
程管理）の取組を推進します。

　○ 　土壌環境負荷低減や肥料コストの低減につながる補給型施肥の更なる導入に向け、実証圃の設置や研
修会を開催し、関係機関とともに補給型施肥導入産地の拡大を図ります。

　○ 　環境負荷を低減するために開発された農業技術について、各地域における実証等の成果を踏まえたう
えで、生産現場に対し速やかに普及を図ります。

　○ 　堆肥処理やエネルギー利用による家畜排せつ物の地域循環型の取組を促進するため、更なる耕畜の連
携や施設整備の補助事業導入を支援します。

　○ 　県産材の利用を促進するため、県産材を活用した住宅を提案する、いわて森の棟梁の育成に取り組む
とともに、木質バイオマスエネルギーの大口の需要先として期待される産業分野への利用拡大や排出量
取引等への参加促進に取り組みます。

　○　森林資源の循環利用を図るため、間伐等の森林整備を促進します。
　○ 　環境との調和に配慮しながら水産業の早期復興を図るとともに、関係団体等と連携しながら、漁業資
源の持続的利用や漁場環境の回復・保全に向けた取組を推進します。
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■ 　河川整備、森林整備等を実施したほか、水環境のモニタリング等を通じた水質監視、汚水処理施設の整
備による生活雑排水対策等に取り組んだ結果、公共用水域のBOD等環境基準達成率が良好に推移するな
ど、健全な水環境が維持されました。

第２章　平成24年度いわての水を守り育てる施策の実施状況について
１　水環境の保全及び水資源の確保に関する施策

⑴　水環境の保全・水資源の確保（環境生活部、県土整備部）

　ア　公共用水域及び地下水の水質保全
　　 　247地点の公共用水域、189井戸の地下水質の
水質測定を実施しました。公共用水域のBOD
等環境基準達成率は96.3％と高い数値であるこ
とから、水環境は良好に保全されています。

　イ　北上川清流化確保対策
　　 　旧松尾鉱山の坑廃水による北上川の水質汚濁
を防止するため、新中和処理施設において処理
を実施しました。

　ウ　工場・事業場監視
　　 　公共用水域及び地下水の水質保全のため、有
害物質を使用し、又は排水量が多い工場・事業
場の排水の検査を行い、排水基準を超過するな
ど違反が認められた場合、改善を指導しました｡

　エ　ダイオキシン類環境モニタリング
　　 　大気、公共用水域及び地下水におけるダイオ
キシン類の常時監視等を行い、全てにおいて環
境基準を達成していることを確認しました。

　オ　水道水源の水質監視
　　 　県内５市１町の水道水源９地点において、農
薬類96項目の水質検査を実施し、水道水源の水
質について監視を行いました。平成24年度の検
査において、農薬類の管理目標値を超過した地
点はありませんでした。

　カ　汚水処理施設の整備
　　 　下水道や浄化槽などの汚水処理施設の整備
を進めたことにより、水洗化人口が58千人分

増加し、生活雑排水が適正に処理されて川な
どに流れるようになりました（H20：818千人
⇒H24：876千人)。

　　キ　放射性物質モニタリング
　　 　公共用水域（河川37地点、海域２地点、海水
浴場２地点）及び地下水（22地点）の水質測定
等を実施しました。

　　 　その結果、放射性ヨウ素については、全地点
において不検出でした。放射性セシウムについ
ては、公共用水域等の水質全地点で不検出と
なっていますが、河川の底質及び河川敷土壌で
検出されています。しかし、その濃度は昨年度
に比べ低下傾向にあります。また、周辺環境の
空間線量率についても、県で測定している一般
環境と同程度であり、低下傾向を示していま
す。

　　 　また、盛岡市及び放射性物質特措法に基づく
汚染状況重点調査地域である一関市、奥州市、
平泉町の水道水の放射性物質濃度を測定しまし
た。平成24年度の調査では、放射性ヨウ素及び
放射性セシウムは全地点で不検出でした。

　＜主な事業＞
　水質保全対策費
　休廃止鉱山鉱害防止事業費

　＜主な事業＞
　水質検査費

⑵　河川などの生態系の維持及び多様な生物が生息できる親水空間の創造
（県土整備部、農林水産部、環境生活部）

　ア　多自然川づくりの取組
　　 　河川の維持・改修工事等において、河川が本
来持つ多様な生物の生息・生育環境及び良好な
水辺空間の保全と創出を図る「多自然川づく
り」を実施しました。

　＜主な事業＞
　広域河川改修事業
　総合流域防災事業
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⑶　森林及び水田が持つ水源かん養機能の維持及び増進（農林水産部）

⑷　都市部の道路又は公園における雨水の浸透面の保全等（県土整備部）

　イ　生物多様性に配慮した農村環境の整備
　　 　農業農村整備事業の実施に当たっては、振興
局等に設置している公共事業等に係る「希少野
生動植物調査検討委員会」において、学識経験
者の助言を受け、事業計画区域内に生息する希
少野生動植物等の状況確認のほか、必要に応じ
て動物の移送や植物の移植など、希少野生動植
物の生息環境を維持・形成する取組を推進し、
環境との調和に努めました。

　　 　また、中山間地域等直接支払交付金を活用
し、水路・農道の管理など地域の共同取組活動
を支援しました。

　＜主な事業＞
　農業農村整備事業
　中山間地域等直接支払事業

　＜主な事業＞
　条例指定種等保護事業費

　ウ　希少野生動植物の保護
　　 　平成14年に指定した指定希少野生動植物16
種、特定希少野生動植物10種の監視や保護対策
を実施しました。

　ア　森林の環境保全の向上
　　 　森林の水源かん養機能を維持増進するため、
伐採跡地への再造林や間伐等の森林整備を実施
しました。

　イ　いわて環境の森の整備
　　 　「いわての森林づくり県民税」を活用し、水
源のかん養や県土の保全等の公益的機能の維持
増進のため、管理不十分な人工林の混交林誘導
伐等を実施しました。

　ウ　環境保全型農業の普及
　　 　環境に配慮した持続的な農業を広く普及定着
せるため、水田での農薬、化学肥料の使用量を
削減する営農活動の支援を実施しました。

　＜主な事業＞
　農業用水水源地域保全対策事業

　エ　中山間地域等直接支払交付金制度を活用し、
　　 　地域の住民による農業用排水設備の整備や、
耕作放棄地の発生防止等により、水源かん養や
洪水防止等の多面的機能を維持しています。

　オ　良質な農業用水の安定的な供給には、森林の
　　 　水源かん養機能の維持増進が必要なことか
ら、農業用水と水源林の関わりを学ぶ体験学習
会の開催など、地域住民等が水源地域への理解
を深めるための普及啓発活動を支援しました。

　＜主な事業＞
　広域公園整備事業

御所湖広域公園　町場地区
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施し、公園における雨水の浸透面の保全等を行い
ました。
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■ 　水道水の安定供給や水質の安全確保を図るため策定した「いわて水道ビジョン」に基づき、広域的な水
資源の活用の方向性を示す「中部圏域広域的水道整備計画」を策定したほか、その他の用水において合理
的・効率的な水の利用を促進する取組を行いました。

２　効率的で持続的な水の利用を推進する施策

　ア　「いわて水道ビジョン」の推進
　　 　水道水の安定供給や水質の安全確保を図るた
め策定した「いわて水道ビジョン」に基づき、
広域的な水資源の活用の方向性を示すものとし
て、「中部圏域広域的水道整備計画」を策定し
ました。

　イ　農業水利施設の整備
　　 　ダムや用水路等の基幹的農業水利施設の長寿
命化を図るため、機能保全計画の策定と劣化状
況に応じた機能保全対策工事を実施したほか、
用排水路を整備し、効率的な農業用水の利用を
推進しました。

　ウ　工業用水
　　 　施設の改良・修繕を計画的に実施しながら、
良質な水質の工業用水を工業団地に供給してい
ます。

　　 　さらに、将来にわたる安定供給の維持が図ら
れるよう、送配水管等の施設の老朽化対策につ
いて調査・検討を進めています。

　エ　下水熱の活用
　　 　下水熱を回収し、盛岡駅西口地区に空調用冷
温水を供給する地域熱供給事業を平成７年度か
ら実施し、下水が持つエネルギーの効率的な利
用を図っています。

下水熱回収施設

⑴　生活用水、農業用水、工業用水その他の用水の合理的又は効率的な利用
（環境生活部、農林水産部、企業局、県土整備部）

　＜主な事業＞
　経営体育成基盤整備事業
　中山間地域総合整備事業
　基幹水利施設ストックマネジメント事業

　＜主な事業＞
　中部圏域広域的水道整備計画策定事業費

　ア　河川水の適切な利用
　　 　県有の農業用水利権について、営農状況の変
化等に応じた見直しを実施しています。

　イ 　県が管理する311河川について、ダムや主要
河川において流量観測を実施し、河川水量を的
確に把握するとともに、河川水の利用について

⑵　地下水及び河川水の適切な利用（農林水産部、県土整備部）

調査・調整を行い、適正な管理及び許認可を実
施しました。

　＜主な事業＞
　河川管理事務

⑶　節水型の機器・設備の導入促進（環境生活部）

　 　環境学習交流センターの環境企画展において、
企業協力のもと節水型トイレの展示などを行い、
節水型機器の導入促進について普及啓発を行いま
した。
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■ 　県の公共施設整備等において水の有効利用を行う設備の率先導入と情報発信を行うとともに、水需給の
動向調査を実施するなど、県内への普及啓発や調査等に取り組みました。

３　水の有効利用を推進する施策

⑴　公共施設等における雑用水・雨水設備の導入促進と情報発信（政策地域部ほか）

　 　近年では、雪自体の持つ冷熱エネルギーを有効
なエネルギー源と捉え活用が進められており、導
入した施設の取組をホームページやパンフレット

　ア 　盛岡駅西口の「いわて県民情報交流センター
（アイーナ)」において、雨水利用や中水道利
用施設等を導入するとともに、ホームページや
県民向けの施設見学において紹介するなど普及
啓発を行っています。

アイーナ施設見学

　イ 　二戸地区合同庁舎において雨水貯留施設を設
け、トイレの洗浄水として利用するなど率先導
入を行っています。

雨水貯留施設（二戸地区合同庁舎)

⑵　温泉水、雪及び氷の特性を活かした地域の取組の奨励（環境生活部）

を通じて紹介するなど、普及啓発を行っていま
す。

⑶　水の有効利用に関する技術開発及び調査研究の推進（環境生活部）

　 　県内及び全国の水需給の動向を把握し、将来的
な水需給計画の基礎資料とするため、全国水需給

動向調査などを行っています。

■ 　県民・事業者等が実施する活動に対する顕彰として「水と緑を守り育てる活動知事感謝状」を４団体１
個人に贈呈したほか、水生生物調査等を通じた親水・水の価値の再認識の取組を推進し、参加者数で全国
３位になるなど活発な活動が展開されました。

４　水の価値を再認識するための施策

⑴　生態系の調査及び保護に関する情報の発信（環境生活部）

　ア 　県内の128河川231地点において、地域の小学
校や環境保全団体の5,507名が「水生生物によ
る水質調査」を実施しています｡（本県の参加
者数は、岐阜県、愛知県に次いで全国３位）県
としても、振興局の担当者による支援や講師派
遣等により実施を支援するとともに、その結果
を「水生生物を指標とした岩手県の河川水質
マップ」としてまとめ、関係機関や参加団体等
に広く配布し、周知を行っています。

　イ 　公共用水域・地下水等の水質やダイオキシン
類の測定を実施するとともに、結果をホーム
ページや環境報告書上で公表しました。

　＜主な事業＞
　環境保全対策費（水生生物調査）
　水質保全対策費
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⑵　学校及び家庭における水の大切さに関する環境学習の奨励（教育委員会、環境生活部、農林水産部）

　ア　学校における環境教育の推進
　　 　学校における環境教育は、関係教科、特別活
動や総合的な学習の時間において、それぞれの
教科・科目等の目標に即して取り上げられてい
ます。

　　 　学校ごとに地域の河川等の清掃活動やそれに
関わる調査活動等を通して地域の水について学
ぶとともに、よりよい環境づくりを目指した実
践が行われています。

　イ　環境学習の支援
　　 　盛岡駅西口の「いわて県民情報交流センター
（アイーナ)」に設置している「環境学習交流
センター」において、地域の自然体験・環境学
習等への講師派遣や、環境学習広報車を活用
し、地域に出向いて環境学習を行う「出前環境
講座」等により、学校・地域における環境学習
の取組を支援しています。

　　 　また、学校における環境学習の支援を図るた
め、北東北３県の環境に関する児童向け環境副
読本を作成し、県内の小学校５年生全員に配布
し、水の大切さや地域の環境調査等を紹介して
います。

　ウ 　小中学校や地域の団体に対し、水生生物調査
への参加の呼びかけを行うともに、出前講座の
実施等を行い、水環境への関心を高めるよう支
援しました。

　エ　農業農村整備事業における生きもの調査
　　 　農業農村整備事業の計画・実施区域内におい
て、農家や地域住民の参加による生きもの調査
を行い、農業・農村が有する多面的な機能につ
いての理解の促進と普及啓発に努めました。

　オ 　中学生を対象に水の作文コンクールを実施
し、６校から109作品の応募がありました。こ
のうちから、優秀賞３作品と佳作７作品を表彰
しました。このコンクールの結果は、文集とし
て関係者へ配付するとともに、県のホームペー
ジで県民向けに広く公開しています。

　＜主な事業＞
　環境学習交流センター管理運営費
　環境王国を担う人づくり事業費

　＜主な事業＞
　環境保全対策費（水生生物調査）

　＜主な事業＞
　水利用対策費

⑶　県民及び事業者が実施する水環境の保全等の活動に対する顕彰（環境生活部、県土整備部）

　ア　地域環境美化功労者表彰
　　 　永年にわたる水辺環境の整備と清流保全活動
の実績が認められ「綱取ダムの環境と清流を守
る会（盛岡市)」が平成24年度地域環境美化功
労者表彰（環境大臣表彰）を受賞しました。

　イ　環境保全活動表彰
　　 　永年にわたり河川環境美化等に取り組んでい
る１団体・３個人に対し知事表彰の贈呈を行い
ました。

　ウ　水と緑を守り育てる活動知事感謝状
　　 　条例に基づき創設した表彰制度により、４団
体・１個人に対し平成24年10月に開催した「い

わて水と緑の交流フォーラム」において知事感
謝状を贈呈しました。

水と緑を守り育てる活動知事感謝状贈呈式
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⑷　いわての水の価値等に関する情報の発信（環境生活部、政策地域部、農林水産部、県土整備部）

　ア 　昭和60年に岩手県が選定した県内の優れた水
環境「いわての名水20選」と平成の名水百選
（平成20年度環境省選定）について、各種イベ
ント等でPRしました。

　　 　水質保全活動の歴史については、北上川清流
化確保対策に関するパネル・パンフレット等に
より、イベント等を通じて情報発信を行いまし
た。

　イ 　ホームページ「いわての文化情報大事典」に
おいて､「自然文化｣「いわての川と暮らし」と
して、北上川と馬淵川の流域の歴史、特徴、出
来事等を紹介しています。

名水マップ 名水　久慈　不老泉

　＜主な事業＞
　いわて文化芸術王国構築事業

　ウ 　渓流でのシャワークライミングや手づかみに
よる魚とりなど、水辺環境等の地域資源を活用
したグリーン・ツーリズムの取組について、周
知を図っています。

シャワークライミング（久慈市)

　エ 　県内の親水公園や多自然川づくりの事例につ
いて、ホームページ上で紹介しています。

多自然川づくり（矢神川、八幡平市)
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　エ　河川愛護団体等への感謝状贈呈
　　 　地域で継続して河川環境の維持保全に貢献し

ている県内の２団体に対し、広域振興局長から

■ 　事業者等が県民と環境情報を共有するリスクコミュニケーションの取組を進めたほか、様々な機会を活
用し普及啓発活動に取り組みました。

５　その他の施策

⑴　リスクコミュニケーションの促進（環境生活部、農林水産部）

　ア 　地域で事業を実施する企業の環境配慮の取組
について、住民・行政と情報を共有する環境コ
ミュニケーションについて、行政が支援を行
い、12企業が自主的に環境報告会を開催してい
ます。県も企業向けのセミナーや研修会等を開
催し、これらの取組を支援しています。

　イ 　県内の河川の流域ごとに行政・事業者・

　＜主な事業＞
　化学物質環境対策費（環境コミュニケーション
　推進費）

NPO・環境保全団体等からなる流域協議会を
設置し、流域ごとの水環境のあり方や、環境保
全について定期的に情報交換・協議が行われて
います。

　　 　また、流域協議会が主体となった地域の研修
会や報告会などが県内各地で開催されました。

　ウ 　農薬適正使用の研修会開催や農薬管理使用ア

感謝状の贈呈を行いました。
（表彰者一覧は85ページに掲載）

　＜主な事業＞
　地域振興推進費
　水と緑の活動促進事業
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⑵　県民への普及啓発・環境保全活動の促進（環境生活部、農林水産部、県土整備部、企業局）

　ア 　森川海事例集のホームページ掲載や各流域の
協議会の活動支援をすることにより、県民の環
境保全活動への意識向上を図っています。

　イ 　「環境学習交流センター」による講師派遣や
出前環境講座、中学生を対象とした水の作文コ
ンクールを開催するなど、環境意識の向上を
図っています。

　ウ 　農業に関わる偉人や先人たちの功績や農業・
農村の歴史を紹介する「農業農村整備紙芝居」
を上演するなど、農地や農業用施設の重要性に
ついての理解促進と普及啓発を図りました。

　エ 　地域住民や企業等が、農業水利施設の管理者
である土地改良区等と施設管理協定（アドプト
協定）を締結し、地域が主体となった環境保全
活動を実施しています。

　オ 　ダム等農業水利施設が持つ多面的機能の理解
を深めるため、イベント等普及啓発活動を支援
しています。

　カ 　農業・農村が有する多面的機能の維持・増進
を図るため、地域協働による農地・農業用水な
ど地域資源の保全活動を支援しています。

　キ　いわての川と海岸ボランティア活動等の支援
　　 　河川や海岸の清掃・美化活動等を行うボラン
ティア団体32団体に対して、物品支給などの支
援を実施しました（※海岸は東日本大震災津波
のため活動無し)。

　ク 　花巻市、北上市の広報への掲載をはじめ、油
流出事故による河川の汚染を防止するための活
動を行いました。

　＜主な事業＞
　環境学習交流センター管理運営費
　水利用対策費

　＜主な事業＞
　農地・水保全管理事業

　＜主な事業＞
　水と緑の活動促進事業費

　＜主な事業＞
　いわての川と海岸ボランティア活動等支援制度

　　 　また、植樹を行う市町村や団体に対して苗木
を提供するなど、環境保全活動を支援しました｡

油流出事故防止啓発チラシ

　＜主な事業＞
　油流出事故防止キャンペーン
　植樹活動支援事業
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ドバイザーを新規に79名認定する等の指導啓発
活動を行い、広く農業者や販売業者等の農薬
に対する適正使用･管理意識の向上を図りまし
た。

　　 　また、畜産業者に対して、家畜排泄物の適切
な処理についての巡回指導や処理施設整備の支
援を実施しています。

植樹活動支援事業
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■お問合せ先
　岩手県環境生活部　環境生活企画室
　〒020－8570
　盛岡市内丸10－1
　電話　019－629－5329

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　


